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○ 大学の概要

(１) 現 況
① 大学名

国立大学法人熊本大学

② 所在地

黒髪キャンパス（大学本部、文学部、教育学部、法学部、理学部、工学部）
熊本県熊本市

本荘・九品寺キャンパス（医学部、附属病院） 熊本県熊本市
大江キャンパス（薬学部） 熊本県熊本市

③ 役員の状況

学長 崎元達郎（平成１４年１１月２０日～平成１８年１１月１９日）
理事 ６人
監事 ２人

④ 学部等の構成

（学 部）文学部、教育学部、法学部、理学部、医学部、薬学部、工学部

（研究科）文学研究科、教育学研究科、法学研究科、医学研究科、薬学研究科、
社会文化科学研究科、自然科学研究科、医学教育部、薬学教育部、
法曹養成研究科

⑤ 学生数及び教職員数（平成１７年５月１日現在）

学生数
学部 ７，９５７人（ ６２人）

大学院
修士課程（博士前期課程） １，３３６ 人（ ６３人）
博士課程（博士後期課程） ６８０ 人（１０２人）
専門職学位課程 ６７ 人（ ０人）

教職員数
教員 ９４４ 人

職員 １，０２２ 人

( 大学の基本的な目標等２)
、 、熊本大学は 創設以来地方中核都市に立地する国立の総合大学として充実発展し

その役割を果たしてきた。２１世紀に入り、急速なグローバリゼイションが進むと
ともに、社会からの大学に対する要請も多様化・高度化している。このような状況
、 、 。の中 熊本大学は次の理念・目的を掲げ 構成員の力を合わせてその実現を目指す

＜理 念＞
熊本大学は、教育基本法及び学校教育法の精神に則り、総合大学として、知の創
造、継承、発展に努め、知的、道徳的及び応用的能力を備えた人材を育成すること
により、地域と国際社会に貢献する。
＜目 的＞
○ 個性ある創造的人材を育成するために、学部から大学院まで一貫した理念のも
とに総合的な教育を行う。学部では、現代社会を深く理解できる教養、国際的対
話力、情報化への対応能力及び主体的な課題探求能力を備え、幅広い専門性を有
する人材を育成する。大学院では、人間と自然への深い洞察に基づく総合的判断
力と国際的に通用する専門知識・技能とを身につけた高度専門職業人と研究者を
育成する。また、社会に開かれた大学として、生涯を通じた学習の場を積極的に
提供する。
○ 高度な学術研究の中核としての機能を高め、最先端の創造的な学術研究を積極
的に推進するとともに、人類の豊かな文化遺産の継承・発展に努める。また、総
合大学の特徴を活かして、人間、社会、自然の諸科学を総合的に深化させ、学際
的な研究を推進することにより、人間と環境の共生及び社会の持続可能な発展に
寄与する。
○ 地方中核都市に位置する国立大学として地域との連携を強め、地域における研
究中枢的機能及び指導的人材の養成機能を果たす。世界に開かれた情報拠点とし
て、世界に向けた学術文化の発信に努めることにより、地域の産業の振興と文化
の向上に寄与する。また、知的国際交流を積極的に推進するとともに留学生教育
に努め、双方向的な国際交流の担い手の育成を目指す。

(３) 大学の機構図

次頁のとおり

熊本大学



- -2

熊本大学事務組織

平 成 １６ 年 度 平 成 １７ 年 度

学 長 総合企画室 学 長 総合企画室

法人監査室 法人監査室

事務局長 総務部 総務課 事務局長 総務部 総務課
広報室 広報室
地域共生戦略室 地域共生戦略室

人事課 人事課

給与福利課 給与福利課
安全管理室 安全管理室

評価課 評価課

情報企画課 情報企画課
情報戦略室
(平成17年4月設置)

財務部 主計課 財務部 主計課
総合資金管理室 総合資金管理室

経理課 経理課

契約課 契約課

学務部 学生課 学務部 学生課
学生相談室 学生相談室

教務課 教務課

就職課 キャリア支援課
(平成17年4月名称変更)

入試課 入試課

施設部 施設企画課 施設部 施設企画課
施設マネジメント室 施設マネジメント室

施設整備課 施設整備課

施設監理課 施設監理課

学術研究協力部 研究協力課 学術研究協力部 研究協力課
研究戦略・知財創生支援室 研究戦略・知財創生支援室

国際課 国際課
留学生室 留学生室室

国際戦略室

熊本大学
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熊本大学

(平成17年4月設置)
学術情報課 学術情報課

図書館サービス課 図書館サービス課
医学部分館 医学部分館
薬学部分館 薬学部分館

医学・薬学等事務部 総務課 医学・薬学等事務部 総務課

学務課 学務課

企画課 企画課
資金管理室 資金管理室
経営企画室 経営企画室

調達管理課 調達管理課
施設保全室 施設保全室

患者サービス課 患者サービス課
診療報酬指導室 診療報酬指導室

人文社会科学系事務部 人文社会科学系事務部

教育学部事務部 教育学部事務部

自然科学系事務部 自然科学系事務部
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熊本大学

熊本大学教員組織

平 成 １６ 年 度 平 成 １７ 年 度

文学部 文学部

教育学部 附属小学校 教育学部 附属小学校
附属中学校 附属中学校
附属養護学校 附属養護学校
附属幼稚園 附属幼稚園

法学部 法学部

理学部 理学部

医学部（保健学科） 医学部（保健学科）

工学部 工学部

社会文化科学研究科 社会文化科学研究科

自然科学研究科 自然科学研究科

医学薬学研究部 医学薬学研究部

法曹養成研究科 法曹養成研究科

熊 保健センター 熊 保健センター

総合情報基盤センター 総合情報基盤センター
本 本

地域共同研究センター 地域共同研究センター

大 留学生センター 大 留学生センター

生涯学習教育研究センター 生涯学習教育研究センター
学 学

大学教育機能開発総合研究センター 大学教育機能開発総合研究センター

政策創造研究センター (平成17年４月設置)

沿岸域環境科学教育研究センター 沿岸域環境科学教育研究センター

衝撃・極限環境研究センター 衝撃・極限環境研究センター

生命資源研究・支援センター 生命資源研究・支援センター

エイズ学研究センター エイズ学研究センター
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熊本大学

発生医学研究センター 発生医学研究センター

附属病院 附属病院



- -6

熊本大学

熊本大学教育研究組織

平 成 １６ 年 度 平 成 １７ 年 度

熊 文学部 熊 文学部

本 教育学部 本 教育学部
附属教育実践総合センター 附属教育実践総合センター

大 附属小学校 大 附属小学校
附属中学校 附属中学校

学 学 附属養護学校 学 学 附属養護学校
附属幼稚園 附属幼稚園

法学部 法学部

理学部 理学部
部 部

医学部 医学部
附属病院 附属病院

薬学部 薬学部

工学部 工学部
附属工学研究機器センター 附属工学研究機器センター

附属ものづくり創造融合工学教育センター
(平成１７年４月設置)

教養教育実施機構 教養教育実施機構

文学研究科(修) 文学研究科(修)

教育学研究科(修) 教育学研究科(修)

法学研究科(修) 法学研究科(修)
大 大

社会文化科学研究科(博) 社会文化科学研究科(博)

学 自然科学研究科(博) 学 自然科学研究科(博)

医学薬学研究部 医学薬学研究部
院 院

医学教育部(修) 医学教育部(修)

医学教育部(博) 医学教育部(博)

薬学教育部(博) 薬学教育部(博)
附属薬用植物園 附属薬用植物園

法曹養成研究科 法曹養成研究科



- -7

熊本大学

専 専
攻 特殊教育特別専攻科 攻 特殊教育特別専攻科
科 科

別 養護教諭特別別科 別 養護教諭特別別科
科 科

附属図書館 医学部分館 附属図書館 医学部分館
薬学部分館 薬学部分館

保健センター 保健センター

総合情報基盤センター 総合情報基盤センター

地域共同研究センター 地域共同研究センター

留学生センター 留学生センター
学 学
内 生涯学習教育研究センター 内 生涯学習教育研究センター
共 共
同 大学教育機能開発総合研究センター 同 大学教育機能開発総合研究センター
教 教
育 育 政策創造研究センター (平成17年４月設置)
研 研
究 沿岸域環境科学教育研究センター 究 沿岸域環境科学教育研究センター
施 施
設 衝撃・極限環境研究センター 設 衝撃・極限環境研究センター

生命資源研究・支援センター 生命資源研究・支援センター

エイズ学研究センター エイズ学研究センター

発生医学研究センター 発生医学研究センター

そ インキュベーション施設 そ インキュベーション施設
の の
他 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー 他 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
の の
施 環境安全センター 施 環境安全センター
設 設

医 医
療 療
技 技
術 術
短 短
期 期
大 大
学 (平成１５年１０月より医学部保健学科に改組) 学 (平成１５年１０月より医学部保健学科に改組)
部 部
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熊本大学

全 体 的 な 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 本大学政策創造研究センター」を設置した。
１ 教育 国際交流の推進については、平成17年４月、国際課に国際戦略室を設置し、室長を
厳格で一貫した成績評価を行うための継続的な改善サイクルを策定し、実行した。 民間から採用した。また 「熊本大学フォーラムin上海2005」を開催し、450名の参加、
教育単位ごとに教育目標と評価方法をシラバスに明示することで、学生の目標達成へ を得るとともに、併せて上海に熊本大学オフィスを設置した。
の動機付けを高めた。全授業について学生による授業改善アンケートを実施し、その
結果をWebCTに掲載して、アンケート結果に対する担当教員のコメントも公開すると (2) 附属病院
ともに、アンケート結果を詳細に分析した実施報告書を作成し、来年度以降の改善へ 平成15年度にISO9001:2000(品質マネジメントシステム)を取得し、医療サービス
つなげた。さらに成績評価に異議のある学生のために、異議申し立て制度を確立し、 の向上に努めており、31国立大学病院を対象に行った患者満足度調査において、入
学生にも納得のいく一貫した成績評価システムとした。 院診療(医療スタッフの能力、安全性、アメニティ等)の質は高い評価(31国立大学病
教員と学生との間の双方向教育の拡充を図るために、また教員が授業方法の改善を 院中６位)を受けた。
行う際の指針となるものを提供するために、その検討を行う研究組織「フロンティア 経営分析においては、明確な収支分析基準を構築し、収支改善を図るとともに、
教育プロジェクト研究会」を設置し、オンライン版授業方法改善ハンドブックを作成 クリニカルパスの見直しを行い、中期計画に掲げた平均在院日数23日以内を達成し
した。これにより教員がWeb上で自主的に授業方法の改善を学ぶことのできるシステ た。
ムが確立された。 また、卒前教育に関してチュートリアル教育を正式導入するとともに看護師の質
また、教育方法や教材の開発、運用を進める目的のために、インストラクショナル の向上を図るため、クリニカルラダーを本稼働した。
デザインの専任教員を２名配置し、eラーニング教材開発の支援体制を図った。
全学的就職支援のためにキャリア支援課を設置し、民間から課長を登用して民間的 (3) 附属学校園
発想に基づく新しい就職支援策を実施した。就職講座、キャリアデザインセミナー、 実践的教育の推進においては、教育学部・教育学研究科と附属学校園が連携し、
ワークデザイン講座、大手企業説明会などを開催し、登録学生にはキャリア支援メー IT教育や自然体験活動教育に取り組んだ。
リングサービス（就職情報提供）などきめ細かい対応を行った。これにより学部就職 また、熊本県及び熊本市教育委員会と連携を図り人事交流の推進や公立学校の研
者数は前年度比で７％アップした。 修を支援した。

さらに、教員養成カリキュラムの改善や教育方法の開発支援に積極的に取り組ん
２ 研究 だ。
21世紀COEプログラムに採択されている研究のうち、平成15年度採択課題の衝撃エ
ネルギー科学の深化と応用」が本年度の中間評価で最高の評価を受けた。これは、平 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化

１ 運営体制の確立成16年度の中間評価で最高の評価を受けた 細胞系譜制 御研究教育ユニットの構造「 」
理事、部局長及び評議員に対し、役員会を中心とした施策立案、執行、評価を行うに引き続く成果となった。
機能及び部局長等連絡調整会議の全学的意見の集約、調整機能について、アンケート外部研究資金については、受託研究８億円、寄附金10億７千万円、科学研究費補助
を実施し、その検証を行った。金（厚生労働科研を含む ）17億円１千万円、共同研究２億５千万円、受託製造試験。
また、併せて、全学会議体の運営状況について、平成16年度の調査結果を基に検証５千万円、合計38億８千万円を獲得し、平成15年度比で32％増の高い伸びを示し、既
を行った。に中期計画に示した目標（25％増）を達成している。
なお、部局運営体制の整備については、副部局長の設置、教授会審議事項の精選及また 寄附講座の設置件数は 本年度に３寄附講座を増設し ６寄附講座となった、 、 、 。
び全学会議体に合わせた部局会議体の再編状況について、平成16年度の調査結果を基このうち新規の２寄付講座を設置した薬学部では、メイドイン熊薬の画期的新薬の開
に分析・検証を行った。発研究と創薬研究者の養成を目的として 「創薬研究センター」を全国の国立大学に、

先駆けて、平成18年４月に設置することとした。
２ 教育研究組織の見直し本学における教育研究を推進するため、本学教員の研究成果を出版物として刊行す
本年度、薬学部の再編（薬学科（６年制）と創薬・生命薬科学科（４年制）の２学ることを奨励し支援する経費として、新たに「熊本大学学術出版助成」経費を創設し
科 、工学部の再編(５学科を７学科)、社会文化科学研究科教授システム学専攻（修士た。 ）
課程）の設置、自然科学研究科の改組（修士課程、博士課程の改組）及び理学部、工
学部の全教員を同研究科への移行を決定し、平成18年度に実現する運びとなった。３ その他

(1) 社会との連携、国際交流の推進 その他、学内共同教育研究施設等の再編についても検討を開始するとともに、平成
地域社会の抱える課題について、熊本大学の知的・人的・物的資源を結集し、教 18年度以降も引き続き、人文社会科学系大学院の再編・整備、教職大学院の設置、発
育研究の成果を政策提言という形で地域社会へ還元するとともに、地域政策の担い 生医学研究センターの附置研究所への転換など、その実現に向け検討を進めていくこ
手となる人材を養成することにより、地域社会の活性化と発展に貢献し、併せて本 ととしている。
学の教育研究の進展に寄与するため、平成17年４月にシンクタンク機能を持つ「熊
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３ 人事の適正化 社を超える企業に配布した。また、併せて研究者の研究シーズ集をWeb上で学外へ公
(1) 適切な人員管理 開した。
本学では中長期的視点から、教員定員の一定数を全学留保定員として確保し、新 また、リエゾンオフィスを中心に、産学官連携コーディネーター及び知的財産マ
規事業や重点的施策に活用しており、本年度は、地域連携推進の核となる政策創造 ネージャーによる、学内シーズの開拓や産業界のニーズ情報を幅広く入手した。
研究センターやeラーニング教材開発の拠点となる総合情報基盤センターのインス さらに、パテントマップ等を活用し、マーケティング開拓を行った。
トラクショナルデザイン部門の設置等に８名を配置するとともに大学運営における この結果、本年度の外部資金については、中期計画の目標としている平成15年度
組織の整備・拡充のため、附属病院などに６名を配置し、教育研究の活性化を図っ 比で25％増を上回る32％増（９億３千万円増）の38億８千万円を獲得した。
ている。
(2) 人件費の抑制 ２ 管理費の抑制
「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件 一般管理費について、本年度から平成16年度配分一般管理費の１％(1,400万円)を毎」
費改革の実行計画を踏まえ、本年度の常勤役員報酬（基本給、諸手当）及び常勤職 年度削減するため 「経費の抑制・節減方策に関するアクション・プログラム」に基づ、
員給与 基本給 諸手当 超過勤務手当 に係る人件費予算相当額をベースとして き、各種経費抑制・削減策を実施した。特にエネルギー・契約関連では、本年度から（ 、 、 ） 、
平成18年度から平成21年度までに概ね４％の削減を図る計画を策定した。 電力契約及び複写機保守契約で一般競争を実施し、ガスについても契約形態の見直し
(3) 多様な人事制度の構築 を行った。また、クールビズの実施や建物毎に一定時間冷房を停止する等の意識改革
地域の新聞社と出向契約を締結することで、生涯学習教育研究センター助教授に にも取り組んだ。
新聞記者を雇用した。 これら各種方策の実施により、本年度は、節減目標額1,400万円を大幅に上回る6,70
(4) 人事評価システムの整備 0万円の経費抑制・節減を達成した。
教員個人活動評価（試行）の結果を検証し、評価システムの見直しを行う中で学
長から示された「評価結果を給与（昇給、賞与等）に反映させる」という考え方な ３ 資産の効果的な運用・管理
どを踏まえて、評価システムの根幹である個人活動評価の指針の改定を行った。 「土地・建物等の資産の効率的な運用を図るためのアクション・プログラム」に基
また、事務系職員について、一部の課等において人事評価の模擬試行を行った。 づき、貸付料の算定基準を設定し、平成18年度の貸付料は、上記プログラムに基づく
(5) 教員の流動性の向上 算定基準により改定した。
新たに設置するセンター等の組織については、基本的に任期制を導入することと
しており、新組織である総合情報基盤センターのインストラクショナル・デザイン Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
分野及び政策創造研究センターに任期制を導入した。 １ 評価の充実
(6) 事務職員等の優秀な人材の確保及び質の向上 本年度、平成18年度から本格実施を予定する「教員の個人活動評価」について、平
専門性が求められる業務について、キャリア支援課長、医療事務担当者、国際戦 成16年度に実施した試行の結果を踏まえて、見直しを行った。見直しに当たっては、

、 、 、略室長及び広報戦略担当専門職のポストに、公募により民間経験者を雇用した。 各組織の特性を考慮しながら 教員個人の目標を組織の目標と同じ方向に置き 教育
また、事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るため、新規に新採用職員実 研究、地域貢献、診療及び管理運営等に向けた個人の努力をできるだけ評価するよう
務体験研修、民間企業派遣研修、国際交流業務職員研修、管理職員（課長級）研修 工夫している。

、 、 。及び英語会話研修を実施した。 また 組織評価の実施に向けて ｢組織評価指針｣及び｢組織評価要項案｣を策定した
なお、法科大学院において、認証評価の予備評価を実施した。

４ 事務の効率化・合理化
本年度は、大学運営を効率的・合理的に行うといった観点から、業務全般にわたっ ２ 情報広報等の推進
て見直しを行った。また 「超過勤務のない職場環境を目指して」を発出するととも 広報戦略ワーキンググループと広報戦略マネージャーとが連動し、全学を視野にい、
に、超過勤務縮減に関する基本方針を学内に周知し、超過勤務縮減のための施策に取 れた効果的な広報施策を図ることができた。
り組んだ。 また、本学の教育研究活動等を広くPRするため、学長自ら発表する定例記者懇談会

を隔月ペースで行い、社会のニーズに応じた情報を提供した。さらに報道機関に対し
Ⅲ 財務内容の改善 てニュースリリースを行った結果、72％が記事化され効果的な発信ができた。
１ 外部資金獲得に向けた積極的な取組み
外部資金を中期目標期間中に平成15年度比で25％増加させるため 「外部資金を増 Ⅴ その他の業務運営、
加させるためのアクション・プログラム に基づき以下のような取り組みを実施した １ 施設整備の活用等」 。
(1) 科学研究費補助金 スペースマネジメントについては、黒髪北地区の室使用実態調査（1,036室）を実施
若手教員等を対象に、不採択となった研究課題で審査評点がＡまたはＢ以上に該 し、調査データのデータベース化を行った。これにより室情報の検索や面積の再配分
当するものの中から選出し、インセンティブとして研究費を付与するとともに、未 等の基礎資料の作成が容易となりスペース管理の効率化が図られた。
申請者に対しては、本年度の研究経費の10％を減額調整した。 コストマネジメントについては、施設調査の結果、ガス供給契約に係る契約種別を
また、教員以外の研究者についても、不採択となった研究課題で審査評点がＡに 見直すこととし、７月より契約変更を行った。これによりガス使用量料金が平成16年
該当するものに研究費を付与することとした。 度に比べて約330万円の節減（８月以降の実績）となった。
(2) その他の研究資金 クォリティマネジメントについては、予防保全の一環として主要団地の既設建物の
受託研究､共同研究等による外部資金獲得のため、本学教員の研究シーズのCD-RO 保全調査を実施し、危険性の高い箇所について、優先的に補修を行うとともに、中期
M及び「産学官連携のしおり」を作成し、各種イベント等で配付するとともに300 目標期間中の改修年次計画を策定した。
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また、広く施設整備について理解を得るため、本年度は、黒髪キャンパスについて
より分かりやすく、ビジュアルなキャンパスマスタープランを策定した。

２ 安全衛生管理
全学及び各事業場毎に、引き続き安全な職場・修学環境の維持・改善に努めるとと
もに、安全衛生教育等については、新規採用者や教職員への講演会等を開催し、意識
向上にも努めている。
また、化学薬品を一括管理するシステムの構築について検討を行い、システムの仕
様を確定し、18年度中の導入・運用を計画している。
附属学校園については、交通安全、不審者対応及び火災対応等の安全教育を行うと
ともに安全管理マニュアルの見直しや施設等の安全点検を定期的に実施している。
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

１）学士課程における教養教育においては、現代社会を生きる能力と学術への関心
を培う。

中 ２）学士課程における専門教育おいては、教養教育を踏まえ幅広い専門性を有し、
その専門性によって社会に貢献できる質の高い人材を養成する。

期 ３）大学院（修士課程）においては、学士課程と有機的に連携し、高い専門性を有
する高度専門職業人を養成する。

目 ４）大学院（博士課程）においては、創造性豊かな研究者及び高い専門性と豊かな
学識を有する高度専門職業人を養成する。

標 ５）専門職大学院においては、社会的要請のある特定分野について、高度で専門的
な職業能力を有する人材を養成する。
） 、 。６ 教育を通して 高い職業意識を持ち主体的に職業を選択できる人材を育成する
７）人材養成の教育の成果・効果を検証し、その結果を大学教育に反映する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向
上に関する目標を達成するた
めとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成す
るための措置

（１）教育の成果に関する目標
を達成するための措置

【１】熊本大学の各年度の学生 【１－１】
収容定員については、別表 熊本大学の平成17年度の学生収容定員
のとおりとする。 は、別表のとおりとする。

【２】学士課程（教養教育）
【２－１】

現代社会を深く理解できる 引き続き 「21世紀熊本大学教養教育 本学では、新しい教養教育カリキュラム大綱「21世紀熊本大学教養教育プログ、
」 、 、 。教養、国際的対話力、情報化 プログラム」によるカリキュラムを実施 ラム を 平成15年度策定し 本年度もこれに基づき授業計画を作成し実施した

への対応能力及び主体的な課 するとともに、平成17年度から全面実施 このプログラムは、従来の「幅広く深い教養を身につける」といった一般的・定
題探求能力を涵養する。 する学生による授業評価、明確な授業目 型的な目的から一歩踏み出し、21世紀を主体的に生きていくために大学レベルに

熊本大学
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標に基づく厳格で一貫した成績評価を基 求められる基礎能力を養成するという観点から、科目の体系を編成し直したもの
本資料として検証を行い、継続的な改善 である。
のサイクルを始動する。 プログラムでは８つの教育目標を策定しており、科目体系をこの目標に対応さ

せるとともにこの目標の下に教科単位の目標を、さらにその下に授業科目ごとに
到達目標を定めて各授業の内容と目標の関係を明確化している。
昨年度、継続的に教育改善を行うため、授業評価を中心として授業結果の評価
に基づき行う年度ごとの評価・改善サイクルと、教育プログラム自体の検証を行
う３年ごとの評価・改善サイクルを策定した。この方針により本年度は、年度ご
との評価・改善サイクルの一環として、授業改善のための学生アンケートを実施
し、その結果を集計し分析して、授業の評価を行った。

【２－２】
平成16年度の検討結果を受けて学際科 学際科目は、他人の考えや異なる価値観を理解する能力を育成し、併せて学生
目のテーマを実施するとともに、平成18 の社会に対する興味と関心を高めることを狙いとしている。
年度実施に向けた新規テーマの検討を行 本年度は、50以上のテーマを設定して実施した。この中には、キャリア支援に
う。 関する授業テーマや社会問題に深く根ざした現代的テーマを多く設けた。

キャリア支援のテーマとしては 「将来なにをしよう、どんな仕事に就こう」、
「国際化時代における日本社会と職業選択」を開講した。また、新しく開講した
現代的テーマの主なものは 「ハンセン病講座 「障害者と福祉 「ジェンダーで、 」 」
読む現代 「現代のエネルギー問題 「高齢社会・どう変わる、どう生きる 「資」 」 」
源・リサイクル問題と暮らし 「インターネットの発展と人間社会 「資本市場」 」
の役割と証券投資」等である。
新規テーマを開講するに当たっては 「21世紀熊本大学教養教育目標」の狙い、
を十分生かすよう、教科集団や関連委員会の議を経て決定しているが、特にキャ
リア支援のテーマについては、全学の委員から構成される進路支援委員会等の意
見を汲み、より全学支援が受けられるように努めている。

【３】学士課程（専門教育）

【３－１】 【３－１】
教養教育との有機的連携を 薬学部・工学部は、平成18年度改組に ・薬学部
図り、専門知識・技術・技能 向け、社会に貢献できる質の高い人材の ６年制の薬学科と４年制の創薬・生命薬科学科の２学科を平成18年度から設置
による課題発見と解決能力の 養成を目指し、新カリキュラムを策定す するため新しいカリキュラムを策定した。

、 、修得を目指すカリキュラムを る。 ６年制の薬学科では 高度化する医療において薬物治療の指導者となる薬剤師
実施し、社会に貢献できる質 疾病の予防及び治療に貢献する臨床研究者として活躍する人材の育成を目指し、
の高い専門知識と能力を修得 医療系薬学、衛生・社会系薬学を中心とした応用的学問を身につけ、病院や調剤
させる。 薬局での半年間に及ぶ実務実習を通して豊かな人間性、柔軟な社会性、倫理観を

育むカリキュラムを策定した。
４年制の創薬・生命薬科学科では、創薬科学や生命科学分野をリードしていく
研究者、技術者及び医薬品情報担当者等として、活躍する人材の育成を目指し、
物理・化学・生物系薬学の学問基礎を身につけると同時に、早い学年から研究室
で第一線の研究活動に参加していく、大学院を先取りしたような研究者マインド
を育むカリキュラムを策定した。

・工学部
博士課程前期課程までの６年間を念頭に置いた高度専門技術者育成の系統的な
教育体制を整備し、工学基礎教育や「ものづくり創造融合教育」さらには資質が
多様化した新入生の接続教育・補習教育を充実させるべく、それぞれ学科の目的
に応じたカリキュラムを策定した。
学部共通の教育目標として、①JABEEや環境ISOなどの基準に基づく体系的な工
学教育､②工学倫理や安全工学、数学、物理、化学、生物などの工学に関わる専

熊本大学
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門的な基礎知識の充実、③情報リテラシー教育に加え、それぞれの専門分野にお
ける情報教育の充実、④プレゼンテーション能力や英語を主としたコミュニケー
ション能力の重視、⑤インターンシップをはじめとする社会・産業界と密接に関
連した教育の充実を図るカリキュラムである。

【３－２】 【３－２】
学部教育と大学院教育との 平成18年度実施に向けて、工学部にお 工学部においては、博士前期課程までの６年間を念頭に置いた高度専門技術者
有機的連携の下で大学院への いて自然科学研究科の修士課程との連結 育成の系統的な教育体制を整備し、低学年で基盤技術分野の基礎教育を実施した
進学を拡充する。 を重視したカリキュラムを作成する。 後、高学年からコース制を導入する方法で、学生の関心や課題意識に応じて教育

内容を深化させるカリキュラムを策定した。これにより、大学院の進学が拡充さ
れると思われる。

【４】大学院（修士課程） 【４】

専門教育と大学院教育とを 平成18年度実施に向けて、理学部・工 科学技術の進展に伴い、理学と工学の教育すべき専門知識が高度化し、学部か
有機的に連携させた一貫性の 学部との連携に配慮した自然科学研究科 ら博士前期課程まで連続した教育プログラムによる高度な専門教育が必要である
ある教育プログラムを整備し のカリキュラムを作成する。 ことから、専門を深く学び、課題解決に総合的視点から柔軟に対応できる実践的、
人間と自然への深い洞察に基 な修士に対する社会的要請を踏まえたカリキュラムを策定した。
づく総合的判断力と国際的に 具体的には、研究科の専攻・講座を理学部・工学部の学科と連動・体系化させ
通用する高度の専門知識と課 て「理学 「物質生命化学 「マテリアル工学 「機械システム工学 「情報電気」 」 」 」
題解決能力を修得させる。 電子工学 「社会環境工学 「建築学」とするとともに、理学専攻については、」 」

理学部の教育プログラムに対応したコースも新たに設け、６年一貫教育をより明
確にした。
また、両者に跨る異分野融合の学際的な専攻として「複合新領域科学」を新た
に設置し、この学際的研究の推進により、科学技術を総合的に進化させるととも
に、新たな学術領域を開拓することを目指すこととした。

【５】大学院（博士課程）

【５－１】 【５－１】
社会文化科学研究科： 授業担当教員を増強し、プロジェクト 大学院教育の実質化が求められる中で、本研究科では、学際的・総合的な視点
高度な理論知識及び幅広い 研究を含む授業科目を充実させる。 に立ったさらなる教育研究の充実を目指している。
総合的視野をもって、自立し また、特別研究及び総合演習の指導の このため本年度は文化学９名、公共社会政策学12名の新規授業担当教員を増強
て研究を遂行し得る能力並び 改善を図る。 した。これにより、新規授業担当教員による新規プロジェクト研究の立ち上げや
に実践的・政策的課題の解決 参加が得られ、組織的な展開・強化につながった。
に貢献し得る能力を修得させ また、総合演習の実を挙げるため主指導教員を中心とした複数指導教員制をと
る。 り、特別演習では主指導教員に配分している学生指導費の運用を弾力化し、フィ

ールド調査、資料調査、及び学会参加等を積極的に促した。
こうした改善の結果、本年度は『社会文化研究 （本研究科紀要）への学生投』
稿論文は21編（前年度は15編）と増加をみた。

【５－２】 【５－２】
自然科学研究科： 新たなカリキュラムの策定に向けて、 世界の情勢に応じた国際研究とそれによる次世代研究リーダーの育成を目指し
幅広い分野にわたる創造性 引き続き、大学院博士後期課程のカリキ た新専攻の創設などを内容とする平成18年度の改組に向けて、大学院教育組織体
豊かな実践的応用能力及び総 ュラム及び授業内容の検討を行う。 制全般の見直し、理学部及び工学部の学部専門教育をベースにした大学院カリキ
合的・国際的視野を持つ研究 ュラムの充実、プロジェクトゼミナールを中心とする新しい大学院教育体制の構
能力を修得させる。 築等を目指し、新しいカリキュラムや授業科目等の整備を行った。
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【５－３】 【５－３】
医学教育部及び薬学教育部 近年の医学・薬学の学術的進展に合わ 医学教育部では、医学研究者・教育者並びに高度医療人を育成することを目指

、 『 「 」 』： せて、医学教育部及び薬学教育部のカリ し 文部科学省が公募する 平成18年度 魅力ある大学院教育 イニシアティブ
医学及び薬学に関する高度 キュラム構築と授業内容改善のための検 にエイズに係る幅広い知識と専門性を備えたトランスレーショナル研究の専門
な知識と研究能力、生命と医 討を行う。 家 国際的な視野で活躍できるエイズ研究者などを養成することを目的として エ、 「
療に関する倫理観並びに先進 イズ制圧をめざした研究者養成プログラム」を策定し、応募した。
的医療を構築・実践できる洞 また、大学院医学教育部教育委員会において、未開講科目の解消、FD活動の実
察力と技量を修得させる。 施体制、シラバスの作成や成績評価などの授業内容改善方策について、平成18年

度実施を目途に検討を開始した。
、 、 、薬学教育部では 学部教育で培われた基礎薬科学を基盤にして 生命科学研究

医薬品の創製、臨床及び環境衛生行政など広範な分野で自立して指導性を発揮で
きる 薬学研究者及び高度な薬の専門家の育成を目指している 平成17年度 魅、 。『 「

」 』 、 、力ある大学院教育 イニシアティブ に 創薬研究者養成を振興する一貫として
「DDS(ﾄﾞﾗｯｸﾞﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰｼｽﾃﾑ)スペシャリスト養成プログラム」が採択され、平成18
年度からDDSコースを設けるため、規則整備を行った。DDS技術は、医薬品の治療
効果を最大化するために、薬剤の作用部位・時間・濃度を制御する技術である。
世界的にも全く確立されていないDDSスペシャリスト養成プログラムを確立し実
行することで、活性化につながるものと思われる。

【６】専門職大学院（法科大学
院）

【６－１】 【６－１】
社会における基礎的かつ普 平成16年度に引き続き、カリキュラム 本年度は、大学評価・学位授与機構による法科大学院認証評価（予備評価）を
遍的なニーズ及び新しい法的 を実施し、併せて授業内容、方法等の改 実施し、適切な教材をもとに双方向的又は多方向的な教育が実施されているかに
ニーズに的確に対応できる能 善を行う。 関して検証と確認を行なった。
力を修得させる。 また、引き続き平成16年度に採択され 予備評価で特に指摘があった厳格な成績評価については、客観性・厳格性の趣

た三つの「法科大学院等専門職大学院形 旨に基づき、科目間・教員間における評価尺度を複数の教員で共有する等の改善
成支援プログラム の経費支援を受けて を図ることとした。」 、

、 、教育環境を整備する。 また 本年度法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムの重点経費により
遠隔講義システム及び法律相談システムの高度化を図り、最先端の情報技術を導
入し、法曹養成教育を実施した。

【６－２】 【６－２】
司法試験において、全国平 司法試験に向けて、授業内容の充実を 司法試験において、全国平均を上回る合格率を目指して、新司法試験プレテス
均を上回る合格率を目指す。 図る。 ト（実施期日：８月６日から９日まで）の問題及び解答の解析を行い、民事実務

基礎演習Ⅰ・刑事実務基礎演習Ⅰにおける法文書作成教育、及び民事実務基礎演
習Ⅱ・刑事実務基礎演習Ⅱにおける要件事実教育の充実を図った。

【７】職業観の涵養

【７－１】 【７－１】
職業観を涵養するため、キ 平成16年度に準備した教養教育におけ 教養教育において、学際科目として 「将来なにをしよう、どんな仕事に就こ、
ャリア教育として、職業選択 るキャリア科目を実施するとともに、平 う 「国際化時代における日本社会と職業選択」の２科目をキャリア科目とし」、
に関係する授業科目を学士課 成18年度実施に向けて専門教育における て開講した。
程教育の中に開設する。 キャリア科目充実の具体化を進める。 専門教育のキャリア科目としては、文学部「メディア論実習 、法学部「職業」

選択と自己実現 、工学部の各演習科目等20科目等が開講されている。」
今後も学生の職業観を涵養するため、各学部でキャリア科目充実について検討
を深めながら、教養教育からの体系的なキャリア教育のプログラム構築を進める
こととしている。
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【７－２】 【７－２】
学生が自己の職業適性や将 新たに設置する全学のインターンシッ 新たに設置したインターンシップ連絡会議において、学部により参加者数、実
来計画について考える機会と プ連絡会議の調整のもとに、学部・研究 施機関、単位認定基準のバラツキなど、取組や意識に差があることが判明し、今
なるインターンシップを充実 科ごとの多様なインターンシップを目指 後は、学部独自の進路形成指向にあったインターンシップ開発を検討することと
させる。 すとともに 事前事後指導を充実させる した。、 。

また、多様なインターンシップを目指すために、公募型インターンシップへの
参加を促進することとし、公募型インターンシップ情報を幅広く提供するととも
に、単位化を進めることで学生の参加意識を高めていくこととした。
事前事後指導については、守秘義務や接遇をはじめ社会人としてのマナーなど
の事前指導の徹底や、学部における報告会に低学年者も参加するなどの取組がな
され、その有効性が確認されている。

【８】教育の成果・効果の検証

【８－１】 【８－１】
本学のカリキュラム、 平成16年度に策定した方針に基づき系 平成16年度に策定された「教育の成果の検証システムと関連情報の集積」によFD
( )･授業評 統的に情報を集積し、教育評価の成果・ り各部局等の教育単位（学部・学科、教養教育の各教科集団等）毎に、本学の中Faculty Development
価、教育システム等について 効果の検証を行う。 期計画及び認証評価の基準に相応したデータの集積を開始した。
調査研究し、教育委員会にお 教育評価の成果・効果の検証については、学生による授業改善のためのアンケ
いて、実効ある具体的な検証 ート結果及び自由記述を連関させて分析することにより、かなり特徴的なものが
システムを開発し持続的な検 把握できた。
証を行う。 文系では、①自己向上感のある授業、②効力感のある授業、③有用性を認識さ

せる授業、④学びの過程をモニタリングできる授業、⑤わかりやすい授業、⑥双
方向性のある授業、⑦リアリティのある授業、⑧よい教材で教材の適切な使い方
のある授業、⑨協働の学びのある授業等が高い評価を得た。
理系では、①わかりやすい授業、②学びの過程をモニタリングできる授業、③
よい教材で教材の適切な使い方のある授業、④自己向上感のある授業等が高い評
価を得た。
学部等固有のものとしては、授業で学んでいることの意義が学生にとって明確
なものに対する評価が高かった。
教養教育のうち既修外国語及び初修外国語の授業において、学生が有意義度を
高く評価した授業の自由記述を分析した結果の特徴は、①当該外国語の話されて
いる国の文化を紹介し、学生が学ぶ外国語への関心を高める工夫を行っている授
業、②教員自身の体験談、映画やビデオなどを取り入れている授業を高く評価し
ている。③また「わかりやすさ （ただし、いくつかの要素を含む ）を心がけ」 。
ている授業でも評価が高かった。

【８－２】 【８－２】
学生アンケート調査等によ 平成16年度後学期から開始した学生へ 全学規模で実施した、学生による授業改善のためのアンケート及び自由記述等
る授業評価を行い、教育の成 の「授業改善のためのアンケート調査」 をもとに、実施組織である教育委員会から集計結果や問題点等を発信し、各教育
果・効果を検証する。 と、平成17年度から開始する「厳格で一 単位ではこれらをもとにFD研修会等を実施した。そして、教育単位と教員間で問

貫した成績評価」とを併せて実施し、そ 題点等を相互にフィードバックして、授業目標の明確化・体系化、成績評価基準
の結果を分析して教育の成果・効果を検 の具体化等について意識を共有化することで、シラバス等の改善に反映させた。
証し、改善を図る。

【８－３】 【８－３】
卒業生や学外者（就職先） 卒業生や就職先等に対する教育の成果 人材養成の教育の成果・効果を検証し、その結果を本学の教育に反映し更なる
等へ教育に関する調査等を実 に関する調査を実施し、その結果を分析 改善を図るため、各学部等の同窓会の協力を得て、卒業生・修了生や就職先等に
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施し、その結果を教育にフィ する。 対し、アンケート調査を行った。
ードバックして、更なる改善 調査内容は、卒業生・修了生から見た本学教育の実社会における有用性、業種
を図る。 や職種、卒業・修了時の就職状況等及びこれらの経年把握などとした。本年度は

データ収集と集計を行い、本格的な結果の分析は次年度に実施することとした。

【８－４】 【８－４】
TOEIC等の外部試験を用いた 平成16年度に引き続き、学部学生１年 英語Ｂ－２受講の１年生に対してTOEIC-IPを受験させ、英語学習支援システム
教育成果の検証を、可能な分 次に対し、TOEICのIPテスト（団体特別受 CALL授業の成績評価の50％に繰り込んだ。なお、CALLは①学習時間・成績分布等
野から採用する。 験制度）を課し、CALL授業の成績評価に の自己学習履歴が一目でわかること、②授業時間以外でも利用できること、③内

繰り込み、平成16年度に実施した成績評 容がTOEIC受験の練習にもなること、④TOEICなど外部試験について一定以上得点
価の結果から教育成果の検証を行う。 すれば英語科目の単位が認定されることなどから、CALLが自学習の動機付けとな

り、外部試験の受験者増にも繋がった。
外部試験による単位認定者だけをみても、平成16年度の77人から本年度は88人
に増加した 「実用英語技能検定１級、TOEFL550点以上、TOEIC730点以上」の該。
、 （ 、 。）、 （ ）、当者は 平成16年度は18人 うち1年次16人 以下同じ 本年度は19人 18人
「 、 、 」１ランク下の 実用英語技能検定準１級 TOEFL530～549点 TOEIC 675～729点
、 （ ） 、 （ ） 。の該当者は 平成16年度の17人 14人 から 本年度は27人 19人 に増加した

これは、本学の厳格で一貫した成績評価の担保を示す一端といえる。

【８－５】 【８－５】
技術者教育をはじめとする 平成16年度に引き続き、JABEE・ISOの 工学部では、JABEEの認証を受けた環境システム工学科の土木系・建築系、知
専門職業教育の分野において 認証を受けた学科における教育の成果・ 能生産システム工学科の機械系・マテリアル系、電気システム工学科及びISOの、
可能な分野から、JABEE等のア 効果の検証を行い、工学教育の改善を重 認証を受けた物質生命化学科において、教育の成果・効果について、学生への授
クレディテーション（適格認 ねる。 業アンケートを実施し、達成度評価を実施してその結果を学生に公表するととも
定）システムの活用を図り、 また、法曹養成研究科において、大学 に、次年度以降の授業改善に活かしている。
教育の成果・効果の検証に活 評価・学位授与機構が行う法科大学院認 本年度、法曹養成研究科では、法科大学院認証評価の予備評価を受け、①教育

、 、 （ ） 、用する。 証評価の予備評価を受ける。 現場の視察 ②訪問調査ミーティング ③法科大学院関係者 責任者 との面談
④法科大学院の一般教員との面談、⑤根拠となる資料・データ等の補完的収集及
び確認、⑥学生との面談、⑦学習環境の状況調査が行われた。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

） 、１ 大学の理念・目的及び各学部等の教育目標に照応する学生を受け入れるための
施策の充実を図る。

中 ２）学士課程においては、４年又は６年一貫教育の実現及び教養教育と専門教育の
有機的連携を図ることを基本として、各学部ごとに教育目標に即した教育プログ

期 ラムを充実する。
３）大学院課程においては、総合的視点から高度・先端の教育研究を推進し、高度

目 専門職業人や研究者を養成するための教育課程を編成する。
４）法科大学院においては、理論と実務を架橋する実践的教育に基づき、専門的資

。標 質・能力及び質の高い倫理観を備えた法曹を養成するための教育課程を編成する
） 、 。５ 教育の成果に関する目標を効果的に実現するため 多様な教育方法を実施する
６）教育の成果に関する目標を確実に達成するため、適切な成績評価の方法・基準
を策定し、実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）教育内容等に関する目標
を達成するための措置

【９】アドミッション・ポリシ
ー

【９－１】 【９－１】
、 （ ）アドミッション・ポリシー 全学的なホームページ改修の一環とし 広報の質を更に向上させるため 全学的な見地からホームページ Webページ

を、大学の広報誌・ホームペ て、各学部、研究科及び教育部のホーム を改修した。また、高校生の情報端末として最も普及している携帯電話サイトを
ージなどを通じて広報し、高 ページを改修するとともに、アドミッシ 立ち上げ、入試情報がより身近に入手できるようにした。これらにより、アドミ
等学校・企業・地域社会など ョン・ポリシーを含めた受験生受入れに ッション・ポリシーを含めた広報を充実させることができた。
への周知徹底を図る。 向けた広報を充実させる。 また 「熊本大学案内のDVD版」を制作するとともに、熊本大学のホームページ、

（Webページ）に掲載し、全国に向けて広報展開した。

【９－２】 【９－２】
アドミッション・ポリシー 平成16年度に実施した入学者の追跡調 入学者の追跡調査を分析した結果、模擬講義を聴いた後、作文と集団面接によ
に応じた学生の受入れや、社 査の分析結果を踏まえ、入学者選抜方法 り、文章力、理解力、ディベート能力等を判断する、特徴ある推薦入試形態を実
会人、留学生など幅広い人材 の検討を行い、平成20年度入学試験の入 施している法学部において、入学後の成績が顕著に良好であった。
の積極的な受入れのため、推 試大綱を決定するとともに、平成18年度 このことを考慮しつつ、平成20年度以降の入試については、現行の選抜方法を
薦入試を含め入学者選抜方法 以降の入試実施方法に反映させる。 大きく変更しない中で、学部学科の特性を活かした改善、とりわけ推薦入学を拡
の改善について 検討し、必 大・充実する方向で検討を行った。
要な改善策を講じる。

【９－３】 【９－３】
大学の教育研究の実態を高 平成16年度に実施したオープンキャン 昨年度のアンケート結果を踏まえ、本年度のオープンキャンパスでは、新たに
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校生へ周知するため、体験入 パスのアンケート結果の分析等を踏まえ 文学部の模擬授業、五高記念館の公開、サークル紹介、ｅラーニングやCALLシス
学、オープンキャンパス、学 て、オープンキャンパス等の運営方法に テムの体験等を実施した。
部説明会などの充実に努める ついての改善を図る。 本年度も参加者にアンケートを実施したところ、熊本大学のホームページ(Web
とともに、高大連携を推進す 熊本県高等学校進学指導連絡協議会と ページ）を見て参加した生徒が増加したこと、特に高校３年生の満足度が上昇し
る。 の入試に関する懇談会及び熊本大学と熊 たことがうかがわれた。また、来年度からオープンキャンパスの開催日を、８月

本県高等学校長会との懇談会等について 第２週の火曜日に固定化させたことにより、高校等への周知を早期に徹底させる
は、引き続き実施する。 ことが可能となり、県外からの参加者の増加がさらに見込まれる。
平成16年度に引き続き、スーパーサイ ８月に「熊本県高等学校進学指導連絡協議会との入試に関する懇談会」を、10
エンスハイスクール事業及び 人材育成 月には「熊本大学と熊本県高等学校長会との懇談会」を開催し、県内の高校とのIT
プロジェクト事業の支援を行う。 連携を図った。

スーパーサイエンスハイスクール事業は、熊本県立第二高校が本事業の選定を
受けており、同校からの依頼を受け体験学習講座（理学系、工学系、薬学系）へ
の協力を行った （14講座、参加生徒数184名）。
IT人材育成プロジェクト事業は、熊本県立熊本工業高校が本事業の選定を受け
ており、同校との連携を取りながら、運営指導委員会での指導・助言、熊本県高
等学校工業部会総会での講演、プログラミング実習への支援等を行った。

【10】学士課程

【10－１】 【10－１】
新しいカリキュラムの基本 平成16年度に引き続き 「21世紀熊本大 本学では、平成15年度に策定した新しい教養教育カリキュラム大綱「21世紀熊、
的枠組みを示した「21世紀熊 学教養教育プログラム」によるカリキュ 本大学教養教育プログラム」を昨年度に引き続き本年度も実施した。これは、従
本大学教養教育プログラム」 ラムを着実に実施する。 来の「幅広く深い教養を身につける」といった一般的・定型的な目的から一歩踏
に明示された新たな教育目標 み出し、21世紀を主体的に生きていくために大学レベルに求められる基礎能力を
を基にカリキュラムを編成し 養成するという観点から、できる限り具体的な到達目標を設けた上で、科目の体、
実施する。 系を編成し直したものである。

【10－２】 【10－２】
英語によるコミュニケーシ 平成16年度の英語教育方法の調査・研 新しい英語教育方法の導入に向けて、一部のクラスで英語学力診断テストを試
ョン能力の重要性に鑑み、英 究の結果を受けて、学力診断を基礎に適 行し学習診断を行うとともに、TOEIC-IPとの相関関係及びCALL教育の効果の分析
語での討論・プレゼンテーシ 切な指導を行うとともに、平成18年度実 ・検討を行った結果、英語が苦手な学生のために 『基礎力充実コース』を自由、
ョンの基礎能力を育成するた 施に向けて、新しい英語教育方法の検討 選択外国語英語の一部として、平成18年度から開講することとした。また、これ
め、CALL ( を行う。 に関連して、コンピュータによる英語力診断テスト（CASEC）を学生自身が自主Computer Assisted

)教育を充 的に受け、自己の英語力の確認もできる態勢を整えた。Language Learning
実させるとともに、指導体制 また、CALLシステムの機能強化を実施するために、学習の幅を広げるための学
と評価方法の改善を進める。 習教材の追加、学習支援のための学習履歴の詳細化、及びシングルサインオンの

ための認証システムの標準化を行ったことで、CALL教育の充実を図った。

【10－３】 【10－３】
急速な情報化に対応できる 高等学校の新教科「情報」に関する内 高等学校の新教科「情報」で利用されているテキストについて簡単な調査を行
ように、主体的に情報を収集 容及び実施の態様を研究し、高等学校と うとともに、九州地区大学一般教育研究協議会情報教育部会で関係の情報を収集
・分析・判断・創作・発信す の連携のもとに受入態勢を整備する。 した。また、熊本工業高校のIT人材育成事業の運営委員を務めるなど、同高校へ
る能力とともに、情報モラル また、引き続き「特色ある大学教育支 のTAの派遣やコンテンツの開発の支援などを継続的に行った。これらによって収
や、情報機器及び情報通信ネ 援プログラム」の経費支援を受け、情報 集した情報を総合して、授業科目「情報」へ対応するための発展的コンテンツを
ットワークの機能に関する基 リテラシー関係分野の教材内容の充実や 本年度のコンテンツに追加するなど、平成18年度入学の新課程学生に対する情報、
本的知識や能力の育成を図る 教育用独自ソフトウェアの開発研究を推 基礎教育の内容を改訂することで受け入れ体制を整備した。
ために、情報関係科目を充実 進する。 本年度も「情報基礎」教育に関して、責任編集担当をきめて、継続的にオンラ
させる。 インテキスト及びLMSを活用した理解度確認テストを贈補、改訂することにより

情報リテラシー教育用の教材内容を充実させた。
また、熊本大学で独自に開発した教育用電子メールソフトSeemitの機能改善、
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Linux版の開発を行うなど、教育用ソフトウェアの開発・改良を行った。

【10－４】 【10－４】
少人数クラスの基礎セミナ 平成16年度の実施結果の検証を踏まえ 基礎セミナーは、大学教育のオリエンテーション科目として位置づけ、１クラ
ーを中心とする転換教育を充 て、新たに作成した「基礎セミナー共通 ス20名程度の人数で実施している。
実させる。 指導ガイドライン」に基づき基礎セミナ 本年度も 「基礎セミナー共通指導ガイドライン平成17年度版」に基づき基礎、

ーを実施し、充実改善を図る。 セミナーが実施され、成績評価を合否２段階としたことで、昨年度の検証で指摘
があったクラス間の成績評価の不公平が改善され、成績評価の一貫性を図るとと
もに学生の学習意欲を向上させることができた。

【10－５】 【10－５】
入学者の多様化に応じた教 平成16年度の研究結果を受けて補習教 理学部では、新学習指導要領のもとで教育を受けてきた学生に対する教育内容
育を円滑に行うため、数学・ 育の教材開発と教育方法の検討を継続し を検討し、共通教科書の執筆・選定などを通して対応を取っている。、
理科などの自然科学について 平成18年度からの本格実施に向けて準備 新入生の高校における履修状況を見ると、化学はほとんどの学生が履修し、物
の補習教育を充実させる。 する。 理と生物は半数程度が履修、地学はほとんどの学生が未履修となっている。そこ

で物理と生物については、既修者クラスと未修者クラスを設定し、未修者クラス
においては高校の内容までさかのぼって教育を行っている。地学についても、高
校の内容も含めた講義内容を組み立てている。
また、eラーニングを活用することで高校における未履修科目の補習教育が可
能ではないかと考え、地学・物理を中心に基礎的な用語・概念を習得させるコン
テンツを開発し、試行を行った。

工学部では、低学年の物理、化学などの分野の工学基礎教育や補習教育、接続
、 。教育の必要性について 本年度の新入生に対して履修確認のアンケートを行った

このアンケートで、基礎知識が不足する場合、何を望むかを選択式で尋ねた物理
の結果は、質問の場所・機会が209件、補修授業が136件、その他12件（自習で対
応する、高校の教科書を復習する、わかりやすい参考書の紹介や配布、授業中の
不足プリントの配布、演習問題の実施を希望）であった。
平成18年度も同様なアンケートを実施し、学生の質向上に向けての授業プログ
ラムの開発に取り組み、実践方法等を検討していくこととした。

【10－６】 【10－６】
国内外の大学との単位互換 放送大学との共同研究プロジェクトを 放送大学が開設する特定の授業科目を本学の教育課程に取り入れ、有効に活用
の枠を拡大する。 実施し、放送大学との連携のあり方を検 するための共同研究プロジェクトに関する覚書を締結した。本年度には放送大学

討する。 の法学部専門科目に26名、教養教育科目に25名の履修者があり、履修者にアンケ
、 。各部局と連携し、国際的な学生交流協 ートを取ることにより 放送大学の授業科目の教育効果についての検証を行った

定の締結数を増やす。 その結果、履修者の大半はその教育効果について「ほぼ良好」と判断しており、
また、現況の単位互換制度の改善点を 今後も継続して連携のあり方を検討する。
整理し解決に努める。 昨年度、国際交流推進会議において、国際交流協定に基づく学生交流の推進に

ついて検討した結果を受け、本年度は、大学間で５大学と部局間で５大学の交流
協定を締結した。

、 、現況の単位互換制度の改善のため 平成15年度に派遣した交換留学生について
短期留学に伴う在学期間等を調査した結果、多くの学生が在学期間を延長してい
る実態や、カリキュラムの修学上の問題で期間を延長せざるを得ない状況等が明
らかとなり、今後解決に努めていくこととした。

【10－７】 【10－７】
各学部の教育目標に応じた 薬学部・工学部において、平成18年度 薬学部では、６年制の薬学科と４年制の創薬・生命薬科学科の２学科を来年度
教育プログラムの研究開発を 実施に向けて新カリキュラムを策定する から設置するため新しいカリキュラムを策定した。６年制の薬学科では、高度化。
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進める。 文系学部の教育の現状分析をもとに、 する医療において薬物治療の指導者となる薬剤師、疾病の予防および治療に貢献
教育プログラム設定の再検討を行う。 する臨床研究者として活躍する人材の育成を目指し、医療系薬学、衛生・社会系
学部を超えて取得する免許・資格科目 薬学を中心とした応用的学問を身につけ、病院や調剤薬局での半年間におよぶ実
のための授業実施体制のあり方について 務実習を通して豊かな人間性、柔軟な社会性、倫理観を育むカリキュラムを策定、
検討を行う。 した。４年制の創薬・生命薬科学科では、創薬科学や生命科学分野をリードして

いく研究者、技術者および医薬品情報担当者等として活躍する人材の育成を目指
し、物理・化学・生物系薬学の学問基礎を身につけると同時に、早い学年から研
究室で第一線の研究活動に参加していく、大学院を先取りしたような研究者マイ
ンドを育むカリキュラムを策定した。

工学部では、学部共通の教育目標として、①JABEEや環境ISOなどの基準に基づ
く体系的な工学教育､②工学倫理や安全工学、数学、物理、化学、生物などの工
学に関わる専門的な基礎知識の充実、③情報リテラシー教育に加え、それぞれの
専門分野における情報教育の充実、④プレゼンテーション能力や英語を主とした
コミュニケーション能力の重視、⑤インターンシップをはじめとする社会・産業
界と密接に関連した教育の充実を掲げ、博士前期課程までの６年間を念頭に置い
た高度技術者育成の系統的なカリキュラムを策定した。

文系３学部は、教職免許教科や学芸員課程等、カリキュラムが重複している面
もあることから、そのあり方を含め、引き続き検討を行っている。
なお、教職課程については、文系３学部及び理系３学部で開設されていること
、 、から 円滑に実施できるよう教職科目担当者の全学的調整を行う委員会を設置し

経済支援も含めて改善を図った。また、学芸員資格取得希望者の漸増等もあり、
博物館実習の受入先の確保や学生の負担減の面から、本学の「五高記念館」を博
物館相当施設として指定を受けられるよう準備を進めている。

【10－８】 【10－８】
高学年において卒業研究以 工学部における「ものづくり創造融合 工学部においては 「ものづくり創造融合工学教育事業」の一環として、体感、
外の授業でも、プロジェクト 工学教育事業」の一環としてのプロジェ 型授業や問題解決型授業など、実践的な知的ものづくり授業科目の開発・実践プ
ベースト・ラーニング（課題 クトベースト・ラーニングの実施を進め ロジェクトを学内公募し、実践している。
設定・解決型学習）の導入を るとともに、プロジェクトベースト・ラ 近年、この学生参加型のプロジェクトベースト・ラーニング（課題設定・解決

） 、 。 、推進する。 ーニングの実施方法をも含む『教育方法 型学習法 を取り入れた授業の研究が進み 実践し成果を上げている このため
』 、『 』改 善ハンドブック （仮称）を作成し、 今後その手法を取り入れようとする教員の一助に 教育方法改善ハンドブック

他の学部への拡充を図る。 を作成し、学内外の事例等も交えたプロジェクトベースト・ラーニングを紹介し
た。また、オンライン版とすることで他の学部への拡充を図ることができた。

【11】大学院修士課程と博士課
程 科学技術の進展に伴い、理学と工学の教育すべき専門知識が高度化し、学部か

ら博士前期課程まで連続した教育プログラムによる高度な専門教育の強化が不可
【11－１】 【11－１】 欠になっていることに配慮し、専門を深く学び、課題解決に総合的視点から柔軟
修士課程と博士課程との関 平成18年度実施に向けて、自然科学研 に対応できる実践的な修士に対する社会的要請を踏まえたカリキュラムを策定し
連に配慮しつつ、各研究科の 究科のカリキュラム改革を進める。 た。具体的には、研究科の専攻・講座を理学部・工学部の学科と連動・体系化さ
目的に照らして、教育課程の 文系学部・大学院の現状分析に基づく せて「理学 「物質生命化学 「マテリアル工学 「機械システム工学 「情報電」 」 」 」
改善を進める。 人材養成計画の再検討を行う。 気電子工学 「社会環境工学 「建築学」とするとともに、理学専攻については」 」

理学部の教育プログラムに対応したコースも新たに設け、６年一貫教育をより明
。 、 「 」確にした また 両者に跨る異分野融合の学際的な専攻として 複合新領域科学

を新たに設置し、この学際的研究の推進により、科学技術を総合的に進化させる
とともに、新たな学術領域を開拓することを目指すこととした。
さらに、博士課程では、学際的・総合的な研究能力と高度な洞察力を有する創
造性豊かで現代社会の要請に応えうるバランスのとれた人材を育成する見地か
ら、その一環として28の異なるプロジェクトゼミナールを設定した。



- -21

熊本大学

平成18年度から社会文化科学研究科に修士課程の「教授システム学専攻」を開
設することとしたが、引き続き大学院文学研究科・法学研究科・社会文化科学研
究科並びに教育学部において、新たな大学院構想を検討する。

【11－２】 【11－２】
課題探求能力の涵養を目指 平成16年度の研究結果を踏まえ、自然 プロジェクト研究を実施している社会文化科学研究科に加え、新たに自然科学

、 、 、すカリキュラムとして、プロ 科学研究科のカリキュラムにプロジェク 研究科でも 専門を深く学び 課題解決に総合的視点から柔軟に対応できるよう
ジェクトベ－スト・ラーニン トベースト・ラーニングの実施を含む 教 プロジェクトベースト・ラーニングの実施を含んだ実践的なカリキュラムを策定『
グ、フィールドワーク、プロ 育方法改善ハンドブック （仮称）を作成 し、キックオフ・プロジェクトゼミナールとして実施することとした。』
ジェクト研究などを充実する し、他の研究科等への拡充を図る。 このため、その手法を活用しようとする教員の一助に 『教育方法改善ハンド。 、

ブック』を作成し、学内外の事例なども交えたプロジェクトベースト・ラーニン
グを紹介した。また、オンライン版とすることでこの授業方法の拡充を図った。

【11－３】 【11－３】
国際的教育を促進するため 平成16年度に引き続き、英語による講 英語による講義の拡充を図り、本年度は91の講義を実施した。また、自然科学、
英語による講義を拡充する。 義の拡充を検討する。 研究科では、学生の国際交流促進のための学長裁量経費による「国際奨学事業」
また、国際会議・シンポジウ また、引き続き、国際会議等での研究 に、さらに研究科長裁量経費を上乗せし、大学院学生の国際学会及び国際シンポ
ムなどへの学生の出席や発表 発表に基づく単位科目及び単位認定基準 ジウムへの参加並びに国際活動を助成し、促進を図った。その結果、47名の学生
を奨励し、単位化を図る。 のあり方について、調査検討するととも が同奨学事業に基づき、国際会議等に参加し発表を行った。また、今年度上海で

に、出席や発表を支援する方策を検討す 行われた「上海フォーラム」へは21名の学生が参加し発表するとともに、中国の
る。 学生との交流を深めた。

自然科学研究科では、平成18年度から国際学会や国際シンポジウムで、英語で
発表した（オーラルもしくはポスターで）学生に「特別プレゼンテーション」と
して単位認定する予定である。

【12】法科大学院

【12－１】 【12－１】
プロセスとしての法曹養成 設置計画に基づき作成されたカリキュ 既存の法律実務基礎科目（法情報調査、法曹倫理、リーガルクリニック、エク
を実現するため、毎回の授業 ラムに従い、理論と実務を架橋するため スターンシップ）について、授業内容と年次配当の見直しを行い、法律実務基礎
目標を明確化し、その目標達 の実務基礎演習科目を実施するとともに 科目の再体系化に着手した。併せて、法律基本科目である民事実務基礎演習Ⅱ及、
成の積み重ねを確認するなど 法律基本科目の授業内容、方法等の改善 び刑事実務基礎演習Ⅱについては、教育内容を精査して、法律実務基礎科目に再、
段階的・系統的な教育を実施 を行う。 編する方向での検討に着手した。
する。

【12－２】 【12－２】
（ 、 、実践的能力習得のため、リ 弁護士など実務家と協力して、リーガ エクスターンシップ 弁護士事務所において 弁護士の日常業務に触れながら

ーガルクリニックやエクスタ ルクリニックやエクスターンシップの授 法曹として身に付けるべき実務に関する感覚や能力の基礎的養成を目的とする研
ーンシップの充実を図る。 業科目を実施する。 修）について、臨床教育プログラムを策定して、弁護士事務所４ヶ所で実施した

（受講者４人 。）
リーガルクリニック（弁護士資格を有する実務家教員の指導の下で実施される
法律相談）については、受講希望者がいなかったため実施しなかったが、次年度
の授業準備のために無料法律相談１回（相談件数２件）を実施した。

【13】多様な教育方法

【13－１】 【13－１】
演習・実験・実習や共同制 平成16年度の研究結果を踏まえ、双方 近年、教員と学生との密接なコミュニケーションを図る、双方向教育の改善に
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作のみならず、講義において 向的な教育の実施方法をも含む『教育方 取り組んでいる教員が増加している。学生による授業改善のためのアンケート及
も教員と学生との密接なコミ 法改善ハンドブック （仮称）を作成し、 び自由記述等でも、コミュニケーションなどが図られている授業の評価は高い。』
ュニケーションを図るため、 双方向教育の拡充を図る。 このような観点から、教員の双方向教育実践の一助とするために、オンライン
双方向教育の改善を図る。 版の『教育方法改善ハンドブック』を作成し、双方向教育に関する学内外の事例

等も紹介した。また、オンライン版とすることで双方向教育の拡充を図ることが
できた。

【13－２】 【13－２】
シラバスに予習・復習のた 平成16年度の検討を踏まえ新たに作成 各教育単位でシラバスをもとに、シラバスによる授業の実施状況や成績評価に
めの方法や参考文献・教材な されたシラバスによる授業の実施状況を ついて検討し、平成18年度以降、授業目標と成績評価基準がいっそう明確となる
どを明示するなどにより、予 検討して、更なる改善を図る。 ようシラバスの改善を図った。

、 、習・復習を前提とする授業を また、学生に対するWebCTを用いた学習 また 授業改善のためのアンケート結果等の公表にWebCTを利用するとともに
展開する。 情報の提供の普及に向けて、教員への情 簡単に操作できるようにWebCTの改善を行ったことで、これを用いて予習・復習

報提供・講習活動を行う。 の情報提供をする教員が増え普及につながった。

【13－３】 【13－３】
インターンシップ・体験実 全学のインターンシップ連絡会議の下 新たに設置したインターンシップ連絡会議において、学部により参加者数、実
習や地域社会で活躍中の社会 でインターンシップを拡充するとともに 施機関、単位認定基準のバラツキなど、取組や意識に差があることが判明し、今、
人による特別講義などの体験 教育学部のフレンドシップ事業、工学部 後は、学部独自の進路形成指向にあったインターンシップ開発を検討することと
型の授業を拡大する。 のものづくり創造融合工学教育、薬学部 した。また、公募型インターンシップへの参加を促進するため、公募型インター

の６年制教育計画等において体験型の授 ンシップ情報を幅広く提供するとともに、単位化を進めることで学生の参加意識
業の充実を図る。 を高めていくこととした。

教育学部では、不登校児童生徒への支援活動として、熊本市教育委員会と連携
したユア・フレンド活動を展開している。学生は、教科中心の教育実習とは異な
る、１年間以上にも及ぶ長期間のこの体験活動を通して、不登校児童生徒への理
解・コミュニケーションスキルの向上、支援の進め方等、教員としての基本的能
力を育成する有効な実践活動となっていることが明らかにされているので、この
体験事業の推進を図った。
工学部においては 「ものづくり創造融合工学教育事業」の一環として、体験、
型授業を拡大した。学内公募による「体感型授業や問題解決型授業など、実践的
な知的ものづくり授業科目の開発・実践プロジェクト 「地域連携・分野融合」、
型学生研究推進プロジェクト 、学外専門家や卒業生による連続特別講演（工学」
部 プロジェクト 、地元と連携した「まちなか工房」などがある。X ）

、 、 、 、薬学部においては 高度専門薬剤師の養成を目指し 使命感 臨床対応基礎力
問題発見・解決能力を段階的に醸成する体験重視型・多種類参加型の教育プログ
ラムを策定し、平成22年度からの長期実務実習に向けて、医学部附属病院の協力
による独自の体験型実習を計画中である。

【13－４】 【13－４】
国際的視野と外国語能力を 留学説明会の早期開催や単位互換制度 ４月に、新入生歓迎行事の一環として留学情報ブースを設け、交換留学制度に
高めるため、交流協定校にお 等の充実により、短期留学した学部学生 関する説明を行い、交換留学制度に関するチラシを配布した。また、TOEFL-ITP
ける学習を奨励する。 が在学期間を延長せず卒業できるよう支 受験など、留学準備に早く取りかかれるよう、例年６月中旬に行っていた留学説

援する。 明会を５月中旬に開催した。10月に、留学先から帰国した学生による留学成果発
表会を実施し、同時に協定校のパネル展示や留学情報の提供を行って、参加した
約50人の教員・学生に対し交換留学への関心を促した。
、 、 、また 学生が帰国後に確実に単位互換できるよう 必要書類や手続きについて

事前のオリエンテーションを充実させるとともに、ホームページ（Webページ）
を活用し、交換留学における単位認定制度について学生への情報提供を行った。
さらに制度の改善のため、平成15年度に派遣した交換留学生について、短期留学
に伴う在学期間の延長年数と留年の理由を調査した結果、多くの学生が在学期間
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を延長している実態や、修学カリキュラム上の問題で期間を延長せざるを得ない
状況等が明らかとなり、今後の対応を検討することとなった。
派遣先協定校への関心を高めるため、12月に豪・ニューカッスル大学から講師
を招き 「海外協定校による学部体験授業」を実施したところ、約120人の参加が、
あった。３月には、同じくニューカッスル大学に８人の学生を派遣し、サマース
クール形式による短期留学セミナー (２週間)を実施した。

【13－５】 【13－５】
教育効果を高めるため、TA 平成16年度の検討結果を踏まえ、TAの 教員が授業方法の改善を行う際の指針となるものを提供するため、その検討を
（ ) 制度の 運用方法をも含む『教育方法改善ハンド 行う研究会「フロンティア教育プロジェクト研究会」を設置し 『教育方法改善Teaching Assistant 、
運用を充実させる ブック （仮称）を作成し、全学的に拡充 ハンドブック』を作成するとともに、教育効果を高めるため、TA制度の運用・充』

を図る。 実について、教養教育に係る「ティーチング・アシスタント取扱要領」を作成し
た。なお、引き続き全学的に充実を図るため検討することとした。

【13－６】 【13－６】
情報機器・視聴覚機器を活 インストラクショナル・デザインの専 教育方法や教材の開発・運用を進めるために、インストラクショナル・デザイ
用したｅ-learningシステムな 任教員を配置し、ｅ-learning教材作成の ン分野を専門とする２名の教員を配置し、総合情報基盤センター内に設置された

、 、 、どの教育方法や教材の開発・ 支援を行う。 教材作成室の非常勤スタッフの組織化及び指導を行い 附属図書館利用 物理学
運用を進める。 情報技術に関するe-Learning教材作成の支援を行った。

【13－７】 【13－７】
教育方法の改善を図るため 平成16年度に決定した厳格で一貫した 厳格で一貫した成績評価に基づいた成績分布のデータや授業改善のためのアン、
FD研修会・公開模擬授業・教 成績評価、学生による授業評価等をもと ケート結果等をもとに教育単位ごとのFD研修会等を開催し、授業目標体系の組立
員相互授業参観などのFD活動 に、授業成果の検証を教員が集団的に行 を開始した。
を強化拡充する。 う授業改善活動を全学的・継続的に実施 FD研修会については、各教育単位で開催した。教養教育に関しては、全体会１

する。 回及び24教科集団からなる分科会を１～２回開催した。
プロジェクトベースト・ラーニングな また、全学部・研究科では、ワークショップやシンポジウムなど、１～２日間
ど、新たな教育方法に関するFD研修活動 開催し、教員のほか学生が参加した学部もあった。
を実施するとともに、引き続きFD研修会 教員相互授業参観については、理学部で１週間にわたり、理学科共通科目の12
・公開模擬授業・教員相互授業参観など 科目について行った。また、自然科学研究科で理学系・工学系の科目について、
のFD活動を強化する。 それぞれ２回実施し、法曹養成研究科では、収録授業のDVDを活用して行った。

新たな教育方法に関するFD研修活動として、全教員を対象に、プロジェクトベ
ースト・ラーニング、双方向教育、LTD（話し合い学習法）などの教育方法の普
及を図るため講演会を開催した。また、その成果を踏まえオンライン版『授業改
善ハンドブック』として作成し、併せて授業に係る悩み・対処例等も掲載した。

【14】成績評価

【14－１】 【14－１】
それぞれの授業科目の教育 平成16年度に決定した「厳格で一貫し 教育単位毎に教育目標、評価方法や評価基準をシラバスに明示したことで、学
目標をシラバスに明示し、目 た成績評価の方針」に基づき、明確化し 生の目標達成への動機を高めることができた。また、質問・異議申立制度を実施
標の達成度によって厳格な成 た教育目標及び評価基準の明示、評価に し、成績評価に異議のある学生は、質問受付期間の終了後、一定期間内に申し出
績評価を実施する制度の整備 ついての質問・異議申立制度、成績評価 ることにより各委員会で対応した。
を進める。 結果についての講評制度等を、全学的に 成績評価結果についての講評制度については、授業担当教員が学生による授業

実施する。 アンケート結果をWebCTで公表する際、成績評価結果についても併せて講評を掲
載した。

【14－２】 【14－２】
日常の継続的な学習活動を 平成16年度に決定した「厳格で一貫し 授業の目標に応じ、日常の継続的な学習活動を適正に評価するため、最終の総
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適正に評価するため、定期試 た成績評価の方針」に基づき、多様な方 括的な評定（筆記試験）のみによる評価ではなく、レポートや小テストの実施、
験のみによる評価ではなく、 法の組み合わせによる総合的な成績評価 出席状況の管理など多様な方法の組み合わせによる総合評価を積極的に実施し
レポートや小テストの実施や を全学的に実施する。 た。
出席状況の管理などの多様な
方法の組み合わせによる総合
評価システムを拡大する。

【14－３】 【14－３】
学生に対するインセンティ 厳格で一貫した成績評価を平成17年度 学生に対するインセンティブ付与のため、卒業及び修了期における学部及び大

、 。 、 、ブ付与のため、卒業及び修了 から本格実施したことを受けて、成績評 学院教育の学業成績が特に優秀な学生を 引き続き表彰した また 本年度から
「 」 、期における学部及び大学院教 価の厳格化を踏まえた学生に対するイン 大学院生が国際学会に出席するための助成等を行う 国際奨学事業 を制度化し

育の学業成績が特に優秀な学 センティブ付与の諸方策について検討す その選考に当たって成績の評価結果をふまえて選考を行った。平成16年度から履
生の表彰や、成績優秀者に対 る。 修制限を実施している法学部及び工学部のうち、工学部については、成績優秀者
する履修制限の撤廃等による に対する履修制限を撤廃し早期卒業が可能となる措置を行った。
早期卒業が可能となる制度を
充実させる。



- -25

熊本大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

１）教育の在り方に関する大綱を基に、効果的な教育を行う体制を強化する。
中 ２）教養教育を大学全体の視点から推進するため、全学の教員が教養教育に参加す

る体制を構築強化する。
期 ３）教育の成果に関する目標を効果的に実現するため、適切な教職員の配置等に努

める。
目 ４）総合情報環構想を推進し、高度情報化キャンパスの構築を図る。
５）学生の学習環境を整備するため、電子化をはじめとする図書館機能の一層の充

標 実を図る。
６）教育活動の評価方法を開発・実施し、評価結果を教育の質の改善つなげる体制
を構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（３）教育の実施体制等に関す
る目標を達成するための措
置

【15】教育実施体制の強化

【15－１】 【15－１】
学長を議長とする教育審議 教育の大綱を審議する教育審議会と、 教育の基本方針、入学試験の基本方針、学生に対する支援の基本方針等に関し

、 、 、会を設置し、大学教育の在り 調査研究機関としての教育政策研究会を 企画立案する組織として教育審議会を設置し 具体的施策の策定及び実施のため
方に対する大綱を審議する。 平成16年度に引き続き効果的に運用する 教育委員会をはじめとする各種委員会を設置して教育の実施に関する体制を整備。

し運用している。
また、適切な情報・政策提起を実現するための方策の検討を行い、教育政策の
検討上必要な情報を収集するとともに、政策案を形成する組織として 「教育政、
策研究会」を設置し、基本方針の審議に資する各種調査研究を行ってきた。
本年度は、教育審議会において、平成18年度における放送大学との単位互換モ
デル構築に向けた研究プロジェクトの継続を決定した。

【15－２】 【15－２】
教育審議会の下に施策の具 平成16年度に引き続き、教育審議会と 教育の基本方針、入学試験の基本方針、学生に対する支援の基本方針等に関し

、 、体化と実施を担う教育委員会 教育委員会等の連携のもとに、教育改善 企画立案する組織として教育審議会を設置し 具体的施策の策定及び実施のため
等を設け、両者の機能分担に を進める。 教育委員会をはじめとする各種委員会を設置して、教育の実施に関する体制を整
より総合的で機動的な意思決 備している。
定を行う。 本年度は、教育審議会での検討を踏まえ、教育委員会において、授業目標の明

確化を踏まえた厳格で一貫した成績評価の充実、学生アンケートや卒業生アンケ
ートに基づく授業改善、新たな教育方法の開発等による教育改善を推進した。
引き続き今後とも、各種委員会をこのような形で機能させ、効果的な運用を推
進する。



- -26

熊本大学

【15－３】 【15－３】
大学教育機能開発総合研究 平成16年度に引き続き、大学教育機能 大学教育機能開発総合研究センターは、調査・研究・開発活動を通じて、教育
センターは、本学の教育目標 開発総合研究センターは、調査・研究・ 委員会はじめ各種委員会等を支援することとなっている。本年度は、厳格で一貫
を達成させるため、教育審議 開発活動を通じて、教育委員会、教養教 した成績評価の充実に係る企画・実施、学生による授業改善のためのアンケート
会、教育委員会、教養教育実 育実施会議、教育政策研究会等を支援す 調査に係る企画・実施及び調査結果の分析、授業方法の改善に係るハンドブック
施会議及び学部等と連携を図 る。 の作成等に携わった。今後も引き続き、この種の活動及び支援を継続する。
り、教育方法等に関する調査
・研究・開発を行う。

【16】教養教育実施体制の強化 【16】

教養教育の実施を担う教養 新しい全学協力体制の、より完全な実 新しい教養教育カリキュラム「21世紀熊本大学教養教育プログラム」実施を受
教育実施機構を中心に、全学 施に向けて、引き続き学部間・学部内の けて、従来教養教育への参加が少なかった医学系教員などの教養教育運営への関
協力体制を強化する。 協力体制を強化する。併せて教養教育の 与を本年度も拡充し、併せて全学部から大学教育機能開発総合センターに１名ず

改革により柔軟に対応できる実施体制に つ併任教員として所属させて、全学運営体制の強化を図った。
ついて、検討を始める。 なお、教養教育の改革により柔軟に対応できる実施体制のあり方について、検

討を始めた。

【17】適切な教員の配置

【17－１】 【17－１】
教員の人事において、研究 平成16年度の検討結果を踏まえ、教育 教育能力評価を加味した人事選考のあり方は、それぞれの部局に委ねてきた。
能力だけでなく教育能力をも 能力評価を加味した適切な人事制度を拡 各部局の選考委員会は、応募者に対して「教育に関する実績と貢献、着任後の抱
考慮した選考を行う。 充する。 負」を文書で提出を求め、選考の参考資料としてきた。しかしそれだけでは不十

分であるので、全学の人事を司る教員人事専門委員会から、各部局の選考委員会
に「教育能力を加味した選考方針」を示すよう制度の検討を開始した。

【17－２】 【17－２】
教育・研究をグローバルに 平成16年度に引き続き、有能な外国人 優秀な外国人教員をさらに拡充するためには、語学外国人教師枠の拡大、外国
展開し、かつ、外国語及び異 教員の採用に努める。 人教員の待遇改善などの制度的措置が必要で、これについて検討を開始した。
文化交流理解等のための教育
環境を整備し充実するため、
外国人教員の積極的な採用方
針を検討し、促進する。

【17－３】 【17－３】
教員組織とは別に教育プロ 平成18年度に自然科学研究科を改組し 自然科学研究科において、理学部・工学部教員と自然科学系教員を統合し、教、
グラムを開発して運用する方 理学部・工学部教員と自然科学系教員を 員組織を大学院へ移行し、旧来の学部・学科組織を超えた教育プログラムを策定
式など、より効率的な教育を 統合し、教員組織を大学院へ移行し、旧 した。
行えるシステムを各学部・研 来の学部・学科組織を超えた教育プログ 具体的には、研究科の専攻・講座を理学部・工学部の学科と連動・体系化させ
究科等で検討し、可能な部局 ラムの実施を準備する。 て「理学 「物質生命化学 「マテリアル工学 「機械システム工学 「情報電気」 」 」 」
から整備する。 人文社会科学系について、大学院は社 電子工学 「社会環境工学 「建築学」とするとともに、理学専攻については理」 」

会文化科学研究科の区分制への移行を含 学部の教育プログラムに対応したコースも新たに設け、６年一貫教育をより明確
めて統合の検討を開始する。学部につい にした。
ては、関連学部との協議を基礎にその在 また、両者に跨る異分野融合の学際的な専攻として「複合新領域科学」を新た
り方をさぐる。 に設置し、この学際的研究の推進により、科学技術を総合的に進化させるととも
また、大学院への人文社会科学系教員 に、新たな学術領域を開拓することを目指すこととした。
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の移行についての検討を開始する。 平成18年度から社会文化科学研究科に修士課程の「教授システム学専攻」を開
設することとしたが、引き続き大学院文学研究科・法学研究科・社会文化科学研
究科並びに教育学部において、新たな大学院構想を検討する。

【18】総合情報環構想の推進

総合情報環構想における、
学習支援、教育研究支援に関
する次の計画を推進する。

【18－１】 【18－１】
教育研究、地域連携、大学 教育研究情報データベース（ ）の 教育研究、地域連携、大学運営等に関する情報（データ）の統合化・一元化をEDB
運営等に関する情報 データ 全学的対応のための開発を行う。 目指し、教育研究情報データベース（EDB）の全学的対応のための開発を行い、（ ）
の統合化・一元化。 また、大学運営を推進するためデータ 一部の部局で試行中である。

蓄積用データベースの構築を推進する。 平成17年１月までに収集した改良点等について、対応可能なものは平成17年11
月までに対応した。さらに、個人活動評価項目（平成16年試行段階）及び特定部
局の年報入力専用ページを開設し、また、EDBとのEXCELファイル形式での情報交
換機能の試作を行った。
大学運営を推進するためデータ蓄積用データベースの構築を推進するため、デ
ータ蓄積用データベースの構成について検討し、サーバーシステムの導入を行っ
た。

【18－２】 【18－２】
共同利用情報端末室、遠隔 情報教育用クライアントパソコンにお 共同利用情報端末室、遠隔授業等に対応した講義室・学習室等を整備すること
授業等に対応した講義室・学 けるOSのセキュリュティ、機能アップデ を目的として、OSのセキュリュティ、機能アップデート、アプリケーションソフ
習室等の整備。 ート、アプリケーションソフトウェアの トウェアのバージョンアップ及び講義に必要なアプリケーションソフトウェアの

バージョンアップ及び講義に必要なアプ 更新を行った。
リケーションソフトウェアの新規インス これにより、講義期間中のシステム運用については年間を通じ支障なく運用で
トールを行う。 きるようになった。さらに、関係ソフトウェアの自動更新機能を実現し運用に供

した。

【19】図書館機能の充実

【19－１】 【19－１】
図書館機能の電子化を進め 電子ジャーナルの安定的提供及び利用 電子ジャーナルについては、前年度に継続して経費の確保を維持し、昨年並み
るとともに、図書館利用環境 の促進を図る。 の4800タイトルを提供した。また、頻繁なタイトルのリンク先変更に対し、リン
の整備を進める。 学習環境の向上を図るため、増築を行 ク張替えなど、常に図書館ホームページ（Webページ）にある電子ジャーナルペ

う。 ージのメンテナンスを行い、安定提供と利便性を維持し利用者ニーズに応えてい
る。
文献データベース（Web of Science）の検索結果から、該当電子ジャーナルへ
のリンク機能を充実させ利便性を図った。昨年に比して利用増加がみられ電子ジ
ャーナル大手４社のダウンロード件数は、平成16年度24万２千件、本年度26万１
千件となり、前年度比7.85％の利用増加となっている。ちなみに平成15年度は19
万２千件で35.9％の利用増となる。
図書館ガイダンス（利用案内）をオンラインでも受講できるよう、動画を配し
たチュートリアルページをホームページ（Webページ）上に作成した。図書館ガ
イダンスや基礎セミナー（授業）でもその事の周知をしている。

、 。 、増築は17年７月に工事開始 18年３月に竣工した 地階は書庫として約600㎡
１階は閲覧室として約600㎡の増床を実現した。このことにより、地階は18万冊
の資料収容能力を可能とし、閲覧室の増床は、PC利用可能な個席36の設置、今ま
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で分散配架していた新聞やマイクロフィルム資料の集中配架により、閲覧環境の
充実を実現した。

【19－２】 【19－２】
貴重書・古文書や文化遺産 学術資料調査研究推進室の活動を促進 学術資料調査研究推進室は、古文書、ラフカディオ・ハーン、水俣病の３分野
等の整理と電子的公開を促進 し、永青文 庫・松井文庫の目録整理を における学術資料の収集、整理、保存及び提供（公開）について調査研究を行う
する。 進めるとともに、阿蘇家文書の修復を完 こととしている。

了させる。 古文書関係は、11月４日～６日に貴重資料展「古今和歌集＝その豊饒の世界」
と公開講演会を開催した。
ハーン関係では、ハーンの命日である９月26日に講演会「八雲の忌」及び鼎談
を開催し、併せて展示会も開催した。
水俣病関係は、18年５月１日が水俣病公式確認50年の節目となることから、整
理資料の一部を公開することを目途に、公開対象資料の整備と論文著作者や新聞
社など関係方面との公開許諾に対する調整を行うことに努めた。

「 」 、 、永青文庫に含まれる 町在 約100冊の要約目録作成計画について 昨年度4割
今年度４割の計８割までを達成した。残りは次年度継続して行う。
松井文庫の史料群のうち、冊子体目録（暫定版：対象約2,400冊）について、
現物との照合・修正等を行い、約1,808冊を終了した。残りは次年度継続して行
う。
阿蘇家文書の修復事業は18年を費やし、平成17年12月に最終巻（34巻）をもっ
て完了した。

【19－３】 【19－３】
学生のニーズを充足するよ 図書館で選書する教養図書も含め学生 昨年新設した「教養図書」は研究用図書や学習用図書では選書されにくい図書
う学習教育用基本図書を充実 用図書の充実を図る。 資料の充実を目的とすることから、さらに「重点図書」と改名し、昨年同様200
させる。 万円の予算を充てた。今年度は人文・社会科学の中で哲学、文学及び経済学を中

学生のニーズを把握するため学生への 心に選書し、425冊の整備を行った。
アンケートを実施する。 学生のニーズを把握するため、利用アンケートを18年１月に実施し、その結果

を図書館報（東光原44号）と図書館ホームページ（Webページ）に公表した。次
年度はアンケートの分析結果を図書館サービスに反映させることとしている。

【20】教育活動の評価・改善

【20－１】 【20－１】
教育委員会の企画・実施委 平成16年度に決定した教育活動の評価 昨年度、継続的に教育改善を行うため、授業評価を中心として授業結果の評価
員会と評価・FD委員会との緊 ・改善サイクルを始動する。 に基づき行う年度ごとの評価・改善サイクルと、教育プログラム自体の検証を行
密な連携の下に、各学部等は う３年ごとの評価・改善サイクルを策定した。
恒常的に評価結果をカリキュ この方針により本年度は、年度ごとの評価・改善サイクルの一環として、授業
ラムや教育方法の改善につな 改善のための学生アンケートを実施し、その結果を集計し分析して、授業の評価
げる。 を行った。

授業担当教員は、①集計結果に対する自己評価（学生アンケートの結果に対す
るコメント 、②シラバスで設定した授業目標に対する受講学生の達成状況の検）
証・評価（成績評価結果に対するコメント 、③成績評価の妥当性の検討、を行）
い、その上で、次年度以降における授業改善の方策を示して、以上の点を授業実
施報告書にまとめた。
その後、教育単位でFD活動を行い、教育単位内におけるそれぞれの授業の改善
をすすめ、教育の質の向上を図った。
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【20－２】 【20－２】
大学教育機能開発総合研究 大学教育機能開発総合研究センターは 大学教育機能開発総合研究センターにおいて、厳格で一貫した成績評価の充実、
センターは 学部と連携して 厳格で一貫した成績評価と学生による授 改善に係る企画立案、学生による授業改善のためのアンケート調査の企画、立案、 、
教育活動評価の方法や評価結 業評価を中心として、成績評価の結果に 及び調査結果の分析を行った。
果の有効活用等について調査 基づいて行う評価・改善の実施状況を分 平成16年度後学期及び本年度前学期の学士課程の成績について、教育単位ごと
・研究を行い、授業方法等の 析する。 に、評語ごとの分布を分析し、さらに各教育単位に分析を依頼した。
改善・向上を図る。 これに基づき、教養教育については、教科集団ごとに 研修会を行い、同一科FD

目を複数の教員が担当する場合、受講者数にバラツキがあるとき、授業形態や授
業内容、学生の能力や意欲など、様々な要素について分析し、成績評価基準の統
一をどう図るかなどについて検討した。
これらの分析を踏まえ、全学的に、シラバスに授業目標や到達度、評価基準等
の明示の共有化をさらに進めるとともに、従来から行っていた質問・疑問の受付
に加え、新たに成績評価結果に対する説明や成績異議申立制度を実施した。

【20－３】 【20－３】
大学評価企画・実施会議 平成18年度に全学的な教育評価を行う 平成16年度に学長を議長とする大学評価会議の下、実施に当たる大学評価企画
は、定期的に学部等の教育評 ため 平成16年度における検討を踏まえ ・実施会議を設置し、さらに３つの専門委員会（教育評価、研究評価、管理運営、 、
価を行い 必要な勧告を行う 系統的なデータ収集を開始する。 評価）等を設置して、全学的評価を行う体制を整備した。、 。

大学評価会議において策定した「大学評価に関する基本方針」では、自己点検
・評価を３年に１度行うこととし、初回を平成18年度に実施することを決定して
いたが、これまでの中期目標期間評価への対応に加え、認証評価（平成21年度予
定）への対応にも広げて全学的展開を行うことになったため、当初予定していた
平成18年度実施を１年遅らして、平成19年度実施へ向けて準備を進める予定であ
る。
なお、本年度は、平成16年度に策定した「教育成果の検証システムと関連情報
の集積」により、各学部等が系統的にデータ収集を開始した。

【20－４】 【20－４】
授業改善や授業方法に優れ 学生による授業評価や、それらをもと 工学部では、学生の投票に基づいて行われる優秀教育者の表彰を本年度も行っ
た教員を表彰し、これを個人 にした授業改善の実施を踏まえて、授業 た。

、 （ ） 、の教育業績の評価に加味す 改善や授業方法に優れた教員の表彰等の また 教養教育の基礎セミナー １年生全員が受講する少人数教育 において
る。 制度について検討し、実施の拡大を目指 100名の担当教員による事例報告会を実施して事例報告集を作成し、優秀教員を

す。 表彰し教育奨励金を与える制度を導入する方向で検討を始めた。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

中 １）学習相談・助言等の支援体制や学習環境を充実する。
２）充実した学生生活を送るための支援体制を充実する。

期 ３）全学的就職支援体制を充実する。
４）学生が学業に専念できるように、経済的支援を充実する。

目 ５）学内外の様々な活動への参加を通じて、学生の社会的能力を向上させる。
６）社会人学生、留学生等については、その生活環境に配慮し、支援に努める。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（４）学生への支援に関する目
標を達成するための措置

【21】学習支援体制の充実

【21－１】 【21－１】
クラス担任、チューター、 平成16年度の検証を踏まえ、少人数を 平成16年度の学生委員会での審議をうけて、各学部の特性に応じた形で、クラ
TAに加えて、履修指導担当教 単位とするチューター・インストラクタ ス担任制、チューター制度、インストラクター制度、指導教員、オフィスアワー
員の配置 オフィスアワー等 ー・担任教員等の指導体制を、各学部の 等、指導体制を整備した。、 、
各学部・研究科等に応じた学 特性に応じる形で、全学的に整備する。 クラス担任制は全学部で採用している。さらにチューター制やインストラクタ
習相談や履修指導を強化す ー制も併せて採用するなど、きめ細やかに対応している学部もある。また、オフ
る。 ィスアワーのような面談のほか、電話やＥメールによる相談への対応など、多様

な方法で学生の質問や相談に応じている。

【21－２】 【21－２】
学務情報システム SOSEKI 引き続き「特色ある大学教育支援プロ 高度情報化キャンパス整備計画の一環として、統合認証システムを整備し、一（ ）
の機能拡充に努め、自立的学 グラム」の採択内容に沿った形での整備 組のユーザIDとパスワードで、学務情報システム（SOSEKI 、 ラーニングシス） e
習支援を推進する。 を推進する。 テムWebCT、CALLシステムへのアクセスが可能となり、キャンパス内外での多様

熊本大学ポータルの整備に向け、SOSEK な学習環境の構築が進展した。
Iとラーニングマネージメントシステム、
図書館情報システム等との統合を推進す
ることにより、キャンパス内外での多様
な学習環境の構築を進める。

【21－３】 【21－３】
各学部は、総合情報基盤セ 熊本大学オンライン 実現のための 遠隔・対面講義や個人学習の環境整備を推進するため、全学的なコンテンツ環「 」 、
ンターとの連携により、教育 設備面の環境整備を推進し、コンテンツ 境の整備を目指しインストラクショナル・デザイン分野の充実を図り２名の教員
用パソコン、遠隔学習システ 作成を支援するための基盤的整備を進め を配置し、教材作成室の人的強化を行い、主として全学情報教育・ 教授システ「
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ム（ 、 、全 る。 ム学」専攻関係及び理学部物理のコンテンツ作成の支援を行った。WebCT e-learning）
学無線 システムを拡充 学内 環境整備を進め、キャンパ キャンパス内での学生個人や対面講義における学習状況でのネットワーク環境LAN LAN
し、遠隔・対面講義や個人学 ス内での学生個人や対面講義における学 の整備を進めるため、システムのシングルサインオン（ユーザーが一度認証を受
習の環境整備に努める。 習状況でのネットワーク環境の整備を進 けるだけで、許可されている全ての機能を利用できるようになるシステム）を実

める。 現し、各システム利用環境の向上を図った。
の全学的なコンテンツ環境の また、ｅ-Learning教材構築のための連続セミナーを７回開催した。e-learning

整備のためインストラクショナル・デザ
イン分野の充実を図る。

【21－４】 【21－４】
空き時間の教室利用を容易 引き続き 教室利用方法の改善を行い 学生の自習スペースを確保するために、施設部と連携し、教室利用のデータ等、 、
にするなどの利便を図り、学 学生の自習スペースを確保する。 を基に授業時間割の割り振り変更のシミュレーションを行った結果、基礎セミナ
生の自学・自習を推進する。 ーのように教室を最大限使用する場合を除き、教室の効率的な運用により、小教

室の自習スペースを確保できることが確認できた。
また、パソコンによる予約システムの可能性について、引き続き検討すること
とした。

【22】学習支援体制の充実

【22－１】 【22－１】
学生相談室を中心に、各種 平成16年度に整備した各種相談体制を 学生相談室を中心に、平成16年度に整備した各種相談体制の運用に努め、多様
の相談窓口を体系的に整備す 引き続き運用するとともに、各種資料の な相談事項について、関係部局とも連絡を図りながら問題解決の実績を重ねた。
る。 収集と平成16年度相談内容のデータをも 相談内容のデータをもとに、学生委員会において現状と課題について検討する

とに必要な分析を行い、相談体制の充実 とともに、引き続きデータを蓄積し必要な分析を行うこととした。
を検討する。 また、相談員の質を充実させるために、全国学生相談研修会へ相談員を派遣し
また、引き続き相談員の研修を実施す た。
る。

【22－２】 【22－２】
学生委員会において、学生 平成16年度に更新した『学生指導と支 保健センターでは、心のケア体制を充実するため、新入生を対象にメンタルテ
の休・退学、留年、不登校の 援の手引き』をもとに、学生の抱える問 スト（疲労蓄積度チェック）を行い、学生の心理精神問題を把握し、早期に対応
実態調査をきめ細かく実施 題に適切に対処する。 する体制を充実させた。また、メンタル相談の結果によっては、附属病院との連
し、学生の抱える問題に適切 相談組織・保健センター・附属病院の 携を図ることとした。
に対処する。 連携によって、心のケア体制の充実を図 学生相談室では、休・退学防止策の一つとして、１年次を対象に前・後学期各

る。 １回教養教育必修科目の出席状況を把握し、連絡・指導を行った。また、不登校
・引き籠もり学生の防止策として、連続欠席者に対して、連絡・指導を行うとと
、 、 。もに 履修科目未登録者のリストアップを行い 保護者への通知・指導を行った

【22－３】 【22－３】
セクシュアル・ハラスメン セクシュアル・ハラスメント防止対策 セクシュアル・ハラスメント防止対策のため、以下のとおり、広報・講演会等
ト防止対策のため、広報、講 に関する広報・講演会等を充実する。 を実施し、充実を図った。
演会等をさらに充実させる。 ・相談員に対する相談対応の留意点など ・昨年に引き続き、９月29日セクシャル・ハラスメント相談員及び防止委員会委

についての研修を実施する。 員を対象に弁護士によるセクシュアル・ハラスメントの相談を受ける際の心得
・相談員、防止委員会委員に対して研修 について判例等を参考資料として講義形式の研修を実施した。
会を実施する。 ・11月、全学を対象に、広島大学の教授による講演会を実施し、引き続き、本学
・学生・職員を対象に 外部講師 学生 の学生、防止委員会委員及び相談員室室長によるシンポジウムを実施した。、 、 、
学内教員をパネラーとして、シンポジ ・12月には教育学部主催、平成18年３月には工学部、理学部、自然科学研究科及
ウムを開催するとともに、啓発用パン び事務局共催により、部局毎の学生及び職員に対するセクシュアル・ハラスメ
フレットを配布する。 ント防止啓発の研修会を実施した。
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・４月、啓発用パンフレットを全職員及び全学生に配付した。

【22－４】 【22－４】
学生寮、学生食堂、運動施 平成16年度に外装を中心とする修理を 本年度は、学生寮の居室の壁及びクロス張り替え、捕食室、洗面室、浴室タイ
設等の整備を図り、学生生活 行ったことを受けて、引き続き危険箇所 ルなど不具合のあった箇所の修理を行った。
の質的改善に資する。 の重点的修理を行うとともに、学生寮の また、運動施設等については、ラグビー場の改修整備を行い、学生会館及び旧

内装をはじめとした各施設の改修を計画 体育館屋根塗装補修も行った。
、 、 、する。 なお 今後も年次計画的に危険箇所 不具合箇所の点検・整備を行うとともに

本学のマスタープランに合わせて、施設改善を図ることとしている。

【23】就職支援体制の充実

【23－１】 【23－１】
就職課を設置し、教員と事 就職課をキャリア支援課に名称変更し ４月１日付でキャリア支援課を発足させるとともに課長職を民間から登用し、、
務職員が一体となった全学的 民間等から採用した人材を活用するとと 進路支援委員会の了承のもと民間的発想の新たな就職支援策が実行された。
就職支援を行う。 もに、進路支援委員会と連携してキャリ ・平成18年卒向け

（ ）、 （ ）ア教育、インターンシップ、進路相談な 未内定者フォローセミナー ３回 未内定者メーリングサービス 17回配信
ど多様な機能を担う組織として強化し、 ・平成19年卒向け
就職支援体制を充実させる。 就職講座(13回)、キャリアデザインセミナー（マスコミ報道有り 、ワークデ）

ザイン講座（マスコミ報道有り 、大手業界説明会、メーリングサービス（登）
録約600名）
・その他
相談員増員、相談スペース拡充、学生就職アドバイザー導入。また、キャリア
支援課と進路支援委員教員とで連携し、学部就職ガイダンスを実施（文学部、
法学部、理学部、工学部 、各委員とメーリングでの情報共有もなされた。）
このような一連の多様な情報提供サービスで 本年度学部就職者数は721人 医、 （
学部を除く ）で前年度比７％アップした。。

【23－２】 【23－２】
職業観を育成するため、低 平成16年度に準備した教養教育におけ 教養教育において、学際科目として前学期に「将来何をしよう、どんな仕事に
学年時より、全学的及び各学 るキャリア科目を実施するとともに、平 就こう 、後学期に「国際化時代における日本社会と職業選択」の２科目をキャ」
部において進路ガイダンス、 成18年度実施に向けて各学部におけるキ リア科目として開講した。
講習会等を行う。 ャリア科目の充実を図る。 10月から「熊大ビジネス講座」を全５回実施し、計250名の学生が参加した｡

、 、 、また、学生の職業意識を高めるため、 この講座は ビジネス界で活躍中の経営者 管理職クラスを講師とした講演会で
進路ガイダンス、講習会等の実施及びキ 学生の就職意識の向上を図ることができた。今後、参加者アンケートなどを分析
ャリヤ支援に関するホームページの充実 し平成18年度以降の新たなキャリア科目化を検討していきたい。
を図る。 全学HP（Webページ）と連動させた専用HP（Webページ）を作成し、キャリア支

援課のスタッフ紹介、支援プログラムの紹介、就職状況などを掲載した。平成18
年度はOBOG情報などを充実させ、学生への効率的効果的なコミュニケーションツ
ールとして活用していく予定である。

【23－３】 【23－３】
同窓会、OB等との連携によ 同窓会の全学組織結成を受けて、個人 卒業生アンケートを実施し、協力項目を設定し依頼したところ、180人の同意
り、企業訪問、企業説明会等 情報の取扱いを考慮しつつ、OB等との連 を得たので、今後専用HP（Webページ）に卒業生仕事情報などとして活用してい
を実施し、就職活動を支援す 携を強める。 きたい。
る。 また、キャリアデザインセミナーや学内企業説明会開催時に参加した卒業生と

の交流を深めたり、県内主要企業在職中の卒業生を招いての熊大ワークデザイン
講座などを実施した。この一連の活動で、支援を直接依頼するネットワークを形
成することができた （22社28名）。
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【24】経済的支援の推進 【24】

各種奨学金の応募を積極的 平成16年度の検討結果に基づき、日本 日本学生支援機構からの奨学金のほか財団、地方公共団体による奨学制度への
に支援するとともに、授業料 学生支援機構等からの奨学金や、通常の 応募に対する支援、通常の入学料・授業料免除制度に係る支援を行った。
免除システムの活用により、 授業料減免制度に係る支援を引き続き実
経済的理由により修学が困難 施する。
である優秀な学生を支援す
る。

【25】社会的能力の向上

【25－１】 【25－１】
体育会・文化部会及びその 平成16年度に検討した 顧問教員会 仮 顧問教員会を開催し、サークル活動の活性化等について情報交換を行った。「 」（
下にある各種サークル活動を 称）を設け、情報交換会等を開催し、学 また、学生委員会において顧問教員の位置づけ、役割等について検討するとと
支援する。 生委員会との連携を強める。これらを含 もに、課外活動に対する支援方策についても併せて検討し 「学生の課外活動に、

」 、 、 。めてサークル活動活性化へのニーズを把 おける支援策について を作成し 今後 具体の方策を検討していくこととした
握し、可能な限り実現する。

【25－２】 【25－２】
ボランティア活動をはじめ ボランティア活動をはじめとする活動 ボランティア活動や学生の自主的活動等を積極的に支援するため、学生相談室
とする学内外における学生の の場を紹介する窓口の整備を行うととも に、情報の収集・提供の場として、相談窓口を設置した。
活動を奨励・支援する。 に、引き続き、学生による新たな取り組 また、学生の自主的活動の活性化を促すため、学長との懇談会においても、イ

、 。みの立ち上げを支援する。 ンセンティブの必要性を含めて 学生等から様々なアイディアを募ることとした

【25－３】 【25－３】
大学の事業に学生を参加さ 全学的な規模での学生の公的組織化を 学生の公的組織化について、各学部の特性に応じて自治会、学生会、クラス代
せる方策を検討し、可能な事 行い、それらの代表者と部局長等との懇 表者などを発足させ、学部長あるいは学科長等との懇談会を実施した。これをう
業から実施する。 談を通じて、学生のニーズ・意見を大学 けて平成18年３月７日には、学長と学生代表との懇談会を開催し、学生の学習・

運営に活かす。 福利厚生等に関わる意見を聴取した。
就職活動・広報をはじめとする本学の また、本学の事業に学生を参加させるために、就職セミナーを学生の企画で実
事業に関わる様々な学生を引き続き支援 施し、会場の設定、広報等の支援を行った。
する。

【26】社会人学生、留学生に対
する配慮

【26－１】 【26－１】
社会人学生が休日や夜間に 地域からの在宅学習を想定したネット CALLシステムのためのVPN接続サービスを行っており、これを利用することに
も利用できる学習環境の整備 ワーク基盤の整備を行う。 より、社会人学生は、学外（自宅等）からCALLシステムが利用できる。
に努めるとともに、在宅学習 また、本年度、沿岸域環境科学教育研究センター合津マリンステーション（天
等の遠隔授業実施体制を拡充 草郡松島町）及び地域共同研究センター（上益城郡益城町）とのVPN接続を完了
する。 したことで、両施設でも学内LAN同様のサービスを利用できるようになった。

【26－２】 【26－２】
留学生の宿舎確保に努める 民間企業等、地域社会から留学生への 国際交流推進会議の留学生支援ワーキンググループにおいて、留学生の宿舎を
とともに、熊本大学外国人留 宿舎提供件数を増やすための施策を検討 含む支援体制に関する検討報告書がまとめられた。同報告書は、引き続き平成18
学生後援会による留学生支援 するとともに、熊本大学外国人留学生後 年度において、より高次の委員会で検討することとなった。ただし、報告の中で
の拡充を図る。 援会の資金計画を立て、その資金による 提案された、留学生センター長を保証人とする大学による機関保証制度について
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支援策を整備する。 は、その有益性を考え本年度内に実施を実現した。
また、宿舎整備の一環として国際交流 熊本留学生交流推進会議において、熊本市内に社員寮を持っている企業等に、
会館について、設備備品の補修に関する 留学生への宿舎提供を呼びかけるとともに、全学の留学生を対象に、９月及び２
調査を行う。 月に、民間アパート等の探し方や入居手続きに関する説明会を開催した。

また、熊本大学外国人留学生後援会が支給する見舞金・貸付金を制度化し、支
援要領をまとめた。
国際交流会館の設備備品に関しては、学生からの苦情・要望について調査を行
った結果を基に、本年度は、エアコンとベットマットレスについて整備改善を行
った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 １ 「人の命・人と自然・人と社会」の科学を先鋭に営むため 「生命科学 「自然） 、 」、
科学 「人文社会科学」及び「学際・複合・新領域」の分野において、世界水」、

期 準の研究を推進する。
２）社会の要請に応え、研究による知的成果を多様な形で社会に還元する。

目 ３）研究の水準・成果について積極的に社会に公表し、検証を行う。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

２ 研究に関する目標を達成す
るためとるべき措置

（１）研究水準及び研究の成果
等に関する目標を達成する
ための措置

【27】世界水準の研究の推進

【27－１】 【27－１】
独創性の高い先導的研究
を、次の２つの方針の下に推
進する。

・部局横断的又は特化された ・研究戦略会議は 「拠点形成研究」の中 外部から高い評価を受けている世界最高水準の研究として「拠点形成研究Ａ」、
研究を「拠点形成研究」と位 間評価を行い、研究の継続若しくは中止 に３課題、世界最高水準を目指しうる研究として「拠点形成研究Ｂ」に10課題の
置付け、大学として重点的に 又は、支援の拡大若しくは縮小を決定す 計13課題を平成15年度に採択している。書類審査、外部委員も含めたヒアリング
推進する。 るとともに、新たな「拠点形成研究」を に基づく中間評価の結果 「拠点形成研究Ａ」の３課題は、現状維持とした。ま、

選定する。 た 「拠点形成研究Ｂ」の10課題は、９課題を継続することとし、そのうち、支、
また、平成16年度に引き続き、研究推 援の拡大が２課題、支援の縮小は３課題であり、４課題は、支援は現状維持とな
進のフォロー内容の見直しを進める。 った。なお、残りの１課題は、本年度の新規課題として新たに研究テーマを組み

替えて引き継ぐことになった。
さらに、本年度の新規課題の公募を行った結果、10課題の申請があり、１課題
を「拠点形成研究Ａ」に、４課題を「拠点形成研究Ｂ」に各々新たに選定した。
また、中間評価の結果をもとに、次のような研究推進のフォロー内容の見直し
を行った。

、 。・拠点形成研究Ａの２拠点については 研究スペースの集中化・拡大化を図った
・人的支援の充実を図るため 「特定事業研究員」雇用制度の規程を整備した。、
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・発生医学研究センター、エ ・研究戦略会議及び研究推進会議におい 本年度に研究戦略会議及び研究推進会議で具体策の検討結果を各センターに提
イズ学研究センター、生命資 て、各センターの研究環境の整備と研究 示し、各センターの意見を踏まえ次のような課題を定義した。
源研究・支援センター、衝撃 者が研究に専念できる体制の具体策を検 ・センター系の教育研究施設は、各センターと関連ある部局との連携をさらに深
・極限環境研究センター及び 討する。 めて協力を得る。
沿岸域環境科学教育研究セン ・特定の研究に従事する教員に対しては、学内委員会委員の業務を軽減するなど
ターにおける研究を重点的に の時間的支援やサバティカル制度の導入等を実施する。
推進する。 ・研究者の事務処理等の負担を軽減させるために、事務の支援体制を評価し、研

究を支援する事務体制の整備とそれを担う専門性の高い事務職員を計画的に配
する。
・各センターの研究設備を充実させるために重点配分経費、間接経費等の活用に
よる計画的な整備を図る。
上記に基づき、18年度は具体策を策定する。

【27－２】 【27－２】
教員の自由な発想に基づく 研究戦略会議及び研究推進会議におい 年度計画WGで16年度に実施した調査内容を分析し検討した結果を、年度計画WG
基盤的研究を推進するため、 て、平成16年度に実施した優秀な人材確 の提言としてまとめた。この提言について、研究戦略会議及び研究推進会議で検
各部局等において優秀な人材 保のための方策に関する部局からの意見 討を行い次のような課題として整理した。
を確保する。 について、検討を行う。 ・採用時についての公募制の維持と推薦制の導入。

・各部局における教員採用基準の策定。
・研究者の事務的処理における負担軽減。
・特定の研究に従事する教員に対するサバティカル制度の導入。
今後、部局等との意見を踏まえながら方策の実現に向けて検討を進める。

【27－３】 【27－３】
新領域開拓に挑戦する萌芽 新領域開拓に挑戦する萌芽的研究を推 若手研究者の海外研修については 「平成17年度熊本大学若手研究者海外派遣、
的研究を推進するため、若手 進するため、若手研究者の海外研修の実 制度実施要項」を策定した。これは、37歳以下の熊本大学に常勤する教員を対
研究者を積極的に採用すると 施を計画するとともに、若手研究者の積 象に、渡航費、滞在費を支給するもので、本年度は、若手研究者の海外研修
ともに、学長裁量経費を活用 極的な採用について、各部局長等の意見 として短期研修２名、長期研修１名を派遣した。
する。 を基に必要な条件等を洗い出し、採用策 また、本年度に研究推進会議及び研究戦略会議で採用策を検討し、各部局の

を検討する。 意見を求め、さらに検討を行った。検討の内容は以下のとおりである。
・外部資金等を十分確保できる部局にあっては、特任教員システム（ 熊本大「
学特任教授等選考規則 、以下「特任教員」という ）を積極的に活用する。」 。

、 、・将来を嘱望される若手研究者には 研究に専念できる時間とスペースの確保
スタートアップ資金の措置、研究支援者の配置の充実を考慮する。
・採用時に海外での研究経験等を積極的に評価したり、採用後に国内での人事
交流（国内研究員）や海外での研究生活（在外研究員）を促進する人事面で
の工夫を行う。

、 、・若手研究者のキャリアパスについては 任期制等の活用及び分野によっては
米国において導入されているテニュア・トラック制の適用を考慮する。

【27－４】 【27－４】
得意分野の技術開発研究を 得意分野の技術開発研究を推進するた 医学薬学研究部、発生医学研究センター、エイズ学研究センターなどにおいて
推進するため、生命資源研究 め、生命資源研究・支援センターの活用 遺伝子組み換え実験、マウスを中心としたモデル動物を用いた実験、アイソトー
・支援センターを活用する。 策を策定する。 プを用いた実験、大型機器を用いた実験などが行われている実情（件数・内容）

を把握し、生命資源研究・支援センターがよりそれらの利用者の要望に沿って支
援できる活用策（生命資源研究・支援センターの効果的な利用法と、利用するこ
とによって具体的に可能となる実験や依頼分析リスト）を策定した。
さらに、その活用策に対応して、実験の傾向、研究者の要望を反映した機器の
導入及び施設設備の整備計画を立案した。
今後、この活用策の推進により、生命資源研究・支援センターを利用した研究
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がより一層増加すると思われる。

【27－５】 【27－５】
産学連携につながる実用化 産学連携につながる実用化研究を推進 地域共同研究センター、インキュベーション施設等においては、共同研究・受
研究を推進するため、地域共 するため、地域共同研究センター、イン 託研究等を行うために施設の利用者を学内で公募し、産学連携につながる実用化
同研究センター、インキュベ キュベーション施設等の活用による実用 研究の推進を図った。
ーション施設、ベンチャー・ 化研究推進体制が十分機能しているかを また、インキュベーション施設運営委員会利用審査専門委員会において、利用
ビジネス・ラボラトリーを活 チェックし、体制整備に向けての検討を 者の研究成果報告書をもとに、実用化研究の進捗状況の評価を行った結果、それ
用する。 包括連携の相手先等と協働して行う。 ぞれのプロジェクトは起業化、事業化に向けて計画的に研究が進められているこ

とから、研究推進体制が概ね機能しているとの評価を得た。
また、包括連携の相手先（三洋電機（株 ）とは、地域共同研究センター、イ）
ンキュベーション施設において共同研究等の実用化研究を実施しており、新たな
包括連携の相手先（富士電機システムズ（株 ）と寄附講座を設置するなど、実）
用化研究の推進体制整備の充実が図られた。
今後は産学連携に基づいた研究が推進できるものと考える。

【27－６】 【27－６】 平成16年度の施策の実施によって次のような成果を得た。
世界水準の研究推進のため 研究戦略会議及び研究推進会議におい ・科学研究費補助金（平成16年度比・採択件数50件増加、採択金額277,770千円
の、競争的外部資金をより多 て、平成16年度に実施した施策の結果に 増加（間接経費を含む ）。）
く獲得する。 ついて分析するとともに、世界水準の研 ・受託研究及び共同研究（平成16年度比・契約件数40件増加、契約金額296,984

究推進のための競争的外部資金をより多 千円増加）
く獲得するための方策について、引き続 ・寄附金（平成16年度比・受入件数104件増加、受入金額44,868千円増加）
き検討する。 これらを分析した結果、本中期目標期間内において、平成15年度比で25％増を

目標としており、本年度実績において25％を超える成果となっている。
このことから本年度以降においてもこれまでの施策を踏襲し、より充実を図っ
ていくこととしている。
本年度の取組としては、次のようなことを実施した。
・科学研究費補助金の更なる獲得増を図るため 「平成18年度科学研究費補助金、
申請・採択増の方針」を策定し、科学研究費補助金の申請で不採択となった課
題のうち、審査の結果、高い評価を得たもの（対象を教員以外の研究者まで拡
大）には、年間10～50万円の研究費をインセンティブとして付与する一方、正
当な理由なく申請しなかった教員については、研究経費の10％相当額を、所属
部局の次年度当初配分から減額調整することにした。
（ ） 、 、・寄附金 研究助成金 の獲得の増加を図るため 研究助成金等の募集について

ホームページ（Webページ）による情報提供の充実を行った。
・受託研究（競争的資金・治験等を除く ）について、契約件数及び契約金額を。
勘案し、研究奨励費（インセンティブ）を付与した。
・共同研究について、契約件数及び契約金額等を勘案し、研究奨励費（インセン
ティブ）を付与した。
・ 研究シーズ集」をCD-ROMに編集すると共に 「産学官連携のしおり」と併せ「 、
て企業へ送付した （319件）また、各種イベント（イノベーション・ジャパン。
2005、九州ブロック産官学連携ビジネスショウ等）等で配布した。

【28】知的成果の社会への還元

【28－１】 【28－１】
知的成果を社会へ還元する 知的財産創生推進本部において、平成 平成16年度に策定した推進策（・包括的連携企業等との協働の強化 ・本学に、
ため、受託研究や共同研究を 16年度に検討した受託研究や共同研究の おけるシーズPRの強化、･公的な各種公募事業の獲得等）について次の事項を実
積極的に行う。 推進策を具体的に実施する。 施した。

・包括的連携企業等との協働の強化
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包括連携企業である三洋電機株式会社と大学院自然科学研究科で共同研究契約
を締結するとともに、新たに富士電機システムズ株式会社と包括連携を締結し

。 、 、 、共同研究の体制を整備した また 寄附講座の増設を図り 寄附講座としては
新たに３講座受入れ合計で６講座設置している。
・本学におけるシーズPRの強化
研究シーズ集(CD-ROM)」及び「産学官連携のしおり」を作成して、イノベーシ
ョン・ジャパン2005、九州ブロック産官学連携ビジネスショウ等に参画して配
布するとともに、共同研究及び受託研究の相手企業や地元企業に配布した （3。
） （ ） 「 」 、19件 本学ホームページ Webページ においても 研究シーズ集 を掲載し

学外へ情報提供を行った。
・公的な各種公募事業の獲得等
熊本県、財団法人くまもとテクノ産業財団等と連携して各省庁等が公募する研
究開発事業（競争的研究資金を含む）に応募した結果 「産業技術研究助成事、
業 「大学発事業創出実用化研究開発事業 「電源地域サービス産業人材育成」 」
事業 「JSTシーズ育成試験事業・９件」が採択され、受託研究又は共同研究契」
約を締結した。
今後この推進策を実施していくことにより、本学の知的成果が社会へ還元され
ていくと考える。

【28－２】 【28－２】
研究の成果を実用化に結び 熊本県及びくまもとテクノ財団等との 本学の研究成果の地域社会への還元を考えるとき、本学と熊本県、くまもとテ
つけるため、産学マッチング 連携を強化し、産学マッチングファンド クノ産業財団等との連携を密接にすることは重要なことであり、様々な取組にお
ファンド等による産学連携を 等の獲得に向けて具体的な施策を実施す いて強化を図った。具体的には次のようなことがあげられる。
推進する。 る。 ・財団法人くまもとテクノ産業財団を中核機関として、都市エリア事業の発展型

研究を開始した。
・知的財産創生推進本部は、熊本県及び財団法人くまもとテクノ産業財団と連携
をはかり、各種機関の研究開発事業等の公募情報を入手し、本学のシーズとの
マッチングを検討し、地域結集型共同研究事業（文部科学省 、地域新生コン）
ソーシアム研究開発事業（経済産業省 、大学発事業創出実用化研究開発事業）
（経済産業省 、JSTシーズ育成試験事業（文部科学省・52件申請）の申請を行）
った。
・財団法人くまもとテクノ産業財団との間で、７件のRSP事業の受託研究契約を
締結した。
・ 産業技術研究助成事業（若手研究者への助成）を中心とするNEDOテーマ公募「
型事業について」プログラムオフィサーによる講演会及び個別相談会を開催し
た。
今後、これらの具体策を実施することにより、本学の知的成果を社会へ還元で
きるものと考える。

【28－３】 【28－３】
積極的に社会との連携を図 知的財産創生推進本部は、熊本TLOと連 本学における研究成果の技術移転及びその人材育成に関しては、知的財産創生
るため 研究成果の技術移転 携して技術移転を推進するため、協議会 推進本部が中心となって次の事項について取組を推進している。、 、
人材育成を行う。 を開催するとともに、技術移転の人材育 ・本学における研究成果を産業界で広く活用するため、熊本TLOと毎月１回協議

成セミナー及び研修等を実施し、文部科 会を開催し連携を深めた。
学省、JST等外部機関が企画開催する人材 ・技術移転に関する人材育成を図るため 「アメリカの特許制度についての講演、
育成セミナー、研究会に参加する。 会」をはじめ、セミナー等を合計５回（参加者延べ332人）開催し、また「弁

理士による特許申請に必要な明細書作成の研修会」をはじめ、研修会を合計２
回（参加者延べ48人）開催した。
なお、文部科学省から指定を受け大学知的財産戦略研修会（参加者130名）も
実施した。
・知財本部関係者の能力・知識の向上に努めるため「九州地域産学官連携推進会
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議」をはじめ、外部機関が企画開催する人材育成セミナーへ合計10回（参加者
延べ64人）参加した。
今後、知的財産創生推進本部を中心とした活動を推進していくことにより、
本学の知的成果を社会へ還元できるものと考えられる。

【28－４】 【28－４】
地域社会のニーズを的確に 地域社会のニーズに対応した知的財産 地域社会のニーズに対応した、知的財産公開シンポジウムとして「健康と食と
捉えつつ地域の課題等に対処 公開シンポジウム、産学官技術交流会等 薬 （参加者120名）を実施した。」
するため、研究会等を実施す を計画的に開催する。 また、産学官技術交流会として「大学発ベンチャー企業創出・発展への取組と
る。 課題」をテーマに、基調講演及び大学発ベンチャー企業６社の講演を行い（参加

）、 。者70名 今後の大学発ベンチャー企業の創出・発展につながる研修会となった
、 （ ）なお 東京リエゾンオフィスでイブニングセミナーを３回 参加者延べ224名

開催した。
これらの活動を一層推進することにより、本学における知的成果を社会へ還元
できるものと考えられる。

【29】研究の水準・成果の公表
・検証

【29－１】 【29－１】
個人の研究活動情報を提供 研究者情報などのデータベースの更新 研究者情報のデータ更新については、本年度２回（５月、３月）更新を行い、
するため、研究者総覧などの を確実に実施するとともに、新たに企業 最新データの提供に努めている。なお、シーズ件数は102件増加した。また、研
データベースを常に更新して 向けに研究者の研究シーズ集をＷeb上で 究者の研究シーズ集はWeb上で学外に提供した。
公表する。 学外に提供する。

【29－２】 【29－２】
大学全体及び各部局等の活 研究活動の情報発信の一環として、ホ 本年度は、全学的な研究活動の情報提供を大学のホームページ（Webページ）
動に関する情報をホームペー ームページにおける全学的な研究活動の や知的財産創生推進本部のホームページ（Webページ）のイベント情報欄で行っ
ジで公表する。 情報提供を検討する。具体的には、各部 た。なお、大学全体のホームページ（Webページ）のリニューアルが平成18年４

局の研究活動情報についてのホームペー 月に公開されたため、アクセスの一本化は今後検討することとしている。
ジでのアクセスを一本化する。

【29－３】 【29－３】
大学として又は各部局にお 学内で計画している公開セミナー、公 本学又は部局等が主催する国際的な学術研究集会及びシンポジウム等において
いてシンポジウムなどを積極 開シンポジウム等の情報を収集し、大学 は、経費支援制度を設け支援を図ることを決定し、本年度６件を選定した。
的に開催し、参加者からの意 として引き続き支援を行う。 また、本学で開催された各部局等主催のセミナーやシンポジウムにおいても、
見を聴取する。 また、本学で主催したセミナー、シン 本学が共催し、学長・副学長が座長や挨拶等を行うとともに情報収集を行った。

ポジウム等の参加者からのアンケートの なお、教育研究活動や産学連携の新たな取組として海外に目を向け、中国上海
実施結果について分析する。 において熊本大学上海フォーラム2005（参加者450名）を開催した。

【29－４】 【29－４】
大学主催の知的財産公開シ 公開シンポジウム、東京リエゾンオフ ・セミナー等の開催
ンポジウムなどを定期的に開 ィスを活用したセミナー等の開催、イノ 地域社会のニーズに対応した知的財産公開シンポジウム「健康と食と薬 （参」
催し、企業ニーズの情報収集 ベーション・ジャパン等の展示会や産学 加者120名 や 東京リエゾンオフィスを活用したイブニングセミナーを３回 参） 、 （
を行う。 官連携関係のフォーラムへの参加を通し 加者延べ224人）開催するとともに、教育研究活動や産学官連携については海外

て、情報収集を行う。 に目を向けた取組として中国上海において「熊本大学上海フォーラム2005 （参」
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加者450名）を開催し、研究成果や要望等の情報収集を行った。
・展示会やフォーラムへの参加
九州地域産学官連携推進会議をはじめ、合計10回（参加者延べ64人）参加し、
本学の知財本部の活動状況やシーズ集の紹介及び他大学の産学連携活動の状況調
査、参加企業と直接応対することで企業ニーズ等の情報収集を行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

中 １ 「世界水準の研究を全学的に推進するため、学長がリーダーシップを発揮できる）
実効的な研究推進体制を確立する。

。期 ２）世界水準の研究を推進するため、研究資源の配分体制を構築する
３）世界水準の研究を推進するため、研究支援センター等の充実を図る。

目 ４）知的財産の創出・取得・管理・活用を戦略的に実施する。
５）世界水準の研究を積極的に推進するため、研究活動を適切に評価し、研究活動

標 を活性化させる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）研究実施体制等の整備に
関する目標を達成するため
の措置

【30】研究推進体制の確立

【30－１】 【30－１】
学長の下に設置する研究戦 研究戦略会議は 「拠点形成研究」の中 外部から高い評価を受けている世界最高水準の研究として「拠点形成研究Ａ」、
略会議において、大学として 間評価を行うとともに、新たな「拠点形 に３課題、世界最高水準を目指しうる研究として「拠点形成研究Ｂ」に10課題の
重点的に推進する拠点形成研 成研究」を選定する。 計13課題を平成15年度に採択している。中間評価の結果 「拠点形成研究Ａ」の、
究を選定する。 ３課題は、現状維持とした。また 「拠点形成研究Ｂ」の10課題は、９課題が研、

究を継続することとし、そのうち、支援の拡大が２課題、支援の縮小は３課題で
あり、４課題は、支援は現状維持となった。なお、残りの１課題は、本年度の新
規課題として新たに研究テーマを組み替えて引き継ぐことになった。また、本年
度の新規課題の公募を行った結果、10課題の申請があり、１課題を「拠点形成研
究Ａ」に、４課題を「拠点形成研究Ｂ」に各々新たに選定した。このように研究
戦略会議において、世界水準の研究を目指した研究の体制がほぼ確立されたもの
と考えられる。

【30－２】 【30－２】
研究戦略会議において策定 研究推進本部は、研究戦略会議が実施 研究戦略会議が実施した「拠点形成研究」の中間評価において、報告書等によ
された基本方針に基づき、研 する 拠点形成研究 の中間評価により る書面審査及びヒアリング審査によって 「拠点形成研究」の進捗状況を点検し「 」 、 、
究推進本部において、拠点形 拠点形成研究 の進捗状況を点検する た。「 」 。
成研究の進捗状況を点検す 点検の結果 「拠点形成研究 」の３課題は、現状維持とした。また 「拠点形、 、A
る。 成研究 」の10課題は、９課題が研究を継続することとし、そのうち、支援の拡B

大が２課題、支援の縮小は３課題であり、４課題は、支援は現状維持となった。
なお、残りの１課題は、本年度の新規課題として新たに研究テーマを組み替えて
引き継ぐことになった。
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【30－３】 【30－３】
各大学院における研究教育 研究戦略会議は 「大学院先導機構」に 拠点形成研究の中間評価において外部委員も交えた評価委員会から 「拠点」、 、
の活性化及び変革発展を先導 組み入れた「拠点形成研究」について、 としての組織的な取組みや環境整備に配慮すること、育成された若手研究者の進
するため 大学院先導機構 新しいCOE、新研究センター、新大学院専 路・将来について明確にすること及び国際拠点形成の努力をさらに行うこと等の、「 」
を設置した。この「大学院先 攻等の創出に向けて、現状分析及び課題 指摘がなされた。研究戦略会議は、これらの指摘事項を新しいCOE、新研究セン
導機構」に研究戦略会議で選 の検討を行う。 ター、新大学院専攻等の創出に向けての課題として検討を行った。
定した拠点形成研究を組み入 また、これに関連して２つの拠点形成研究Ａ（21世紀COEプログラム）
れ、新しいCOE、新研究セン を融合した新たな研究分野（バイオエレクトリクス分野）として海外の機関と研
ター、新大学院専攻等の創出 究協定を締結した。また、拠点形成研究Ａの１つである「衝撃エネルギー科学の
を推進する。 深化と応用」は、大学院自然科学研究科の「複合新領域科学専攻」において、平

成18年度に「衝撃エネルギー科学講座」を開設することとなった。

【31】研究資源配分体制の構築

【31－１】 【31－１】
研究戦略会議は、部局横断 研究戦略会議は 「拠点形成研究」の中 「拠点形成研究」の中間評価の結果を踏まえ、より柔軟で効果的な人材配置の、

、 、「 」的又は特化された研究計画の 間評価の結果を踏まえ、より柔軟で効果 実施に向けた方策の検討を行った結果 研究戦略会議において 特定事業教員
実施に関し、人材のより柔軟 的な人材配置の実施に向けた方策を策定 及び「特定事業研究員」が雇用できる制度を導入した。この制度は、拠点形成研
な運用を検討し、教員のより する。 究を推進するための一環として、学内の研究プロジェクト事業の経費により雇用
効果的な人材配置を計画し、 され、当該事業における研究又は研究支援を行う。このことによって、より柔軟
実施する。 で効果的な人材配置が可能となった。また 「拠点形成研究Ａ」については、21、

世紀COE特別研究員をすでに活用している。

【31－２】 【31－２】
各部局は、人材のより柔軟 各部局において、人材の運用及び効果 研究推進会議において、平成16年度に実施した、各部局に対する人材の運用及
な運用を検討し、教員のより 的な人材配置について、引き続き検討を び配置等に関する調査について内容を検討した。その結果 「それぞれの学問分、
効果的な人材配置を実施す 進める。 野の特徴を活かしながら、人材配置をフレキシブル（大講座制などを活かしての
る。 定員の傾斜配分）に行う工夫をする」等、新たな取組の可能性を含めて、各部局

の検討結果及び具体案の策定状況について、再度調査を行った。各部局はこれら
の調査結果を勘案して、人材の運用及び効果的な配置が図れるよう引き続き具体
案の作成に向けて検討している。

【31－３】 【31－３】
研究戦略会議は、部局横断 研究推進本部は、配分方針に沿って研 研究戦略会議において 「全学的研究推進経費の活用方針」に基づき、間接経、
的又は特化された研究に関し 究資金の配分先を選定し、確保した間接 費等の配分方針を決定し、次のとおり配分した。
学内研究資金の確保と配分の 経費等の一定額を、研究支援経費として
基本方針を策定し、研究推進 配分する。
本部が具体的に計画し、実施 配分先 件数 金額（万円）
する。

拠点形成研究 １３件 ２，７８０

若手研究者海外派遣経費 ３件 ５５３

全学的教育研究支援センター
支援経費 ２件 ３，０８３

高額設備（共用性）の更新・購入
経費 １件 ３，０００
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国際共同研究推進経費 ６件 ５００

上海フォーラム開催支援経費 １件 ５００

共同研究等受入教員への研究奨励費 ９件 ７５０

科学研究費補助金
インセンティブ経費 １４件 ４６０

熊本大学学術出版助成 ５件 ４９０

電子ジャーナル支援経費 １件 ２，１００

放射線取扱主任者定期講習会経費 ５件 １５

部局研究環境整備費 １２，００７

特許出願経費・発明補償金 １，９２５

管理運営費経費 ２，３６７

平成17年度 間接経費等 合計 ３０，５３０

これらの制度が充実していくことにより、本学における研究がより活性化して
いくものと考える。

【31－４】 【31－４】
各部局は、世界水準の研究 各部局において、研究資金の配分シス 研究推進会議において、平成16年度に実施した、各部局に対する研究資金の配
を推進するため、適切な研究 テムの構築について、引き続き検討を進 分システムの構築に関する調査について、内容を検討した。その結果 「評価な、
資金の配分システムを構築す める。 どを取り入れた配分システムを構築する」等、新たな取組の可能性を含めて、各
る。 部局の検討結果及び具体案の策定状況について、再度調査を行った。各部局はこ

れらの調査結果を勘案して、研究資金の配分システムの構築が図れるよう引き続
き具体案の作成に向けて検討している。

【31－５】 【31－５】
研究戦略会議は、研究設備 研究戦略会議は、実態調査の結果に基 研究戦略会議及び研究推進本部において、以下のとおり「研究設備等の基本方
等の基本方策を示し、研究推 づき 研究設備等の基本方策を策定する 策及び研究設備・研究環境の充実ための具体案」を策定した。、 。
進本部において、重点研究の また、研究推進本部においては、重点
プロジェクト推進を図るため 研究のプロジェクト推進を図るための研
の研究設備・研究環境の充実 究設備・研究環境の充実のための具体案 【研究設備等の基本方策】
を図る。 を策定する。 世界水準の拠点形成研究の推進及び全学的な基盤研究の促進を目的に、

。これらの研究支援の中核となる施設の研究設備等の充実を重点的に進める
また、若手研究者の育成のために、若手研究者の研究分野の進展に必要
な研究環境の充実を優先的に図る。
【研究設備・研究環境の充実のための具体案】
・重点研究である拠点形成研究Ａ・Ｂの推進に必要な研究設備及び研究環

、境について毎年ヒアリングを研究戦略会議及び研究推進本部で実施して
ニーズの高い研究設備の把握に努める。
・学内の共同利用の研究支援センターの研究設備及び共同利用度の高い研
究設備並びに若手研究者の育成に必要な研究環境の充実を優先的に配慮
する。
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・ 重点配分経費」及び「学長裁量経費（間接経費を含む 」において、「 。）
研究戦略会議の「基本方策」に沿って、計画的に研究設備及び研究環境
（研究経費、研究補助等の支援）の充足に努める。

具体案の推進により、本学における研究施設・整備等の環境の充実がはかられ
るものと考えられる。

【31－６】 【31－６】
各部局は、世界水準の研究 各部局において、共通研究スペースに 研究推進会議において、平成16年度に実施した、各部局に対する共通研究スペ
を推進するため、共通研究ス 必要な具体的な設備計画を策定する。 ースに必要な具体的な設備計画の策定に関する調査について内容を検討した。そ
ペースに必要な設備を設置す の結果 「全学的に共通スペースに対する共通認識を持ち、配分・有効活用法を、
る。 検討する」等、新たな取り組みの可能性を含めて、各部局の検討結果及び具体案

の策定状況について、再度調査を行った。既に一部の部局においては具体案を策
定しているが、未策定の部局は、これらの調査結果を勘案して、引き続き共通研
究スペースに必要な具体的な設備計画を検討している。

【31－７】 【31－７】
民間等研究員を積極的に受 研究推進本部及び知的財産創生推進本 地域共同研究センター、インキュベーション施設及びベンチャー・ビジネス・
け入れ、民間等とのプロジェ 部は、平成16年度に策定した利用計画に ラボラトリーにおける共用スペースの利用については、学内公募により利用者を
クトを実施するため、本学の 基づき、各施設の共用スペースの活用を 選考し、民間等の共同研究のためのスペースとして積極的に活用している。
共用スペースを積極的に活用 図る。 また、総合研究棟の共有スペースの活用の認可者を部局長から学長へ変更する
する。 ため 「国立大学法人熊本大学施設の有効利用に関する要項」の見直しを財務施、

設専門委員会に附議し承認された。これにより、総合研究棟のスペースの有効活
用の利用促進を図ることができることとなった。

【31－８】 【31－８】
各部局レベルで、研究人員 各部局において、スペースの有効活用 研究推進会議において、平成16年度に実施した、各部局に対するスペースの有
に応じたスペースが確保でき 及び配分システムの構築について、引き 効活用及び配分システムに関する調査について 内容を検討した その結果 各、 。 、「
るよう配分システムを構築す 続き検討を進める。 部局ともスペース不足は否めないが、部局を超えてキャンパス単位での共通スペ
る。 ース供出計画をたてる」等、新たな取組の可能性を含めて、各部局の検討結果及

び具体案の策定状況について、再度調査を行った。各部局はそれらの調査結果を
勘案して、引き続きスペースの有効活用及び配分システムの具体案の作成に向け
て検討している。

【32】研究支援センター等の充
実

【32－１】 【32－１】
技術支援を推進するため、 生命資源研究・支援センター等につい 平成16年度に策定した整備計画と利用状況に基づき、学長裁量経費、生命資源
生命資源研究・支援センター て、平成16年度に策定した整備計画に沿 研究・支援センター運営費によって、動物資源開発研究施設、遺伝子実験施設、
等の設備等の整備を行う。 って可能なものから実施するとともに、 機器分析施設に大型機器・共通使用機器の導入及び施設整備を行った。

平成16年度の利用状況に基づき、機器の 早急に解決すべき課題としては、災害等における停電発生時の電力確保があげ
導入等環境整備の強化部分を決定する。 られ、動物施設の空調を維持するため自家発電装置の導入を計画し、概算要求を

行った。またあわせて老朽化した動物施設の空調設備の大規模な改修も計画する
とともに遺伝子改変マウスのデータベース整備を今後の強化部分として決定し
た。
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【32－２】 【32－２】
情報設備等の充実のため、 主要機器のギガビットネットワーク接 高度情報化キャンパスの実現のための環境整備を推進するため、基幹ネットワ
総合情報基盤センターを核と 続を更に推進するなど、全学的ネットワ ークの補強を行った。
した情報基盤の整備を行う。 ークサービスの向上を図る。 主要機器のネットワーク接続における高速化を図るため、全学向けサーバのギ

また、落雷等によるネットワーク機器 ガネットワーク接続対応をサーバ機器の整備と平行して実施し、本年度計画分を
の障害・破損への迅速かつ的確な対応体 完了した。さらに平成17年12月には学術情報ネットワーク（SINET）接続の高速
制の構築を推進する。 化対応（１Gbps）を行うことで、WAN接続を従来の約10倍に高速化した。また、

無線LANのセキュリティ強化のための対策を推進するため、現状の無線LAN設置状
況等調査を行うとともに、併せて現有機器のセキュリティ強化対策について全学
に向けた周知を行った。以上により、全学的ネットワークサービスの向上が図れ
た。
昨年度実施したネットワーク基幹機器に対する落雷対策（サージ対策）の効果
で、本年度は対策のほどこされた基幹部に対する直接被害はなかった。これによ
りサージ対策としての効果が確認されるとともに、瞬時停電等への対応について
も、昨年度よりサービス停止時間を短縮することができた。
また、基幹部分以外についても、サージ対策の要否・その費用対効果を踏まえ
た適切な対応を検討した。

【32－３】 【32－３】
学術情報基盤の活用のた 学習・研究図書館機能の拡充を進める 博士論文公開データベースの充実については、電子化の許諾を得られたものか
め 附属図書館の整備を行う とともに、博士論文公開データベースを ら、順次電子化を行い215件の論文を収録した。、 。

充実させるなど、電子図書館的機能の整 本学の学術論文等の収集・蓄積・発信を目的とした、機関リポジトリシステム
備を図る。 を構築し初期データとして紀要論文553件と前述の博士論文215件もここに統合し

た。また、今年度から導入した熊本日日新聞記事データベースは、地元新聞にお
ける掲載記事の検索が可能となり新聞情報収集の利便性が高まった。本年度にお
ける月平均は約120件のアクセスがあった。
施設の整備としては、７月から増築工事を開始し、18年３月に竣工した。地階
は書庫として約600㎡、１階は閲覧室として約600㎡の増床を実現した。このこと
により、地階は18万冊の資料収容能力を可能とし、閲覧室の増床は、PC利用可能
な個席36の設置、今まで分散配架していた新聞やマイクロフィルム資料の集中配
架により、閲覧環境の充実を実現した。

【33】知的財産の創出取得・管
理・活用

【33－１】 【33－１】
知的財産創出のため、次の
取組みを行う。

・知的財産マネージャーが研 ・COE等の「拠点形成研究」や、生命科学 知的財産創生推進本部では、知的財産戦略に関する企画・立案及び創出の支援
究会に参加し、シーズ探索及 系等の研究会に知的財産マネージャー等 等のため、専任教員、知的財産マネージャー、産学官連携コーディネーターを配
び情報提供を行う。 が参画して、研究成果の技術移転及び応 置している。知的財産マネージャー等は、毎週水曜日に行われる本学のCOE研究

用研究への展開を支援する。 会に参画するとともに、熊本大学、理化学研究所及び京都大学によるジョイント
フォーラム等に参加し、研究成果の内容等を理解し、研究成果の応用研究への展
開を支援することで特許出願や技術移転の拡充に努めた。その結果技術移転が１
件成功した。
また、知的財産マネージャー等が知的財産に関する相談、研究者との交流や研
究室訪問を行い、具体的研究シーズの把握に努めた。

・ベンチャー・ビジネス・ラ ・知的財産創生推進本部において、各セ 知的財産創生推進本部において、ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー、地域
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ボラトリー（起業化人材育 ンター等の有機的連携及び効果的な知的 共同研究センター、インキュベーション施設を有機的に連携するとともに、効果
成 、地域共同研究センター 財産の創出に向けて具体的な方策を策定 的な知的財産の創出・活用に向けての方策を策定した。）
（応用的研究等）及びインキ する。 具体的には、産学官連携促進に資するシーズ創出に関する基礎的研究から共同
ュベーション施設（実用化研 研究・受託研究や起業化を目指す実用化研究までを連携して行い、戦略的に特定
究）を有機的に連携させ効果 領域又は大型の共同研究・受託研究等の研究展開を図るため、３施設を「産学官
的に知的財産を創出する。 連携研究部門」に統合し、一元的に運営することを検討している。

【33－２】 【33－２】
知的財産の取得・管理を機 知的財産創生推進本部において、平成 平成16年度の申請状況について分析した結果、並びに本年度大学知的財産本部
能的に行うため、知的財産創 16年度の申請状況を分析するとともに、 整備事業の中間評価でライセンシングそのものが少ないことが指摘されたことを
生推進本部が中心となり、発 研究者への知的財産の取得・管理に対す 受けて、知的財産審査専門委員会は、実用性・市場性を重視した実用化に結びつ
明の届出・ 審査・出願・管 る啓発普及方法の改善を行い、特許等の く可能性のあるものを機関帰属とすることとした（本年度出願件数48件 。研究）
理を行う。 申請の増加を図る。 者へもその旨説明を行った。

また、国際特許の申請を積極的に進め また、弁理士による特許申請に必要な明細書作成の研修会や、毎月１回「発明
る。 相談会」を実施し知的財産に関する啓蒙を図った。

、 、 、なお 国際特許申請については JSTの特許出願支援制度を利用し年間を通し
国際特許の申請を積極的に進めており、本年度は９件申請した。
今後は、実用化を目指した特許等の申請に重点を置いている。

【33－３】 【33－３】
知的財産の活用のため、熊 熊本TLOと知的財産創生推進本部との連 知的財産の活用を推進するため、熊本TLOと月１回協議会等を開催し、密接な
本TLOと連携し効率的に研究 携を密接にするとともに、ベンチャー起 連携に努めた。
成果の技術移転を行うととも 業の推進の方策を策定する。 ベンチャー起業の推進の方策については、知的財産創生推進本部プロジェクト
に、大学発ベンチャー起業を 会議において「ベンチャー起業の推進の方策」を策定した。
推進する。 これは、インキュベーション施設の効率的運営（入居・退去の効率的システム

の構築、実用化・起業化進捗状況の的確な把握等）を図るとともに、入居者への
支援を専門的支援、日常的支援等に区分し効率的支援を目指したものである。
また、産学官技術交流会として「大学発ベンチャー企業創出・発展への取組と
課題」をテーマに、基調講演及び大学発ベンチャー企業６社の講演を行い、大学
発ベンチャー企業の創出・発展に向けて、啓蒙を図った。
さらに、平成18年３月に南熊本に開設した、くまもと大学連携インキュベータ
事業に参画し、ベンチャー起業推進の活用を図って行く。
今後この方策にもとづき、大学発ベンチャー起業の支援を推進することとして
いる。

【33－４】 【33－４】
黒髪キャンパス、本荘 キ 黒髪・本荘の両リエゾンオフィスを中 ワンストップサービスの向上を図るため、黒髪及び本荘リエゾンオフィスの産
ャンパス及び東京 港区芝浦 心に、ワンストップサービスの向上を図 学官連携コーディネーター及び知的財産マネージャーの研究室の訪問を増やすと（ ）
にそれぞれリエゾンオフィス るとともに、知的財産の創出、取得を促 ともに、知的財産の創出、取得、活用を促進するため熊本TLOと月１回協議会を
を設置し 知的財産の創出 進する。 開催し連携を密にした。、 、
取得、管理、活用のワンスト また 各リエゾンオフィスを利用して また、各リエゾンオフィスでは、研究室訪問、発明相談会及び交流サロン等を、 、
ップサービスを行う。 知的財産の活用を推進する。 主催し、研究者、企業等の交流の場を提供するとともに、研究シーズと企業ニー

ズのマッチングを図った結果、共同研究149件、受託研究127件、発明届70件、出
願件数国内48件・外国出願21件、特許等取得件数２件となった。
なお、東京リエゾンオフィスでは、イブニングセミナーを３回開催し延べ参加
人数224人。また、訪問者は、延べ401名となっている。

【34】研究活動の評価・質の向
上
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【34－１】 【34－１】
研究戦略会議・研究推進本 研究戦略会議は 「拠点形成研究」の中 外部から高い評価を受けている世界最高水準の研究として「拠点形成研究Ａ」、
部は 「拠点形成研究」を評 間評価を行い、研究の継続又は中止若し に３課題、世界最高水準を目指しうる研究として「拠点形成研究Ｂ」に10課題の、
価し、その後の支援の在り方 くは支援の拡大又は縮小を決定する。 計13課題を平成15年度に採択している。中間評価の結果「拠点形成研究Ａ」の３
に反映させる。 課題は、現状維持とした。また 「拠点形成研究Ｂ」の10課題について、２課題、

は支援の拡大、３課題は支援の縮小、４課題は、支援は現状維持とし各々研究を
継続することとした。なお、残りの１課題は、本年度の新規課題として新たに研
究テーマを組み替えて研究を引き継ぐことにした。
このように、本学における世界水準を目指した研究は確実に広がりつつあり、
研究戦略会議のもとで、研究活動の活性化が図られるものと考える。

【34－２】 【34－２】
個人及び組織の研究活動を 平成18年度に実施する全学研究評価に 本学における研究活動の状況について、自己点検・評価を実施するため、前年
向上させるため、第三者評価 向け、評価基準等を策定する。 度に設置した組織評価指針等検討WGにおいて検討を行い、組織評価指針を策定し
機関の評価結果に基づき、大 た。なお、この指針の検討過程において、各学部の自己点検・評価が中期目標期
学評価会議及び大学評価・企 間評価や認証評価における基礎資料になることから、18年度に策定する実施要項
画実施会議が、研究活動の活 ・実施要領に基づき、資料・データ等の整備を図った上で、19年度から組織評価
性化のための改善策を提言す を実施することとした。
る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

中 １）地域社会との連携を推進する体制を整備し、地域文化の向上、産業の振興、地
域課題の解決に貢献する。

期 ２）大学の知的活動による成果を活用し、地域における教育の質の向上を図る。
３）地域産業の活性化を図るため、産学官連携研究や共同研究を推進する。

目 ４）大学の国際的評価を高めるため、国際交流を推進する。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

３ その他の目標を達成するた
めの措置

（１）社会との連携、国際交流
等に関する目標を達成する
ための措置

【35】地域社会との連携

【35－１】 【35－１】
地域連携推進本部を中心と 地域社会との連携を推進する体制整備 平成17年４月１日付けで、教育研究成果を政策提言という形で地域社会へ還元
した地域社会との連携を推進 の一環として、シンクタンク機能を持つ するとともに、本学と社会とのインターフェイス機能を発揮し、迅速に課題解決
する体制を整備するととも 「熊本大学政策創造研究センター」を設 に当たることが可能となるよう、シンクタンク機能を有する「熊本大学政策創造
に、学内に地域連携の窓口を 置する。 研究センター」を設置した。
設置し、積極的な情報の収集 同センターに専任教員３名（人文社会科学系、自然科学系、生命科学系からそ
及び発信を行う。 れぞれ１名）及び行政機関や団体等との連携の強化を図るためコーディネータ１

名を配置した。
さらに、同センターの事業及び運営に関して助言等を得るため、外部有識者を
含めた参与会（学内５名、学外６名）を組織し、本年度の同センター実施事業に
ついて助言を得た。
本年度は、地域社会が抱える課題について政策提言等を行うべく、11のプロジ
ェクト研究等をスタートさせるとともに行政機関から３件の受託研究を受けた。
また、本渡市（平成18年３月27日市町村合併により天草市）と包括的連携に関
する協定を締結し、環境、教育、医療・保健等の分野において、連携及び協力を
スタートさせた。

【35－２】 【35－２】
放送大学熊本学習センター 放送大学熊本学習センターの平成18年 放送大学熊本学習センターの開設に向けて、建物も竣工し、準備も整い平成18
の誘致を目指す。 度本学での開設に向けて、所要の準備を 年４月に開設することとなった。
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行う。 今後は、同センターと連携して、又は同センター施設を活用して事業を企画・
実施するなど、生涯学習の積極的な推進を図る。

【35－３】 【35－３】
「熊本大学LINK構想 （熊 これまでの地域貢献事業の実施状況を 熊本大学LINK構想を活用した地域連携事業を推進するための方策として政策創」
本大学と熊本県 県庁 学校 踏まえ 「熊本大学LINK構想」に沿って事 造研究センターを設置し、地域社会が抱える課題について政策提言を行うべく、（ 、 、 、
企業等）の情報ネットワーク 業を実施する。 本渡市等との行政機関や団体と協議を行うとともに 「山間地の集落機能維持シ、
を構築し、熊本大学の資源を この構想に関連して、シンクタンク機 ステム構築」など９の共同政策プロジェクト研究等をスタートさせた。また、こ
地域に活用する構想）を活用 能を持つ「熊本大学政策創造研究センタ れに加えて「政令指定都市と道州制」というテーマを扱うプロジェクトやサイエ
して 教育 人材養成 産 ー」を設置し、地域課題の解決等に向け ンスショップ型研究として「坪井川と中心市街地活性化」プロジェクトもスター「 （ ）」、「
業振興 「地域課題解決」及 て取り組む。 トさせた。」、
び「環境保全」などの分野に また、平成18年３月25日に研究報告会を実施し、今年度終了時点での政策提言
ついて具体的事業をコーディ 若しくは中間的な成果発表を行った。
ネートし、地方自治体と共同 その他地域連携推進会議において、国立大学法人熊本大学と熊本県との地域連
で実施する。 携推進連絡協議会などの意見を基に、各学部等が実施する18の人材育成等事業を

選定し、支援を行った。
これらの事業についても、年度末にそれぞれの事業ごとに実績評価を行い、こ
の評価結果を次年度以降の実施事業に反映することとした。

【36】地域における教育の質の
向上

【36－１】 【36－１】
初等・中等教育においては ユアフレンド事業、スーパーサイエン 地域連携推進本部の下に、ユアフレンド事業、スーパーサイエンス事業など事
ユアフレンド事業、スーパー ス事業などの支援体制等について、改善 業ごとに支援室を設置し、学内外への窓口である地域共生戦略室が連絡・調整を
サイエンス事業等を支援す を図りながら整備し、新たな事業も含め 行い、教育委員会、高等学校等との連携の強化を図った。
る。 て積極的に支援を行う。 ・ユアフレンド事業（不登校児童・生徒の支援事業）

教育学部において、熊本市教育委員会との協定に基づき実施した。参加学生数
が増加し（総数165名 、昨年度以上に不登校児童・生徒への対応が可能となっ）
。 、 、た このこともあり 不登校状態が改善された児童・生徒が複数出てきており
本事業の成果があがっている。さらに、益々本事業への問い合わせや派遣依頼
が増えている状況である。また、本学学生を本事業に参加させることにより、
より実践的な教育効果が挙がった。
・スーパーサイエンス事業
熊本県立第二高等学校が本事業の選定を受けており、同校からの依頼を受け体
験学習講座（理学系、工学系、薬学系）への協力を行った。
・講座数 11講座
・参加生徒数 184名
参加した生徒のアンケートでは、最先端の技術を勉強できてとてもよかったな

、 「 」どの意見が寄せられ 同事業の趣旨である 将来有為な科学技術系人材の育成
に資することができた。
・IT人材育成プロジェクト事業
熊本県立熊本工業高等学校が本事業の選定を受けており、同校と連携を取りな
、 、 、がら 運営指導委員会での指導・助言 熊本県高等学校工業部会総会での講演
特別授業「ネットワーク上の情報倫理 、プログラミング実習への支援などを」
行った。

【36－２】 【36－２】
生涯学習教育研究センター 平成16年度の現状分析及び受講生のア 多様な性格と目的を帯びた生涯教育サービスのあり方について、今後大学とし
を中心として、公開講座及び ンケート調査をもとに、公開講座及び授 て何を行うかの整理を行った。
社会人への授業開放を拡充す 業開放科目の拡充を図る。 従来、教養・文化講座といったものを中心に実施していたが、今後は、これら
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る。 特に、専門職業人（現職教員等）のニ の他に「職業能力の向上」や「地域課題の解決」などの分野に重点的に取り組む
ーズに応じた公開講座を実施する。 こととした。

受講者アンケートでは、受講目的として「大学で学ぶ魅力」を挙げており、受
講結果としては、ほとんどの人が満足している。
以上のことから、従来から実施している公開講座については、さらに内容の充
、 「 」実を図り この他に現職教員等を対象とした 教員のためのキャリアアップ講座

として本年度次の講座を開設した。
・学校管理職講座
・特別支援教育講座
・教師の指導力向上講座
・カウンセリング講座
実施に当たっては、本学教員が行った「熊本県における小中学校教育研修講座
についての調査」結果からニーズの高いものを企画した。
なお、受講後のアンケート結果では、いずれの講座も受講者の満足度は高かっ
た。また、平成18年度の実施へ向けて、熊本県教育委員会の関係者と打合せを行
うなど連携強化を図っている。
放送公開講座として、テレビ講座及びラジオ講座を開設し、本学の教育研究成
果を一般市民に分かりやすい表現で 「上品で、面白く、ためになる」と感じる、
情報として提供した。
モニター結果によると 「視聴者にわかりやすく講義内容を説明し、老若男女、
問わず見てもらえるよう工夫されていた 「研究成果を広く一般に情報発信し。」、
ようという理念がうかがえる 「大学講座として、大変質が高く、短時間であ。」、
るにもかかわらず内容量が多い 」など好評を得た。。
授業開放科目については、昨年同様の67科目で実施した。

【37】産学官連携の推進 【37】

、 、熊本TLO、JST（科学技術振 ・知的財産創生推進本部において、平 昨年度の実施結果を踏まえ 知的財産創生推進本部において検討を行った結果
興機構）及びRSP（地域研究 成16年度の実施結果を分析し、学外の 学外の諸機関等との連携、起業・雇用の創出支援、技術相談、共同研究、技術移
開発拠点支援事業）など学外 諸機関等との連携、起業・雇用の創出 転の拡充、それぞれの取組において次のような方策を検討した。
の諸機関等との連携を図り、 支援、技術相談、共同研究、技術移転 ・学外の諸機関等との連携
起業・雇用の創出支援、技術 の拡充の方策を再検討する。 熊本TLOと連携を密接にするため、連絡協議会を月１回開催することとした。
相談、共同研究、技術移転を また、熊本県、財団法人くまもとテクノ産業財団等との連携を強化し、新規事
拡充する。 業として熊本セミコンダクタ・フォレスト構想、熊本バイオフォレスト構想及

び熊本ものづくりフォレスト構想等への参画を決定した。
・起業・雇用の創出支援
起業・雇用の創出支援のため （独）中小企業基盤整備機構によるくまもと大、
学連携インキュベータ事業に参画することを決定した。これは本学の革新的な
技術シーズ、アイディアとインキュベータ施設の活用により大学発ベンチャー
の創出の促進を目指すもので、本年度は同機構のインキュベータ施設の入居者
のほとんどが本学と本学と関連のある企業となった。
・技術相談、共同研究、技術移転の拡充
技術相談、共同研究、技術移転の拡充については、リエゾンオオフィスを中心
にそれぞれの取組の強化を図っており、熊本ファミリー銀行と業務協定を締結
、 。 、し 地域社会と本学の間に地方銀行を介在した技術相談体制を構築した また
富士電機システムズ株式会社と包括的連携に関する協定書を交わし、共同研究
体制の拡充を図った。さらに、技術移転の促進に向けてJST特許主任調査員に
よる支援制度を活用することとした。
今後、見直しの方策を推進することにより、産学官連携、共同研究を推進でき
るものと考える。



- -51

熊本大学

【38】国際交流の推進

【38－１】 【38－１】
国際共同研究プロジェクト ・国際共同研究を推進するために、ホー 英文ホームページ（Webページ）を全面改訂し、本学の研究組織等についてわ
を推進し、学術上の国際協力 ムページを通じて本学の研究者等の情報 かりやすく紹介した。今後はさらに、研究者情報についても提供を図ることとし
連携と研究者の人的交流に積 を海外に対して発信する。 ている。
極的に取り組む。

・研究推進会議及び国際交流推進会議で また、国際交流推進会議に係る具体的な施策について「熊本大学における国際
策定した国際共同研究推進に係る具体的 間での研究者交流に関する支援体制整備について」をまとめ、研究助成制度や事
施策について、実施する。 務支援体制を重点的に整備することとし、以下の取組を開始した。

・共同研究のため来日した外国人研究者に対し、生活に関係するオリエンテーシ
ョンの資料の作成を行った。
・国際共同研究を推進するため、本年度に開催する本学又は部局等が主催する国
際的な学術研究集会及びシンポジウム等に対し経費支援制度を設け６件選定し
た。
・国際間での共同研究推進のために、国際課に国際戦略室を設置し、室長を民間
からの公募により採用した。
・ 熊本大学フォーラム」を中国・上海市で開催し、国際間での産学連携につい「
て討議するとともに、本学教員の研究実績紹介に努めた。また、中国との国際
共同研究等の拠点として 「熊本大学上海オフィス」を開設した。、

【38－２】 【38－２】
大学の学術振興支援事業、 平成16年度の検討結果に基づき支援策 熊本大学主催により、日中の産学関係者450人を集めて「熊本大学上海フォー
外部寄附金等の支援を得て、 を策定し、国際会議、国際シンポジウム ラム」を開催し、本学の研究活動や産学連携について広報を行うとともに、中国
国際会議、国際シンポジウム の成果を広報する制度の充実と、開催責 との学術研究協力の可能性を討議した。この成功を受けて、平成18年度には韓国
等を開催する。 任者の負担を軽減する支援体制の整備に において同様のフォーラムを開催することを決定し、３月に開催予定地を視察し

取り組む。 共催機関との協議を行った。
本学又は部局等が主催する国際的な学術研究集会及びシンポジウム等の開催を

、「 」 、奨励し支援するために 国際研究集会・国際シンポジウム公募事業 を実施し
助成金を支給した。
全学の教員に対して行った「国際交流支援体制の現況に関する調査（研究者交
流 」の結果を分析し、国際交流推進会議が「熊本大学における国際間での研究）

」 。 、者交流支援体制の整備について とする提言及び実行計画をまとめた その中で
大学が主催又は共催者となり国際シンポジウム等の支援・広報を行う制度を整備
することの提言を行った。これを受けて本年度においては、ホームページ（Web
ページ）で、国際会議・シンポジウムの開催マニュアルを配布するために、必要
な様式等の原稿作成を行った。

【38－３】 【38－３】
教職員の海外出張・研修を 研究者の派遣・受入れの機会を増やす 医学分野で共同研究の実績があるエジプト・スエズ運河大学と、上海フォーラ
積極的に実施するとともに、 ため 交流協定と海外広報の充実を図る ム等を通じて連携を深めた中国・南昌大学との間で、新たに大学間学術交流協定、 。
客員研究員の受入れを拡充す また、本学教職員の海外出張・研修の を締結した。また、フランス・ボルドー第三大学と文学部、中国・北京工業大学
る。 実態を調査分析し、若手研究者の海外派 と工学部・自然科学研究科等、部局間学術交流協定を新規に４件締結した。

遣支援等の施策を実施するとともに、外 「熊本大学上海フォーラム」を開催し、日中の産学関係者450人が出席した。
国人研究者の受入れについて来日オリエ そこで、本学の研究活動や産学連携について広報を行い、中国の大学との協定に
ンテーションを充実する。 ついて個別相談を行った。

英文ホームページ（Webページ）を全面改定し、本学の研究組織等について海
外にわかりやすく紹介するとともに、英文による研究者情報の提供に向け、シス
テムの改善に取りかかった。

、 、事務職員の能力向上を目的に 平成15年度及び16年度のカナダ派遣に引き続き
本年度は交流協定校であるニュージーランド・マッセー大学に、事務職員１名を
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２か月派遣し、先進の国際教育プログラムを学ばせた。また、国際交流に関心を
持つ事務職員を対象に、熊本大学独自の「国際交流業務研修」を学内で実施し、
英語による交渉や文書作成のスキルを指導するとともに、早稲田大学等から外部
講師を招いて経営視野に立った国際プログラムの運営等に関する講演会を開き、
職員の資質向上に努めた。

、「 」本学の若手研究者を海外に派遣するため 熊本大学若手研究者海外派遣制度
により、短期２人、長期１人の派遣を決定し、助成金を支給した。
全学の教員に対して行った「国際交流支援体制の現況に関する調査（研究者交
流 」の結果を分析して、国際交流推進会議が「熊本大学における国際間での研）
究者交流支援体制の整備について」とする提言及び実行計画をまとめた。その中
で、大学による派遣・受入旅費の助成制度、派遣期間中の教員補填、受入研究者
の学内施設利用や学内表示のバイリンガル化等についての提言があった。
来日した外国人研究者に対し、特に生活に関するオリエンテーションを行うた
めに、資料の作成を行った。

【38－４】 【38－４】
短期留学生プログラムの活 平成16年度に策定した施策に基づき、 短期留学制度については、平成16年度に策定した国際交流推進会議の提言に沿
用等による留学生受入体制の 短期留学制度のカリキュラム整備を進め って、１）熊本大学短期留学プログラムコース、２）熊本大学一般短期留学コー、
整備を行う。 日本語教育の単位化を実現する。 ス、３）日本語・日本文化研修留学生コースの３つのコースを定め、日本語教育

また、生活支援について、まず短期留 の単位化を実現し、それぞれのコースの修了要件を定める等のカリキュラム整備
学生を対象にオリエンテーション・プロ を行った。
グラムの充実を図り、その成果を一般の 短期留学生を対象とした渡日前オリエンテーション資料を作成し、交流協定校
留学生の支援にも応用する。 を通じ熊本大学への留学予定者へ配布した。また、来日直後のオリエンテーショ

ン資料についても、従来の配布資料の大幅な改訂を行って内容を改善した。
さらに、これらのオリエンテーション資料を、全面改定した大学の英文ホーム
ページに掲載し、短期留学生だけでなく、海外に住む一般の留学予定学生や、日
本に到着直後の学生への情報提供に資することとした。
、 「 」 、また これまで内容が十分でなかった チューターの手引き を大幅に改訂し

留学生を助けるチューターの役割や事務手続きを詳しく説明した。
全学の外国人留学生に対して行った 国際交流支援体制の現況に関する調査 留「 （
学生交流 」の結果を分析するため、国際交流推進会議に留学生支援ワーキング）

、 「 」グループを置き ２月に 熊本大学の留学生交流に関する支援体制整備について
と題する検討報告書をまとめた。同報告書は、引き続き平成18年度において、よ
り高次の委員会で検討することとなった。
ただし、報告の中で提案された、留学生センター長を保証人とする大学による
機関保証制度については、その有益性を考え本年度内に実施を実現した。

【38－５】 【38－５】
海外留学を推進するため、 平成16年度に策定した施策に基づき、 平成16年度に策定した国際交流推進会議の提言に基づき、本年度は中国・同済
協定校を増加させるととも 英語圏の協定校の開拓に努めるとともに 大学、英国・リーズ大学、米国・パシフィック大学等との間で、５件の大学間学、
に、海外留学オリエンテーシ 海外留学を増やす施策を行う。 生交流協定を締結するとともに文学部とフランス・ボルドー第３大学、工学部・
ョンを実施する。 また、留学説明会の早期開催や単位互 自然科学研究科と中国・北京工業大学工学部等、各国の優れた大学との間で、大

換制度等の充実により、短期留学した学 学院生の短期留学も視野に入れた部局間学生交流協定を５件締結した。
部学生が在学期間を延長せず卒業できる 留学説明会の早期開催については、４月に、新入生歓迎行事の一環として留学
よう支援する。 情報ブースを設け、交換留学制度に関する説明を行い、交換留学制度に関するチ

、 、ラシを配布するとともにTOEFL-ITP受験など 留学準備に早く取りかかれるよう
例年６月中旬に行っていた留学説明会を５月中旬に開催した。10月に、留学した
学生による留学成果発表会を実施し、同時に協定校のパネル展示や留学情報の提
供を行って、参加した約50人の教員・学生に対し交換留学への関心を促した。
、 、 、また 学生が帰国後に確実に単位互換できるよう 必要書類や手続きについて

事前のオリエンテーションを充実させるとともに、ホームページ（Webページ）
を活用し、交換留学における単位認定制度について学生への情報提供を行った。
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さらに制度の改善のため、平成15年度に派遣した交換留学生について、短期留学
に伴う在学期間の延長年数と留年の理由を調査した。その結果、多くの学生が在
学期間を延長している実態や、修学カリキュラム上の問題で期間を延長せざるを
得ない状況等が明らかとなり、今後の対応を検討することとなった。
派遣先協定校への関心を高めるため、12月に豪・ニューカッスル大学から講師
を招き 「海外協定校による学部体験授業」を実施したところ、約120人の参加が、
あった。３月には、同じくニューカッスル大学に８人の学生を派遣し、サマース
クール形式による短期留学セミナー（２週間）を実施した。

【38－６】 【38－６】
「 」 、大学院生の国際会議等への 平成16年度の調査に基づき国際的な学 全学の教員に対して行った 国際交流支援体制の現況に関する調査 において

参加を奨励する。 術研究活動への大学院生の参加を増やす 大学院生の海外派遣支援として、渡航費の助成を必要とする意見が多かった。こ
、 「 」 、 。施策を行う。 れについては 本年度発足した 熊本大学国際奨学事業 により 助成を行った

また、国際会議等での研究発表に基づ 10月に中国で「熊本大学上海フォーラム」を開催し、日中の産学関係者450人
く単位科目及び単位認定基準の在り方に が出席した。大学院生も43人参加し、研究の成果を発表するとともに、中国の大
ついて、調査検討する。 学院生との情報交換や交流を行った。

自然科学研究科では、来年度から国際学会及び国際シンポジウム等での発表を
行った学生に対しては 「特別プレゼンテーション」という科目を設けて単位認、
定を行うこととしている。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標

） 、 、中 １ 地域社会における中核的医療機関として 国際水準の医療を提供するとともに
医療サービスの質的向上と患者本位の診療体制を構築する。

期 ２）積極的に先端医療の開発と臨床への導入を推進するとともに、優れた医療人を
育成するための機能を強化する。

目 ３）経営の効率化を図り、安定した財政基盤を確立する。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）附属病院に関する目標 平成15年３月に、ISO9001:2000（品質マネジメントシステム）を取得して今年
を達成するための措置 度で３年目を迎え、平成16年度に引き続き、７月及び12月に２回の内部監査を行

った。
【39】医療サービスの向上 内部品質監査チェックシートに基づき監査した結果、安全で質の高い医療が継

続的に提供されていることが報告され、品質マネージメントシステムが有効に機
【39－１】 【39－１】 能していることが確認された。
患者満足度を高めるため、 患者サービスを向上させるため、ISO90 また、国立大学附属病院長会議が委託実施した患者満足度調査において、調査
ISO9001の認証に基づき医療 01の認証に基づく内部監査の更なる充実 対象病院の中で特に本院の入院診療におけるサービス（医療スタッフの能力、安
の質的向上を図り、かつ、安 を図り、安全管理体制の点検・改善を行 全性、アメニティ等）の質は高い評価（31国立大学病院中６位）を受けており、
全管理体制を点検・改善す う。 このことからも同システム導入の効果が確認されている。
る。 また、今年度は、内部監査の充実を図るため、内部監査員の約３分の１を占める

看護師に対して、外部審査及び内部監査前に、ISO事務局と看護管理室が主体と
なり、各病棟等を対象に予行監査を行い、監査員の監査技術及び受審体制の向上
を図った。
特に、12月の内部監査においては、医療安全管理マニュアルにおける医療廃棄
物の管理及び処理の状況について、現場でのチェックを行い、重点的に監査し、
安全管理体制の点検・改善を行った。
このことにより内部監査の充実並びに安全管理体制の強化につながった。
また、検査部門において、国際的に精度が保障された検査データを提供するた
め、ISO15189（臨床検査室認定）の平成18年度取得を目指し、２月に認定申請書
を提出し、７月に審査を受ける予定である。

【39－２】 【39－２】
医療カウンセリング室（仮 院内の協力体制を強化し、医療カウン 精神神経領域疾患の診療に関して 「神経精神科」と「こころの診療科」の２、
称）を設置し、医療行為に関 セリング室（仮称）設置の方向性につい つの診療科を有する他大学にはない充実した診療体制を生かすため、こころの診
連したメンタルヘルスを積極 て検討する。 療科に医師を２名増員し、治療や手術への不安など、患者が抱える悩みに対して
的に支援する。 相談相手となり解決の支援を行い、医療サービスの向上を更に図った。

また、精神神経疾患領域の動向をふまえ、副病院長会議において、対象者を患
者や患者家族のみならず学生・教職員も対象にすることを含め、医療カウンセリ
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ング室（仮称）の業務内容及びあり方、更には、地域医療機関等と連携し、院外
にメンタルヘルスセンター的な施設を設置すること等について検討した。

【39－３】 【39－３】
地域に必要とされる医療に 平成16年度の収支分析を踏まえて、管 明確な収支分析基準の構築を行うため、平成16年度決算データを活用した、診
ついては、不採算部門であっ 理会計システム・経営情報分析システム 療科毎の収支分析データ及び分析手法の検討するとともに、17年５月にリリース
ても他の医療機関との連携を による収支分析を行い、明確な収支分析 された国立大学病院管理会計システムの第２期システムによる患者別・疾患別の
図り、その部門の運営を支援 基準の構築を行う。 収支分析システム設定に着手した。

、 、「 、 」する。 また 経営戦略委員会において 本院のニーズを高め 患者数の増加を図る
ための取り組みを基本戦略とすることを了承し、運営審議会において、熊本県の
懸案である周産期医療について、地域に必要とされる医療と位置付け、本院のニ

、 。ーズを高める基本戦略の観点から 診療委員会で対応を検討することを承認した
その後、周産母子センター内規を制定し、センター運営委員会において詳細な
検討を開始した。
更に、全国汎用の国立大学附属病院管理会計システム（HOMAS）の部門別収支
分析結果を用いて、病院長が各診療科・部門と個別のヒアリングを行い、各診療
科・部門の現状と課題及び収支改善について議論を行うとともに、各診療科・部
門ごとに教員のタイムスタディー調査を行った。これらの取組みの結果、明確な
収支分析基準の構築が図られ、18年度の経営戦略に資することとする。
なお、経営戦略委員会で地域医療連携センター長から提案があった本院のニー
ズを高めるための事業計画案に基づき検討した結果、地域医療機関と各診療科の
連携を支援するため 地域医療連携センターにメディカルソーシャルワーカー M、 （
SW）を配置することを了承し、18年４月に配置することとなった。このことによ
り、今後の患者サービスの向上並びに診療の効率化が期待される。

【39－４】 【39－４】
平成15年度から平成19年度 集中治療部門運営委員会にて、救命救 救命救急センターの経営分析を行うため、熊本県内で救命救急センターを設置

「 」「 」 、 、に係る熊本県保健医療計画 急センターの効率的運用を視野に入れ、 している 熊本赤十字病院 国立病院機構熊本医療センター を訪ね 病床数
（第４次）を踏まえ、高度な救 経営分析を行う。 人員の確保、稼働状況、設備状況等について調査するとともに、国立大学病院で

（ 、 ） 、急医療を24時間体制で実施す 設置されている数大学から資料 病床数 人員・設備に伴う経費等 収集を行い
るため 救命救急センター 経営分析を行った結果、本院に導入するには、人材・財政（経営）面で課題も多、「 」
の設置を目指す。 く、より慎重な対応が必要であるとの認識を得た。

今後、集中治療部門運営委員会において、より詳細な経営上の収支バランスの
検証及び地域医療機関との機能連携を審議する必要がある。

【39－５】 【39－５】
附属病院が中心となって、 個人情報保護法に適応した運用体制の 本年４月施行の個人情報保護法に対処するため、本学個人情報管理規則に基づ
地域医療における診療録の電 確立を推進する。 き本院保護細則及び管理要項を制定し、本院内に保護管理者、副保護管理者及び
子化と共有化を推進するドル 地域医療サービスの一環としての診療 保護担当者を配置するなど運用体制を構築した。また、６月には、本院内で使用
フィンプロジェクトを積極的 情報の開示と共有を図る環境を整備する する「個人情報保護に関するガイドブック」を作成し、院内各部署へ配布して病。
に支援する。 また、遠隔画像診断サービスの連携先 院構成員に対し、個人情報の適正取扱の周知を図った。更に、本院主催による研

医療機関の拡大を図る。 修会を計５回（９コマ）実施した。これらの対策により、各職員の個人情報保護
に対する意識は高まり、法規に基づいた患者の要請に対応できる体制と運用を行
っている。
また、今後は、研修医、診療参加医学生等に対しても個人情報の適正な取り扱
いに関して教育の機会を提供することとしている。
ドルフィンプロジェクトの利便性・有効性についての啓発活動については、７
月から参加同意書を入院患者全員に配布しており、その結果、退院患者の「ひご
メド （患者自身が自宅からカルテ閲覧及び他病院から本院のカルテ閲覧を可能」
とするサービス）への加入率は昨年度より更に増加しており、本システムが将来



- -56

熊本大学

的に地域医療の中核となるシステムであることが認識されつつある。
地域医療連携として、遠隔画像診断サービス（他の病院で撮影した画像を本院
、 ）へ転送し 本院の専門医師により画像診断を行って地域医療に貢献するサービス

連携病院の拡張を図り、新たに４月に２病院、８月に１病院と接続通信のテスト
、 。 、を行い 現在５病院と鮮明な画像送信等の通信テストを実施した 事業化のため

施設基準を３月に取得し、３病院と契約締結を行い本稼働を開始した。

【39－６】 【39－６】
医療の質の向上を図るた ・目標管理及びクリニカルラダー（臨床 看護の質の向上を図るため、平成16年度に試行したクリニカルラダーを４月か
め、他大学や他病院との連携 実践レベル昇進システム）を実施し、評 ら本稼働させ、実施スケジュールに沿って実施した。
を図り、全ての医療従事者に 価する。 クリニカルラダーを導入したことにより、看護師個人の目標が明確になり､看
ついて研修を実施する。 護師長から年３回面接を受けることで、目標達成に向けての指導助言が得られや

すくなった。
クリニカルラダー認定委員会において、レベル毎の認定や看護師の個人目標の
評価を実施した。このことにより、各看護師が、自分のレベルを認識し、レベル
アップするために何が必要か具体的な目標を持ち、目標をクリアするために努力
することにより、看護能力の向上（スキルアップ）につながった。
なお、本院の同システムをモデルとして、九州地区国立大学病院副看護部長会
議で、九州地区国立大学病院クリニカルラダーガイドラインの作成を検討するこ
ととなった。今後、看護師の目標管理及び評価が標準化されることで、更に、看
護の質の向上が期待される。
また、看護師以外の医療従事者については、同システムを参考にするほか、他
大学の情報を収集するなどして、今後具体的な検討を行うこととしている。

・看護師の研修を実施し、研修内容や運 看護師の実践能力向上のため、クリニカルラダーとリンクした計画的に受講で
営方法を評価する。 きる院内教育（研修）計画を策定し実施した。

また、本院の認定看護師（がん化学療法、創傷・オストミー・失禁、ホスピス
ケア）主催の自主研修（３コース）も実施しており、県内看護師を含めて100名
程度参加した。
更に、看護師長を中心に、クリニカルラダーと目標管理をリンクさせたキャリ
ア開発支援ワーキンググループを結成し、キャリア開発支援マニュアルを現在作
成中であり、来年度の実施を目指している。
なお、研修内容や運営方法について評価し、看護師の実践能力向上を図ること
ができた。

【40】先端医療の開発・導入、
医療人育成

【40－１】 【40－１】
「総合臨床研修センター」 卒前教育：
がコーディネーターとして、 チュートリアル教育（個別指導・少人 本年11月に医学科４年生を対象とし、チュートリアル教育を正式導入・実施し
関係学部 院内各診療科 部 数教育）導入の結果の評価を行う。結果 た。、 （ ）、
地域の臨床教育研修関連施設 に基づく、教育内容の改善を検討する。 チュートリアル教育の導入に関しては、医学科全体のコンセンサスを得ている
等と連携して、次の方策を通 ところであるが、実施内容等については、導入した結果の評価を踏まえ、今後さ
して良質な医療人を育成す らに検討することとした。
る。 具体的には、医学科教務委員会の中にチュートリアル教育の改善等を検討する

WGを設置し、導入後表面化した個別的な問題（１．意欲的な学生とそうではない
・医療人の教育研修について 学生の対処法 ２．教員の負担増への対策 ３．チューターの確保と育成 ４．
は、これら機関や地域の関連 評価方法の確立）の改善を検討することとした。
医療機関等と連携して、卒前
教育、卒後研修、生涯教育を
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推進する。 平成18年度導入のクリニカルクラーク 医学生のクリニカルクラークシップにおいて、直接的に患者に接する機会を増
シップ 臨床実習方式 第２期の準備と やす（第２期）準備と、教員の基本的臨床技能を標準化し、学生への教授に利用（ ） 、
教科書の改訂を行う。 する教科書を、前回出版（2002年）以降の新知見（厚生労働省や学会のガイドラ

インの改訂等）及び2005年度からの共用試験の導入により共用試験実施機構から
の学習評価項目の改訂等を取り入れるために、編集会議において教科書改訂の編
集作業を行った。
なお、平成18年５月に改訂版出版の予定である。

卒後研修：
・ 熊大病院群における、新研修制度 研修医の応募状況、マッチング状況等の結果について、詳細な分析を行った。
導入結果の評価を行う。 また、医学部学生、研修医・指導医及び研修病院長等に対しての新研修制度導

入結果を評価するためのアンケートを実施する等、新研修制度導入結果の判断材
料となる情報を逐次入手した。
これにより、熊大病院群のプログラムは、総じて評価できるが、熊大病院での
研修において複数科での内科研修が受けにくいこと、熊大病院外の病院での研修
に研修医の希望が反映されにくいこと、２年間の研修の最後に必修科目があるた
め、研修が修了する予測が立てにくいことなどが判明した。今後、これらの課題
を改善すべく、平成18年度以降のプログラム内容改善の検討を行うこととした。

・ シニアレジデント（専門臨床研修 シニアレジデントに対する研修を18年度に実施するため、後期研修に関する検
、 、医：医師免許取得後３年以上の者） 討会議を立ち上げ ４月から５月にかけ各診療科で後期研修プログラムを作成し

に対する後期臨床研修システムを構 ６月にHP（Webページ）上に公開した。
築する。 更に、８月には定員に関すること等、後期研修システムの全体像についての検

、 、討を行い 地域医療への貢献をプログラムに反映する等の事項を追加するなど
必要な改善を行った後、12月から平成18年度後期研修医師（仮称）の募集を開始
した。

生涯教育等：
基本的臨床研修能力に関するセミナー 臨床研修指導医養成のため、熊大病院群を対象とした熊本大学医学部附属病院、
ワークショップ、講演会等を開催する。 群卒後臨床研修指導医研修ワークショップを８月に開催した。

このワークショップは厚生労働省の認可を受けており、修了者は各研修病院で
のプログラム策定の中心的な役割を担うとともに、指導責任者として研修医の
指導に当たることができる。
更に、総合臨床研修センターが中心となって４月に「医療の質と安全 「医」、
療訴訟への法的対応と対策 「個人情報保護」の講演を実施した。」、
また、６月、10月及び12月に「医療安全管理 「CPC（臨床病理検討会 」等」、 ）
をテーマに、熊本臨床研修医セミナーを開催した。同セミナーは、熊本県下の研
修医を対象としていたが、地域の開業医の参加も多数あった。
これら講演会等は、医師、コメディカルの生涯学習の一環として、その資質向
上に大きく貢献している。

共通：
スキルスラボ（臨床技能学習施設）の 医療従事者の臨床技能を高めることを目的としたスキルスラボ（臨床技能学習
効果的な運用を行う。 施設）の効果的な運用を行うため、本院の研修医並びに医学生のみの利用だけで

なく、地域の医療機関からの備品利用依頼に積極的に対応することとしており、
今年度は10施設延べ57回の依頼に応えた。
これにより、地域共通の財産ともいえる本院のスキルスラボの運用をなお一層
効果的なものとすることができると期待される。

・平成16年度から必修化され
る医師の卒後臨床研修、平成
18年度からの歯科医師の卒後 ・平成16年度の新研修医制度の実施状況 新研修医制度の実施状況の分析のため、研修医から個人面接により意見を聴取

、 、 、臨床研修の必修化へ対応する の分析を踏まえ、研修プログラムの運営 し その結果を踏まえて ７月からプログラムのうち内科プログラムを調整し
ため、適切な研修プログラム の見直しを行う。 複数科の内科研修をできるようにするとともに、意見聴取の結果を反映させ内容
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の管理・運営を行う。 研修医からのプログラムに対する意見 改善した平成18年度プログラムを策定し６月に熊大病院群卒後臨床研修管理委
調査の結果に基づいた、プログラム内容 員会で了承を得た。
の改善を行う。 また、新研修制度導入結果の評価のため、アンケート及び医学部学生、指導医
また、歯科医師の卒後臨床研修必修化 及び研修協力病院の長からプログラムに対する意見聴取を行い、この結果を反
に対応した具体的な研修プログラムを作 映してプログラム内容の改善に役立てた。
成する。 歯科医師の卒後臨床研修必修化に対応するため、総合臨床研修センターと連携

の上、歯科口腔外科において歯科医師卒後臨床研修プログラムを作成し、８月
に厚生労働省へ研修プログラムの申請を行うとともにHP（Webページ）に公開し
た。９月に選考試験を実施しマッチングにより12月には採用予定者を決定した。

・研修医の研修評価と初期臨
床研修修了後のフォロー（専
門診療科への移行、大学院へ ・初期臨床研修修了後のフォローについ ６月に後期研修プログラムをHP（Webページ）上に公開し、第１回後期研修説
の進学等）を適切に行う。 ては、２年次の研修医に対して情報提供 明会（大学院への進路説明を含む）を開催した。

を行う。 ７月には九州厚生局主催の「臨床研修修了後研修等に関する病院合同説明会」
に参加した。
地域との連携を明確にするような後期研修プログラムに改善し、９月に改め
てHP（Webページ）上に公開した。更に、11月には第２回後期研修説明会を実施
し、平成18年度の後期研修医師（仮称）の募集を12月から開始した。
、 、なお 初期研修修了後のフォローが効果的に出来るよう情報提供の手段として
、 。随時 相互間の連絡の取れる方法としてメールアドレスなどにより行うととした
また、更に、これら情報の提供は、２年次の研修医を中心に１年次研修医に対
しても行っているが、後期研修は初期研修からの継続であるとの認識から、熊大
病院群で初期研修を行わなかった本学医学部卒業生に対するフォローの方法とし
ても本年度卒業生から同様の手法を用いた。

【40－２】 【40－２】
薬剤部においては、実習体 平成16年度に実施した医学部学生、薬 啓発教育の実践として、医学部医学科学生（４及び５年生）に対して 「処方、
制の整備を行い、医学部及び 学部学生、研修医及び看護師に対する医 せんと医薬品の取り扱い」に関する講義、医学教育部医科学修士課程学生を対象
薬学部の学生に対して、医薬 薬品適正使用・安全管理に関する啓発教 として 「薬物相互作用と医薬品の適正使用」の講義、薬学部学生（３年生）に、
品適正使用推進のための教育 育・実習を継続して実践する。 対して 「医薬品情報管理と薬学的患者ケア」や「医薬品適正使用・安全管理」、
研修を実践するとともに、病 平成16年度に見直しと改善を図った医 の講義を実施した。
院内の医療従事者に対して医 学部及び薬学部学生に対する薬剤部実習 また、看護部オリエンテーション（新人看護師対象）において 「薬剤部の業、

」 「 」 、薬品の安全管理に関する啓発 プログラムを試行的に実施する。 務 並びに 麻薬の取扱いと医薬品の副作用 に関する講義を実施するとともに
活動・支援を拡充する。 看護部主催の採用１－２年目の看護師を対象とした研修で 「がん看護」や「が、

ん性疼痛とその治療」の講義を実施した。
さらに、本院職員（医師、看護師、研修医、薬剤師、医療技術職員等を含む）
を対象とし「院内における注射用抗菌薬の使用状況とTDMの有効利用」に関する
研修会を11月に実施した。
その結果、医薬品適正使用・安全管理に関する理解が深まり医療実務の向上
が図られた。
また、薬剤部が作成し更に見直しと改善を図った実習プログラムに基づき、薬
学教育部大学院生を対象とし卒後実務実習を実施した。更に、薬剤師研修生（６
ヶ月以内）に対しても試行的に実施したところ、従来のプログラムに比し、効率
的かつ円滑に実習を実施することができ、今後も研修及び実習に活用し得ること
を確認した。
なお、平成18年２－３月に薬学部学生（３年生）を対象とし、卒前実務実習を
試行的に実施した。実務実習後、実習担当の教員や薬剤師による学生の評価を
行った結果、基本的な薬剤師業務の理解が進み、実務実習が有効であることが確
認された。

【40－３】 【40－３】
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感染免疫防御、移植再生医 新興及び再興感染症の予防・治療に関 平成17年３月に医学薬学研究部・エイズ学研究センターが中心となり、新興感
療、腫瘍医学、遺伝子診断・ するプロジェクト（平成17年度採択の臨 染症の治療薬開発、再興感染症のワクチンの開発等に関するプロジェクトを立
治療等の附属病院の重点研究 床医学疫学研究機関連携事業 に対して ち上げ、その中に血液内科教授も中心的な存在としてプロジェクトに参画し、血） 、
領域については、本学研究拠 人材支援を行う。 液内科グループが開発したプロテアーゼ阻害剤とCCR5阻害剤を米国などで第三相
点である発生医学研究センタ 臨床試験に進め、その臨床・基礎研究を大きく進展させている。
ー、エイズ学研究センター、 また、同教授は熊本大学の「エイズ等新興再興難治性感染症に対する新たな治
生命資源研究・支援センター 療法開発をめざした研究教育拠点形成」のプロジェクトでも拠点リーダーとして
などとの共同研究プロジェク 参画し、研究教育拠点形成及びエイズ治療薬の研究・開発を推進している。
トに対する支援を図り、臨床 なお、平成18年２月に年間の業績発表会を行い、その結果、次年度以降も研究
応用への導入を推進する。 を継続することとなった。

今後は、この研究を継続的に実施することにより、新興及び再興感染症の予
防・治療開発につながるものと期待できる。

【40－４】 【40－４】
重点研究領域の臨床応用へ 学内共同利用のセンターとしての方向 本院先端医療審査委員会委員長と研究担当理事及び関係部局等との間におい
の導入を推進するため、先導 性を決定する。 て 「先端医療・技術支援センター （仮称）の設置に係る検討経緯等について、 」
的なトランスレーショナルリ 報告打合せを行った。
サーチを行う「先端医療・技 その後、先端医療審査委員会において、新規の基礎・臨床研究プロジェクトの
術支援センター （仮称）の 発掘・推進及び技術・市場情報の収集を図るため、センタ－としての設置を目指」
設置を目指す。 すこと、並びに臨床を専門とし、総合的かつ全人的医療に先見性を有した者であ

ることを条件とし、任期制の助教授・講師各１名を要求すること、及び特許申請
・維持管理を行う知的財産創生推進本部と連携を図り、本荘リエゾンオフィスの
構成員となることも視野に入れていくことを了承した。
今後、薬学部創薬センターと連携を図りながら大学としてセンター設置の必要
性について引き続き検討していくこととした。

【41】経営の効率化

【41－１】 【41－１】
各診療科・各部門間の壁を 平成16年度の全体的な人員配置、予算 本部より配分された助手定員３名を、通常配置人員に不足している（通常１診
なくし、臓器別診療体制を確 配分の結果を検証し、病院経営のための 療科４名体制が３名となっている）呼吸器外科、乳腺・内分泌外科及び西病棟開
立して、病院長のリーダーシ 適正な人員配置・予算配分については、 院（平成14年10月）の際、６床から10床へ増床したが、医師の増員が図られなか
ップの下で、病院職員ポスト 経営戦略委員会において行う。 ったため日々の診療ニーズに充分対応できていない状況であった血液浄化療法部
を流動化し、病院経営上、効 に対し、各々に助手１名を増員した結果、病床稼働率が向上した。
率的な人員配置、予算配分が 各診療科等の現状と課題及び経営改善への取組状況についての病院長ヒアリン
可能な体制を構築する。 グを行った結果を踏まえて、経営戦略委員会において、次の事項について予算的

措置を講ずることを了承した。
・中央手術部の環境整備（手術支援体制）を行うための看護師増員と手術器具の
充実。
・後期研修プログラム（医員）による若手医師の確保。
・地域貢献を伴う周産期医療体制の整備（新生児集中治療室を３床から６床へ増
床）
・がん患者の治療環境改善及び安全管理のための外来化学療法センターの設置

【41－２】 【41－２】
中期目標期間中について、 診療科別クリニカルパスの作成分を検 クリニカルパス研究会を定期的に開催（５回）し、現在作成済みのパスの見直
病床稼働率86％以上を維持、 証し、平均在院日数23日以内を目指す。 しを行い、精度の向上と共通化を図った。このことにより今年度の平均在院日数
クリニカルパスを拡充、平均 が20.8日となり目標の23日以内を達成した。
在院日数を短縮（23日以内） その結果、１日当たりの入院単価が前年度と比較し1,000円の増額となり病院
し、経営の効率化を図る。 収入の増収に貢献した。また、入院期間が把握できるため、入院・退院予定日の
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設定が可能となり、病床稼働率も、前年度と比較し、２％上昇した。

【41－３】 【41－３】
附属病院の収入について ・平成17年度経営改善計画に基づき、更 経営戦略委員会において、今年度の経営改善行動計画を承認後、新たに 「本、
は、平成16年度収入予算を基 なる増収を図る。 院のニーズを高め、患者数の増加を図る」ための取り組みを基本戦略とすること
礎として、経営改善係数２％ を了承し、病院長ヒアリングにより、診療科毎の目標達成状況の確認を行い、達
を乗じた額の増収を図る。 成に向けた取り組みと新たな経営改善への意見聴取を行った。

本年度の経営改善計画のうち主な増収策及び経費節減策は次のとおりである。

[主な増収策]
・MRIの稼働時間の延長（19：00まで）による外来枠の拡充による算定件数の増
・手術件数の増による入院単価のアップ
[主な削減策]
・医薬品及び医療材料の値引率上昇による経費節減
・外注検査から院内検査への変更による経費節減

・病院収支を分析し、平成18年度の経営 経営戦略委員会及び運営審議会において、次の事項を承認した。
改善計画を策定する。 ・平成18年度稼働開始を目指し、外来化学療法センターの設置・新生児集中治療

管理室（NICU）の増床の準備を進めていく。
・経営効率化を図るための医療材料費削減プロジェクト及び大型医療設備マスタ
ープラン検討WGの活動を推進する。
経営戦略委員会で新たな経営改善への取り組みについて検討を行い、平成18年
度経営改善行動計画を策定した。

【41－４】 【41－４】
附属病院の機能を強化する 平成16年度の東病棟新営計画に基づき 再開発計画では、高度先進医療を担う臨床研究医療機関として、包括的、全人、
ため、東病棟の早期新営に向 平成18年度概算要求を行う。 的に患者と向かい合える医療人を育成し、安全安心と高信頼性の医療サービスの
けて再開発計画を積極的に推 提供を実行することを目的に、臓器別・系統別の病棟を設置するための病棟新営
進する。 の検討を行った。

今回の東病棟新営計画は、平成14年に竣工した第Ⅰ期工事の西病棟（412床）
に続き、附属病院再開発計画に基づく整備である。
なお、平成18年度概算要求を行ったが、要求が認められなかったため、19年度
も引き続き要求することとした。

【41－５】 【41－５】
附属病院の情報網を整備 クリニカルパス・処置オーダ・診療文 クリニカルパスは、処置オーダを含めて現在21の診療科でシステム化を進めて
し、電子カルテ整備、Ｘ線画 書・汎用記載・データウェアハウスシス いる。また、診療文書は、現時点で20文書をシステムに登録し電子文書による診
像のフィルムレス化及び情報 テムの導入と運用を行い、診療行為の標 療文書の標準化を進めており、情報の共有化及び各診療科内の診療行為の均一化
の共有化を図り、病院業務の 準化を図る。 が図られつつある。クリニカルパス等のシステム化の有効性は、医師、看護師に
効率化を推進する。 また、新中央診療棟の情報基盤の整備 十分に認知されており、更なる対象範囲拡大と内容の充実を図り診療行為の標準

計画の立案及び部門システム間のシステ 化を推進する。
ム連携について、再開発委員会と協調し なお、医療行為毎のオーダデータ・医事会計データが集積できるデータウエア
て整備及び連携計画を立てる。 ハウスシステムを稼働させ、今後の診療行為に活用させることにしている。

、 、Ｘ線画像のフィルムレス化の実施につ また 新中央診療棟の18年６月の竣工に伴う情報基盤の整備計画等については
いては、情報基盤が整備済みである西病 当該設備の原案作成及び概算要求を行い、現在導入予定ネットワーク機器の規格
棟の一部診療科において実施計画を立て 選定及び数量・設置時期等の整備計画及び中枢機器と部門システム間の通信連携
る。 等の詳細設計等を行い、仕様書策定を行った。

Ｘ線画像のフィルムレス化の実施については、西病棟の放射線治療科及び放射
線診断科とインフラの整備を含めた実施計画の策定に向けて検討を開始した。
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【41－６】 【41－６】
臨床検査技師、診療放射線 診療支援部（仮称）を立ち上げ、業務 病院機構改革推進委員会にて検討を行った結果、業務としては検査及び診断の

、 、技師、臨床工学技士等の診療 及び運営の効率化を行う。 診療的支援のみならず 医療技術者の受託実習と研修及び学生の教育も行うため
支援業務の医療技術職員につ 名称を「医療技術部」として設置し、医療技術部長の下に副部長を置き、臨床検
いては、業務の効率化を推進 査技術部門と診療放射線技術部門の２部門を置くこと及び他の中央診療施設部門
するため 人員配置を見直し の追加吸収についても、今後検討していくことを了承し、企画会議で設置を承認、 、
集中管理する管理運営体制を した。
構築する。 なお、平成18年４月から設置・稼働の予定であり業務及び運営の効率化が期待

される。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（３）附属学校に関する目標

中 １）地域社会における先導的教育機関として、学部・大学院と連携・協力して、児
童・生徒の個性を尊重し、能力を向上させるための実践的教育を推進するととも

期 に、地域における教育の質の向上に寄与する。
２）熊本県教育委員会との連携を強化するとともに、学外者の意見を取り入れる制

目 度を確立し、附属学校園の運営体制を充実させる。
３）学部・大学院の教育・研究計画に沿った実践的教育の研究及び実証を行い、質

標 の高い学校教員の養成に寄与する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（３）附属学校に関する目標を
達成するための措置

【42】実践的教育の推進

【42－１】 【42－１】
学部・大学院と連携し、社 学部・大学院との連携により、附属学 学部・附属連絡協議会において、16年度運営計画の見直し及び本年度運営計画
会状況に対応した教育方法に 校園の運営計画を更に見直し、自然体験 の検討を行い、学部・大学院との連携協力のもと、以下のような教育の充実の改
改善するとともに、自然体験 活動教育、IT教育等をより充実するとと 善案を作成し、実施した。
活動教育、IT教育等を充実す もに、以下の教育改善を実施する。 ・学部と大学院との連携
る。 ・教育課程と指導方法を改善（附属小学 学部と大学院との連携により自然体験活動教育、学部及びその周辺の地域環境

校） を活用した単元学習を取り入れて、地域に根ざした学習活動を行なった。
・教育課程を改善（附属中学校） ・IT教育等
・教育課程を改善（附属養護学校） 生徒自身が学内パソコンを利用して、研究発表を行ない、また、授業でも積極
・小学校との交換授業を実施（附属幼稚 的に活用できる授業を実践した。その実践結果を５名の教員が、全国教育工学
園） 研究会で報告した。

・教育課程と指導方法の改善（附属小学校）
学部・大学院の教員との連携のもと、年17回の授業研究会と19回の理論研究会
を実施して、授業改善に努めた。さらに、18分科会からなる学部・大学院との
合同研究発表会を開催した。以上のような、ここ４年間の取り組みを図書にし
て出版した。
・教育課程の改善（附属中学校）
生徒各自の選択制であった３年後期選択教科を各クラス単位で履修する形式
を採用して、生徒の理解を深め教育課程の改善を行なった。指導方法に関
しては、特に国語と英語において、集団準拠による学力検査（NRT）と記述
式問題を含む到達度評価による学力検査（CRT）の２種類を採用し、それら
の結果を分析し、今後の指導方法の改善のための研究材料とした。
・教育課程の改善（附属養護学校）
学部・大学院との連携のもと、児童生徒全員に対して詳細な個別指導計画書
を作成し、教育課程及び学習計画を本人・保護者に説明し、了解を得た。その
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うえで個別教育支援計画にしたがって、本人・保護者と教員、学部生、大学院
生が協働して個別指導計画書の目標達成に取り組んだ。年度末に評価と成果を
成長の記録として個人別に作成し、本年度の教育課程の改善につなげた。
さらに、７月下旬に「個別の教育支援計画」を充実するために「支援者ミー
ィング」を実施し、学部・大学院、保護者、医療・福祉施設関係者などの参加
を得、多方面からの意見により総合的視点で検討を行い、教育に関わる部分で
大きな成果を上げた。
・小学校との交換授業の実施（附属幼稚園）
11月に附属小学校５年生との交流行事である収穫祭を実施し、引率の５年担任
教員から収穫祭について話を行い、小学校の授業に触れさせるとともに自然体
験活動を実施し、１月には、八代市立小学校教諭(１名)による５歳児保育実践
及び協議会を行ない、幼児教育と小学校教育の各々の独自性や共通性について
検討を行った。

【42－２】 【42－２】
地域教育のレベルアップを 附属学校園の運営計画を更に見直し、 平成16年度の運営計画を見直し、先導的教育・研究の事項に基づき、計画どお
図るため、研究発表会や講師 先導的教育を推進するとともに、研究発 り実施した。
派遣等により、公立学校等に 表会の開催、講師派遣、学校視察者の受 例えば、附属中学校では、研究内容をまとめた「研究便り」を年１回発行し、
対する先導的教育の情報提供 入れ等を行い、地域における公立学校等 熊本県内全小中学校、熊本市内の高等学校、全国の国立大学附属学校、教育セン
や助言を行う。 に対する先導的教育を支援する。 ター、九州管内教育事務所などに配付し情報提供を行っている。附属養護学校で

は、研究部を中心に、研究テーマ「一人一人の教育的ニーズの実現を目指して」
の実践に向けて３つの研究領域に分かれて、大学学部との連携のもと、多くの助
言を受けながら研究を推進し、平成18年２月９日に公開研究会を開催した。平成
18年度は３年間のまとめの公開研究会を開催予定である。附属幼稚園では、研究
主題を「遊びの中の学びを再考する」とし『学びを育む教育課程の見直し』を副
主題として、研究成果の公開を目指し研究を進めている。
また、先導的教育機関として、各学校で研究発表会を開催（参加者数：小学校
約1､300名、中学校約400名、幼稚園約170名）するとともに、公立学校等におけ
る研修へ講師や助言者としての教員の派遣、学校視察者の受け入れを実施するな
ど情報提供にも努めた。

【42－３】 【42－３】
、 、多様な児童・生徒を受け入 学部・附属連絡協議会で、総合的視点 学部・附属連絡協議会で 附属学校園全体の入学者学力検査基本方針を見直し

れるため、学力、適性能力等 から附属学校園の入学者学力検査基本方 従来の学力中心主義を改めて、思考力、判断力、表現力、運動能力、コミユニケ
を総合的な視点で選考する方 針を見直すとともに、基本方針に基づく ーション能力、社会性といった総合的視点から考査を実施した。
策を検討し、実施する。 附属学校園毎の入学者学力検査を実施す 特に、附属中学校では、受験生の事前自己申告書といった自己アピールによる

る。 考査も併せて実施した。さらに附属養護学校では、受験生のさまざまな状況に対
応できる入試を導入した。これによって、多様な児童・生徒を総合的な視点で選
考を行うことができた。

【42－４】 【42－４】
社会の動向を踏まえ、１学 附属小学校で、一部の学年・教科単位 附属小学校では、９月の一定期間において、１年生を１学級30人の４学級で編
級の児童・生徒定員35人の実 において少人数学級の授業を試行し、そ 成し、算数の指導を実施した。子どもたちは楽しく学習ができ、教師も１学級が
現に向けて検討する。 の効果を検証する。 40人から30人となり、一人一人に目が行き届き、理解の具合を見ながら指導がで

きるという面では、効果的であることがわかった。
今後は、対象教科等を変えて授業を試行予定である。

【43】学校運営の充実
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【43－１】 【43－１】
学校評議員など学外の意見 学部・附属連絡協議会で、平成16年度 学部・附属連絡協議会において、各附属学校評議員会と連携を取りながら、平
を活用し、教育体制、支援体 の運営計画の実施状況を検証し、更に学 成16年度の運営計画の実施状況（学校行事、授業参観、学校の近況等を報告）を

、 。 、制に係る具体的方策を検討 校運営の在り方について見直しを行う。 検証するとともに 本年度の学校運営のあり方について見直しを行った 例えば
し、実施する。 附属中学校では、学校評議員から参観授業に関しての指導法について、個に応じ

た指導がなされているとの評価を受け、今後さらに教師が指導法の工夫改善に取
り組み、生徒一人一人を大切にする授業を目指すために校内研修を充実させ深め
ていくこととした。養護学校においては、学校評議員からの意見をもとに、特別
支援の面で地域の小・中学校のセンター的役割の機能や施設の安全面の見直しを
行った。

注）学部・附属連絡協議会の構成
（ 、 、 、 、・教育学部 学部長 副学部長 附属教育実践総合センター長 各種委員長

附属学校長経験者）
・附属学校（附属学校長、副校長又は教頭）
・外部者 （各附属学校評議員）

【43－２】 【43－２】
資質の高い教員を確保する 熊本県及び熊本市とそれぞれ締結した 教員の資質向上及び教育研究の一層の充実を図ることを目的として、昨年度締
ため、熊本県と教員の人事交 人事交流協定に基づき 人事交流を行う 結した人事交流協定に基づき、各附属学校において次のとおり熊本県及び熊本市、 。
流に関する協定を締結し、交 とそれぞれ人事交流を行い、教員の交流が促進された。
流を促進する。

〈本年度の熊本県並びに熊本市との人事交流状況〉
・附属小学校： 転出者 ４名、 転入者 ４名
・附属中学校： 転出者 ３名、 転入者 ３名
・附属養護学校：転出者 ２名、 転入者 ４名
・附属幼稚園： 転出者 １名、 転入者 １名

【43－３】 【43－３】
熊本県教育委員会と連携 熊本県等との連携を更に推進し、公立 熊本県教育委員会との教育連携協議会において、研修計画や研修場所の提供等
し、公立学校の初任者研修、 学校等の研修に関する助言や講師派遣を について、積極的に働きかけた。
10年経験者研修等を充実す 行い、また、必要に応じて研修場所の提 熊本県教育委員会などと連携し、公立学校等で実施される研修等の助言者や講

、 （ 、 、 、 ）る。 供等を行う。 師として 教職員を派遣 小学校54回 中学校48回 養護学校12回 幼稚園10回
するなど、研修事業の運営に協力した。特に、養護学校においては、熊本県教育
委員会と連携し、８月上旬に九州地区特別支援教育研究連盟熊本大会の事務局校
及び実行委員長として、又、同月下旬に第24回全国知的障害研究協議会熊本大会
のスタッフ校（預かり保育担当）として、担当・支援を行い大きな評価を得た。
また、先導的教育機関として、附属学校園で研究発表会を開催し、学外から多
数の参加を得た。

【44】学部等との連携

【44－１】 【44－１】
学部・大学院における教員 学部・大学院における教員養成カリキ 各附属学校教員は、教育学部の実習委員会に所属し、教育方法とカリキュラム
養成のカリキュラム改善や教 ュラムの改善や教育方法の開発を支援す の改善に対して情報提供と助言を与えてきた。その成果を平成18年２月に教務委
育方法の開発を支援する。 るため、共同研究、情報提供、助言等を 員会・教育実習委員会合同シンポジウムを開催し 『新時代の教員養成カリキュ、

行う。 ラム実現に向けた共同研究』という報告書において明らかにした。

【44－２】 【44－２】
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教育実習、教育現場の研究 学部・附属連携推進委員会及び教育実 学部・附属連携推進委員会及び教育実習委員会での、平成16年度の実施結果の
や観察等を充実させるととも 習委員会で、平成16年度の実施結果をも 検討をもとに、これまで担当者が行なっていた実習計画の素案づくりを、実習委
に、学部教員と附属学校園の とに 教育実習や研究等について検討し 員長、副委員長など複数の教員が加わり、教育現場の実情に即した内容にするな、 、
教員が連携し、学生に対する 検討結果に基づく、実施内容及び教育現 どの改善を行った。
適切な教育現場を提供する。 場の改善を行う。 また、附属中学校では実習期間だけではなく、学校行事や研究発表会へも、学

部学生を参加させ教育現場の観察や体験の機会を増やした。附属養護学校では、
教育実習委員会を設け、校内教育実習部を中心に教育実習生の確認・調整、講話
・指導（計画を含む 、評価会等の運営に努めるなど、より極め細かい指導を実）
施した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

１ 教育 系譜制御研究教育ユニットの構造」に引き続く成果となった。
(1) 厳格で一貫した成績評価 また 「衝撃エネルギー科学の深化と応用」の研究推進を受けて、平成18年４月の、
厳格で一貫した成績評価を行うための継続的な改善サイクルを策定し、実行し 大学院自然科学研究科の改組において 「複合新領域科学専攻」に「衝撃エネルギー、
た。教育単位ごとに教育目標と評価方法をシラバスに明示することで、学生の目 科学講座」を設置することとした。
標達成への動機付けを高めた。全授業について学生による授業改善アンケートを (4) 学術出版助成制度の設置
実施し、その結果を に掲載して、アンケート結果に対する担当教員のコ 本学における教育研究を推進するため、本学教員の研究成果を出版物として刊行WebCT
メントも公開するようにした。またアンケート結果を詳細に分析した実施報告書 することを奨励し支援する経費として、新たに「熊本大学学術出版助成」経費を創
を作成し、来年度以降の改善へつなげた。さらに成績評価に異議のある学生のた 設し、本年度は、１件当たりの支給額は100万円を上限とし、５件を助成した。
めに、異議申し立て制度を確立し、学生にも納得のいく一貫した成績評価システ また、平成18年度は、12件に対して総額1,000万円の経費を助成することとしてい
ムとした。 る。
(2) 授業方法の改善
教員と学生との間の双方向教育の拡充を図るために、また教員が授業方法の改 ３ その他
善を行う際の指針となるものを提供するために、その検討を行う研究組織「フロ (1) 社会との連携、国際交流の推進
ンティア教育プロジェクト研究会」を設置し、オンライン版授業方法改善ハンド 1)熊本大学政策創造研究センター」の設置
ブック （キュート）を作成した。これにより教員が 上で自主的に 地域社会の抱える課題について、熊本大学の知的・人的・物的資源を結集し、教"KU:TO" Web
授業方法の改善を学ぶことのできるシステムが確立された。 育研究の成果を政策提言という形で地域社会へ還元するとともに、地域政策の担い
(3) eラーニングの推進 手となる人材を養成するため、シンクタンク機能を持つ「熊本大学政策創造研究セ
教育方法や教材の開発、運用を進める目的のために、インストラクショナルデ ンター」を設置した。
ザインの専任教員を２名配置し、eラーニング教材開発の支援体制を作った。 なお、当センターでは、６つのプロジェクト研究（①山間地の集落機能維持シス
(4) 就職支援 テム構築のための研究、②地域資源としての五高記念館の活用整備研究、③土木遺
全学的就職支援のためにキャリア支援課を設置し、民間から課長を登用して民 産を核とした野外博物館化による街づくりに関する研究、④白川･緑川流域圏におけ
間的発想に基づく新しい就職支援策を実施した。就職講座、キャリアデザインセ る洪水危機管理システムの構築、⑤公的病院、消防署の最適配置について、⑥有明
ミナー、ワークデザイン講座、大手企業説明会などを開催し、登録学生にはキャ 海･八代海の生物棲息資源の評価･保全・再生）を始動させた。
リア支援メーリングサービス（就職情報提供）などきめ細かい対応を行った。こ 2)国際戦略室の設置
れにより学部就職者数は前年度比で７％アップした。 国際課に国際戦略室を設置し、国際戦略室長を一般から公募を行い、民間企業で

の国際的な交渉等の経験に加え、米国の大学での講師歴を持つ者を採用した。
２ 研究 3)「熊本大学フォーラム 上海」の開催in
(1) 寄附講座の増加 学内の教職員、大学院学生以外にも、熊本県内やその他地域の民間企業、熊本県
薬学部に「先端DDS学寄附講座(株式会社LTTバイオファーマ)〔３年間・総額６ 及び熊本市といった学外からも多数の参加があった。また、日本だけでなく、中国
千万円 及び 医薬高分子学寄附講座(ニプロ株式会社) ５年間・総額１億円 側からも上海市人民政府、上海交通大学、復旦大学、同済大学、上海師範大学から〕」 「 〔 〕」
の設置を決定した。これに併せて薬学部では、メイドイン熊薬の画期的新薬の開 後援を得て 「熊本大学上海フォーラム 」を開催した。、 2005
発研究と創薬研究者の養成を目的として 「創薬研究センター」を全国の国立大 平成18年度は、韓国・大田広域市で「熊本大学韓国フォーラム 」を開催する、 2006
学に先駆けて、平成18年４月に設置することとした。 予定である。
また、工学部に「太陽電池・環境自然エネルギー寄附講座(富士電機システム (2) 附属病院
ズ株式会社)〔３年間・総額８千万円 」の設置を決定した。 病院長が各診療科・部門と個別のヒアリングを行う際に、国立大学附属病院管理〕
寄附講座の設置件数は この３寄附講座を加え 合計６寄附講座となっている 会計システム(HOMAS）の部門別収支分析結果を用いて、収支改善を図っている。同、 、 。
(2) 外部研究資金の増加 システムを十分に活用している大学病院はまだ少なく、収支改善に役立てているの
本学においては、科学研究費補助金、受託研究、共同研究、寄附金等の外部資 は、特筆すべき事項であると考える。

、 、 、（ 、 、金を、中期目標期間中に、平成15年度比で25％増加させることとしている。 また 平均在院日数は 年ごとに短縮改善し 平成15年度25日 平成16年度23日
本年度においては、受託研究８億円、寄附金10億７千万円、科学研究費補助金 本年度20.8日）病院収入の増収に大きく貢献しており、中期計画に掲げた平均在院
（厚生労働科研を含む ）17億円１千万円、共同研究２億５千万円、受託製造試 日数23日以内は十分にクリアするものであり、特筆すべき事項であると考える。。
験５千万円を獲得し、合計38億８千万円となった。これは、平成15年度比で32％ (3) 附属学校
増の高い伸びを示し、既に中期計画に示した目標を達成している。 教育環境に関しては、設備、人的資源、環境の点からこれを整備した。特に、コ

、（3) 21世紀COE ンピュータなどの基本設備を充実させ 教育のインフラ整備を推進するとともにIT
21世紀COEプログラムに採択されている研究のうち 平成15年度採択課題の 衝 人的資質の向上を図るため、熊本県及び熊本市との教員の人事交流を積極的に推、 「
撃エネルギー科学の深化と応用」が本年度の中間評価で最高の評価を受けた。こ し進めた。さらには、児童・生徒の一層の安全な学習・生活環境の維持に努めてい
れは、平成16年度の中間評価で最高の評価を受けた平成14年度採択課題の「細胞 る。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

中 １）学長のリーダーシップによる円滑な大学運営のための仕組みを確立し、継続的
な改善を図る。

期 ２）全学的会議体を整備し、効果的な大学運営体制を構築する。
３）部局長を中心とした部局運営体制を整備する。

目 ４）学内資源（人的、物的、財的資源）の有効活用を推進する。
５）学外の有識者、専門家の任用を推進する。

標 ６）内部監査機能の充実を図る。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅱ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成する
ため取るべき措置

１ 運営体制の改善に関す 平成16年度に作成した「大学運営に
る目標を達成するための 関するアクション・プログラム」に基
措置 づき、次の項目を実施する。

【45】運営体制の確立

【45－１】 【45－１】
施策立案、執行、評価を 役員会を中心とした施策の立案、審 Ⅲ 理事、部局長及び評議員に対するアンケート調査を行い、役員会を
行うシステムを整備するた 議、執行及びその評価を行う機能につ 中心とした施策の立案、審議、執行機能について評価を行った。
め、役員会を中心とした施 いて、検証を行う。 アンケート調査は、役員会を中心とした各会議体が目的に沿って十
策立案機能を構築する。 分機能しているかなどの他、総合的な自由意見も収集した。

その結果、役員会を中心とした施策の立案、審議及び執行に至る機
能は果たしているが、施策立案機能の充実を図る必要があるとの評価
結果を得た。
これらの評価結果と評価方法等について、政策調整会議において検
証を行った。

【45－２】 【45－２】
学長の下に総合企画本部 総合企画本部及び学長特別補佐の役 Ⅲ 理事に対するアンケート調査に基づき、総合企画本部及び学長特別
を設置し、教員と事務職員 割・機能について検証を行うととも 補佐の役割・機能について検証を行った。
が一体となって企画・立案 に、理事の企画立案機能の体制整備を アンケート調査は、総合企画本部や学長特別補佐が、その役割を十
を行う。 行う。 分果たしているかなどについて行った。

その結果、総合企画本部及び学長特別補佐の役割の明確化が必要で
あることなどの検証結果を得た。
また、学長及び理事の企画立案機能の体制整備については、協議調

熊本大学



- -68

整機関としての政策調整会議の機能を充実するとともに、特に国際戦
略、広報戦略に関する外部人材を登用するなど、理事の企画立案機能
の強化を図った。

【45－３】 【45－３】
円滑な大学運営に資する 部局長等連絡調整会議の役割・機能 Ⅲ 理事及び部局長に対するアンケート調査に基づき、部局長等連絡調
ため、部局長等連絡調整会 について、検証を行う。 整会議の役割・機能について検証を行った。
議を設置し、定期的に全学 アンケート調査は、部局長等連絡調整会議が、その目的である全学
的な意見の集約及び調整を 的な意見の集約及び調整する機関として十分機能しているかなどにつ
行う。 いて行った。

、 、その結果 全学的な意見の集約・調整の機関として機能しているが
審議事項が十分精選されていない等の検証結果を得た。

【46】全学的会議体の整備

【46－１】 【46－１】
「 」、 「 」、「 」、 、 、「 」、全学的会議体を 施策 全学的会議体である 施策 教学 Ⅲ 理事 部局長及び評議員に対するアンケート調査に基づき 施策

「教学 「管理運営」に 「管理運営」に関する委員会等の役割 「教学 「管理運営」に関する全学的委員会の役割・機能及びその運」、 」、
関するものに大別し、役割 ・機能及びその運営について、検証を 営について検証を行った。
分担を明確にしつつ効果的 行う。 アンケート調査は、各会議体が目的に沿って十分機能しているか、
な体制に再編・整備する。 審議内容は十分精選されているか、委員の構成や審議時間は適当かな

どの他、総合的な自由意見も収集した。
その結果、同一案件が複数の会議体で審議されており審議案件の範
囲を整理すべきこと、委員の数が多すぎること等の検証結果を得た。

【46－２】 【46－２】
教員の負担軽減を図るた 平成16年度の調査・分析に基づき、 Ⅲ 平成16年度に行った教員の全学的会議体への参加状況等の調査・分
め、全学的会議体の委員構 全学的会議体の委員構成について、教 析に基づき、委員構成等について、教員の負担軽減の観点から検証を
成を見直す。 員の負担軽減の観点から検証を行う。 行った。

その結果、大学運営に関する負担を、部局長、評議員に集中し、一
般の教員の負担軽減を図るという所期の目的は概ね達成されている。
今後、さらに会議体の委員構成の見直し等が必要であるとの検証結果
を得た。

【46－３】 【46－３】
全学的会議体の構成員は 平成16年度の調査・分析に基づき、 Ⅳ 平成16年度の調査・分析に基づき、大学と部局との連携を強化する
部局の運営組織の責任者と 大学と部局との連携を強化する体制に 観点から、特に全学的会議体の構成員が部局の運営組織の責任者とな
するなど、大学と部局との ついて検証を行う。 っているかについて検証を行った。
連携を強化する体制を構築 その結果、全学的会議体の委員は、部局の関連会議体の委員長又は
する。 委員となっており、大学と部局との連携強化は図られているとの検証

結果を得た。

【46－４】 【46－４】
教員と事務職員との協力 平成16年度の調査・分析及び各会議 Ⅳ 平成16年度の調査・分析及び会議活動状況報告書に基づき、大学・
連携による一体的運営を図 の主宰者からの会議活動状況報告書に 部局の会議体への事務職員の参画状況について検証を行った。
るため、大学・部局の会議 基づき、大学・部局の会議体への事務 その結果、全学的会議体において、事務職員が参画すべき施策や管
体に関係の事務職員を構成 職員の参画状況について検証を行う。 理運営分野を担当する会議体について、その構成員に事務職員を加え
員として加える。 ており、教員と事務職員との協力連携による一体的運営が図られてい

熊本大学
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るとの検証結果を得た。

【47】部局運営体制の整備

【47－１】 【47－１】
部局長を中心とした部局 平成16年度の調査・分析に基づき、 Ⅲ 平成16年度の調査・分析に基づき、副部局長の設置・活用状況等に
運営体制を強化するため、 部局運営体制強化の観点から、副部局 ついて検証を行った。
副部局長を設置し、活用す 長の設置、活用状況などについて検証 その結果 「副部局長」を設置している部局や教育・研究・社会貢献、
る。 を行う。 ・学部運営・評価などそれぞれ担当を定め、部局長を補佐する体制を

整備している部局もあり、部局長を中心とした部局運営体制は整備さ
れてきているとの検証結果を得た。

【47－２】 【47－２】
効率的な部局運営を行う 平成16年度の調査・分析に基づき、 Ⅲ 平成16年度の調査・分析に基づき、教授会及び代議員会の運営状況
ため、教授会の審議事項を 効率的な部局運営が行われているかの について検証を行った。

、 、 、精選するとともに、代議員 観点から、教授会及び代議員会の運営 調査・分析は 各部局の教授会及び代議員会の開催回数 審議事項
会を活用する。 状況について検証を行う。 審議時間等の数等について行った。その結果、教授会の審議事項の数

や審議時間が長い部局が見受けられることから、今後は審議事項を精
選するとともに、必要に応じ、代議員会を活用し、審議の効率化を図
る必要があるとの検証結果を得た。

【47－３】 【47－３】
効果的な部局運営を行う 平成16年度の調査・分析に基づき、 Ⅳ 平成16年度の調査・分析に基づき、部局会議体の整備状況について
ため、全学的会議体の整備 全学的会議体の整備を考慮しつつ、部 検証を行った。
を考慮しつつ部局会議体を 局会議体について改善策を検討する。 その結果、全学的会議体の整備に伴って、各部局において全学的会
再編する。 議体に対応する各種会議体を整備した。

【48】学内資源の配分 【48】

学長の下に設置する企画 ・平成16年度決算及び平成17年度予算 Ⅳ 平成16年度決算の分析を行うとともに、全大学のデータ収集を行っ
会議、研究戦略会議を活用 配分方針の分析とデータの集積を行 た。そのうち、旧官立医科大学（旧６）及び九州地区の大学との各種
し、全学的な視点から重点 い、平成18年度以降の予算配分のあり 財務比率の比較を行い、本学の位置づけを確認した。
的に資源配分を行う。 方について検討する。 また、平成16年度決算結果を踏まえ、本年度予算配分方針の検証を

行った。その際、細分化された予算科目の撤廃等、法人化のメリット
の活用を促進すべく、他大学の配分方針等も参考に、部局長（予算責
任者）の裁量により、配分総額の範囲内での効率的・効果的な執行を
強調するとともに、新たに事務局内に副予算責任者を置き各部毎に責
任を明確化するなど 「平成18年度熊本大学予算編成の基本方針」を改、
訂し、平成18年度予算を編成した。
さらに、従来、当初予算の配分後に部局照会を行い、その後、集計
及び学長決定を経て配分していた「学長裁量経費」並びに「重点配分
経費」について、平成18年度からは各部局が年度当初から年度計画を
実施できるよう、当初配分と合わせ配分することとした。
これらにより、予算の早期執行のみならず、各部局長のリーダーシ
ップの発揮が促進されるなど、限られた財源の有効かつ効果的な活用
が図られることとなった。
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・平成17年度全学留保定員の配置計画 本年度においては、学長の強力なリーダーシップのもと、有効な配
について評価を行い、平成18年度全学 置計画を実行することができた。例えば、政策創造研究センターにお
留保定員の配置計画を作成する。 いては、11のプロジェクト研究等をスタートさせるなど順調に活動を

開始している。平成18年度においても引き続き、創薬研究センターな
ど特色あるプロジェクトを強力に実行していくための配置計画（平成1
8年度配置定数15）を作成した。

・施設の利活用状況と維持保全状況の 施設マネジメント推進検討部会を中心に、主要団地の利活用状況や
把握を行い、施設の有効活用を図るた 維持保全状況の調査を実施し、その結果を基に中期目標期間中の改修
め改修計画を策定し、これに沿って改 計画を策定した。本年度は、施設の有効活用を図るため、改修計画に
修整備を行う。 よる整備及び計画以外の改修整備等を実施した （主な整備内容につい。

ては下表のとおり）

整備内容 面積(㎡) 効果

保健学科改修 ４６０ 学年進行に伴う整備

創薬研究センター整備 １５０ 新組織に対応した整備
（計画外整備）

沿岸域研究センター改修 ３０ 宿泊研究棟の機能改善

五高記念館事務室整備 ６０ 五高記念館利活用の推進拠
点整備

旧図書館工学部分室外壁 一式 安全確保
補修（計画外整備）

合宿研修棟、器具庫外外 一式 安全確保
壁補修（計画外整備）

福利施設・体育館・食堂 一式 老朽化解消整備
屋根改修

【49】学外者の任用 【49】

法人運営上、専門知識・ ・平成16年度の調査等に基づき、専門 Ⅲ 平成16年度の調査に基づき、学生の就職支援や大学の広報戦略等の
経験を要する職務等への学 性の高い職について、学外の有識者、 強化を図るため、学長の命により、専門知識・経験を有する者を次の
外の有識者・専門家の任用 専門家の任用に努める。 とおり採用した。
を進める。 ・キャリア支援課長として、公募により、民間経験者を平成17年４月

１日付けで採用した。
・医療事務担当の専門職として、公募により、民間経験者を平成17年
５月１日付けで採用した。
・国際戦略室長として、公募により、民間経験者を平成17年12月１日
付けで採用した。
・広報戦略担当の専門職として、公募により、民間経験者を平成18年
１月１日付けで採用した。
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【50】内部監査機能の充実 【50】

内部監査機能の充実を図 ・会計監査については、監事との連携 Ⅲ 会計監査については、監査マニュアルに新たに補助金関係の取扱い
るため、監査に関す研修を を深め さらなる充実を図るとともに を追加するなどの見直しを行い、本年度の内部監査はこれに基づいて、 、
実施するとともに、監事及 会計基準等の研修の充実を図る。 実施した。
び会計監査人の指導の下、 また 業務監査基準の策定に向けて また、新たに会計事務に係る執務参考書を作成するとともに、会計、 、
監査基準等の見直し・整備 検討を行う。 職員が常時参照できるように電子掲示板に掲載（Ｈ17，７）した。
を行う。 会計基準等の学内研修を次のとおり実施した。

・ 新採用教職員研修－熊本大学の財務・施設の現状と諸課題」「
（25名受講）

・ 財務諸表の見方及び分析 （54名受講）「 」
・ 消費税実務研修 （106名受講）「 」
・ 新採用職員研修－熊本大学の財務・施設の現状と諸課題」「

（ ）15名受講
・メディア教育開発センターのSCS配信の活用
「大学職員のための財務マネジメントセミナー （28名受講）」
・ 固定資産に関する実務研修 （92名受講）「 」
・ 管理会計に関する研修会 （21名受講）「 」
・ 会計基準改訂等説明会 （86名受講）「 」
その他の研修においては、会計検査院主催の「各政府関係機関等内
部監査業務講習会」に職員を参加させたことをはじめ、各種研修に参
加し、当該研修内容は学内研修会等の開催により、学内へフィードバ
ックした。
これらにより、職員の会計基準等への理解が深まり、会計処理の正
確性が向上し、内部監査機能の充実につながると考えられる。
業務監査については、内部監査体制ワーキンググループにおいて具
体的な監査項目について検討を進めるとともに、18年度の業務監査試
行に向けて準備を行った。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

中 教育研究組織が、その目的・目標に沿って整備され機能しているかの見直しを進め
つつ 「国立大学法人熊本大学の将来像」の実現を図る。、

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 教育研究組織の見直し
に関する目標を達成する
ための措置

【51－１】 【51－１】
学長の下に設置する企画 平成16年度に構築した「教育研究組 Ⅳ 平成19年度に教育研究組織の設置・改組を計画している部局に対し、学
会議を中心に教育研究組織 織の目的・目標に沿った教育研究が行 長ヒアリング（理事同席）を実施した。
の見直しを行い、必要に応 われているかを検証するシステム」を 平成18年度の教育研究組織の設置計画については、企画会議を中心に全
じ学部・研究科・学科・専 実行する。 学的観点から内容の審査を行った。
攻等の再編を行う。 平成16年度改組した理学部については、履行状況を報告させた。

・薬学部の教育組織の再編計画に基づ 薬学部の再編については、平成18年度から薬学科（６年制）と創薬・生
き、平成18年度設置に向けて準備を進 命薬科学科（４年制）の２学科を設置することとした。
める。 なお、工学部においても、平成18年度から５学科を７学科に再編するこ

ととした。

・ ラーニングのためのインストラク 研究科の設置については、平成18年度から社会文化科学研究科に、 ラe e
ショナル・デザイナー等を養成する研 ーニングのためのインストラクショナル・デザイナー等を養成する「教授
究科の設置の可能性について検討す システム学専攻（修士課程 」を設置することとした。）
る。

【51－２】 【51－２、51－３】
大学院を、生命科学系大
学院、自然科学系大学院、 ・自然科学系大学院の改組計画に基づ Ⅳ 平成18年度から自然科学研究科については、学部（理学部、工学部）の
人文社会科学系大学院に整 き、平成18年度部局化に向けて準備を 全教員を同研究科に移行した。また、新たに、博士前期課程から博士後期
備する。 進める。 課程までつながるユニークな研究者育成プログラムを提供する複合新領域

科学専攻を設置した。
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・人文社会科学系大学院の再編・整備 人文社会科学系大学院については、文学研究科、教育学研究科及び法学
について、検討を開始する。 研究科の再編・整備について検討を行った。今後は、当該部局間の調整を

含め、全学的観点から、再編の検討を進める。全学的観点から、新たに教
育研究組織再編担当の副学長を置き、再編の検討を進める。

【51－３】
研究組織（研究部）と教 Ⅳ 平成18年度から自然科学研究科については、学部（理学部、工学部）の
育組織（教育部）の分離に 全教員を同研究科に移行し、学部における柔軟な教育課程の編成が可能と
よる柔軟な教育研究体制の なった。今後、さらに研究組織と教育組織の分離について検討を進める。
導入を図る。

人文社会科学系大学院については、文学研究科、教育学研究科及び法学
研究科の再編に併せて研究組織と教育組織の分離についても検討を行う。

【51－４】 【51－４】
医学教育部保健学専攻の 医学教育部保健学専攻の設置計画に Ⅳ 平成20年度設置に向け、保健学専攻の組織やカリキュラム等について検
設置を検討し、整備する。 ついて、検討を行う。 討を行い、設置計画の概案を取りまとめた。

今後、入学定員、授業科目、履修方法、教員組織などについてさらに詳
細に検討を進め、設置計画案を策定することとしている。

【51－５】 【51－５】
教員養成機能の充実を図 平成16年度の教育学部における専門 Ⅲ 平成16年度の教育学部における検討結果について全学的に検討し、教育
るため、隣接県の教員養成 職大学院を含む教員養成課程・研究科 学部の概案の見直しを求め、見直し結果についてヒアリングを実施した。
系学部との再編・統合を視 の検討結果を踏まえて、全学的に検討 今後は、人文社会科学系大学院の再編・整備も考慮し、さらに検討を進
野に入れつつ教育研究組織 し、改編計画案を策定する。 めていく。
の見直しを行う。

【51－６】 【51－６】
主として研究を目的とす 平成16年度の評価に基づき、各施設 Ⅲ 企画会議において、現在の11の学内共同教育研究施設と４つの学内共同
る学内共同教育研究施設に のあり方を検討する。 利用施設の機能を拡充するとともに、新たな教育研究施設として展開を図
ついては時限的な組織と るため、学内共同教育研究施設等の再編計画（素案）を取りまとめた。
し、研究の動向等を踏まえ 今後、詳細については、個々のセンターや関連部局とも協議しながら企
つつ必要な見直しを行う。 画会議において検討を進めていく。

、 。・衝撃・極限環境研究センターについ 学内共同教育研究施設等の再編計画の中で さらに検討することとした
ては、全国共同利用施設化について、
さらなる検討を行う。

【51－７】 【51－７】
発生医学研究センター 発生医学研究センターについては、 Ⅲ 21世紀COE及び人材育成の成果に基づき、附置研究所への転換に向けて、
等、COE性の高い学内共同 附置研究所への転換に向けて、引き続 引き続き要求を行うこととした。
教育研究施設については、 き要求を行う。
附置研究所への転換を図
る。

【51－８】 【51－８】
医学部附属病院の位置付 大学における附属病院の位置付けに Ⅲ 附属病院運営委員会において、人事における医学部との関係や他大学の
けの見直しを行う。 ついて、さらなる検討を行う。 現状及び方針等の調査に基づき検討を行った。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

中 １）中長期的な人事計画を策定し、適切な人員管理を行う。
２）非公務員型を活かした多様な人事制度を構築する。

期 ３）多様な雇用形態に応じた教職員の公平・公正な人事評価システムを整備する。
４）教員の流動性向上に努める。

目 ５）事務職員等の優秀な人材の確保及び質の向上を図る。

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 教職員の人事の適正化
に関する目標を達成する
ための措置

【52】適切な人員管理

【52－１】 【52－１】
新規事業等の実施に対応 平成16年度に策定した人事方針を踏 Ⅲ 本年度実施計画に基づき、新規に設置した政策創造研究センターなどに
した教職員の計画的・効率 まえて、平成17年度実施計画に基づく ８名を配置した。平成18年度の実施計画については、部局長等連絡調整会
的な配置を行う。 配置を行うとともに、平成18年度以降 議の学内合意も得て、全学留保定員を確保するとともに、学長の命により

の実施計画について、検討する。 平成18年度の配置計画を作成した。

【52－２】 【52－２】
教育、研究、社会貢献に 平成17年度実施計画に基づく、配置 Ⅲ 本年度実施計画に基づき、教育、研究、社会貢献について戦略的な人事
ついて戦略的な人事を行う を行うとともに、平成18年度における を行うため、附属病院などに６名を配置した。また、学長の命により、部
ため、教員定員の一定数を 全学留保定員の配置計画を作成する。 局長等連絡調整会議の合意も得て、全学留保定員を確保するとともに、重
全学的に確保・運用する。 点推進事項として大学院の充実などに対して平成18年度の配置計画を作成

した。

【53】多様な人事制度の構築

【53－１】 【53－１】
外部の専門家の採用及び 平成16年度の調査に基づき、専門性 Ⅲ 専門性の高いポストについて雇用形態を検討し、地域の新聞社と出向契
外部機関との円滑な人的交 の高いポストについて、多様な雇用形 約を締結するという新しい雇用形態を導入した。これにより新聞記者１名
流を推進するため、年俸制 態が可能となるよう検討する。 を生涯学習教育研究センター助教授として採用し、住民・行政・産業界・
などの多様な雇用が可能と 大学などとのネットワークの強化を図った。
なる人事制度を整備し、導 また、総合情報基盤センターにおけるインストラクショナル・デザイン
入する。 分野や政策創造研究センターにおいては、専門性の高い新規組織というこ
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とから、任期制を導入した。

【53－２】 【53－２】
産学官連携推進等の社会 平成16年度に調査した現行制度に対 Ⅲ 平成17年２月に部局長等に対して現行の兼業制度についての意見の聴取
のニーズに対応するため、 する各部局等の意見の分析結果に基づ を行い、人事課において精査及び分析を行い、現行規則を見直し、部局長
責務相反の観点を踏まえ、 き、現行規則等の見直しを開始する。 等の兼業の緩和等について検討を行っている。
兼職・兼業のルールを策定
する。

【54】人事評価システムの整
備

【54－１】
教職員の人事評価の基準 平成16年度に試行した結果を踏まえ Ⅲ 教員個人活動評価（試行）の結果を検証し、評価システムの見直しを行

「 （ 、 ） 」を確立し、サバティカル制 た教員の個人活動評価の本格実施に向 う中で学長から示された 評価結果を給与 昇給 賞与等 に反映させる
度等のインセンティブを付 けた検討と連携し、教員の人事評価制 という考え方などを踏まえて、評価システムの根幹である個人活動評価の
与するシステムを構築す 度について検討する。 指針の改定を行った。
る。 今後、この指針に基づき平成18年度に本格実施される個人活動評価の具

体的展開をにらみながら、人事評価制度における教員個人活動評価の位置
付け、個人活動評価の結果を人事評価に反映させる方法、人事評価の結果
を給与等に反映させる方法について結論を出す予定である。

【54－２】
事務系職員及びその他の職員の現行 Ⅲ 昨年の評価で指摘された事務系職員の新しい人事評価制度については、
の勤務評価を見直し、引き続き、人事 大学評価企画・実施会議事務体制評価ワーキンググループ及び事務協議会
評価基準等について検討する。 事務評価検討ワーキンググループの合同ワーキンググループにおいて検討

し、本年度は 「事務系職員の人事評価に関する基本的な考え方」及び「新、
しい人事評価の模擬試行について」により、一部の課等において模擬試行
を行った。模擬試行の結果、評価者間の評価基準の統一、評価者と被評価
者とのコミュニケーションギャップ等の課題が挙がった。
この課題を踏まえ、見直しを行い平成18年度には、本格実施に向けて事
務系全体における試行を実施予定である。

【55】任期制・公募制の推進
と外国人・女性等の採用

【55－１】 【55－１】
各教育研究組織において 既に任期制を導入している組織につ Ⅲ 大学における、教育研究組織の活性化を図るうえで、優秀な教育研究者
任期制を検討し、教育研究 いて任期制の効果を検証し、新たな組 を確保することは最重要課題である。本学では、エイズ学研究センター、
にとって任期制が有効なも 織への任期制の導入を検討する。 発生医学研究センター及び政策創造研究センターにおいて任期制を導入し
のについては導入する。 ているが、その効果を検証し、他の組織にも拡大することが求められてい

る。
本年度は、企画会議において任期制を導入した組織の状況を調査し、検
証した結果、研究の推進においては当該組織の目的あるいは目標意識が高
まるなどその効果が認められた。そのことから、新たに設置するセンター
等の組織については、基本的に任期制を導入することとした。

【55－２】 【55－２】
企画委員会において教員 平成16年度の教員選考方法の評価を Ⅲ 公募制の拡大に向けて、企画委員会教員人事専門委員会において全学的
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の選考方法を全学的に調整 踏まえ、教員選考の評価基準の策定に 見地から、教育職員の選考基準評価方針を策定し、教員選考基準の評価を
し、公募による選考割合を ついて検討するとともに、公募制の拡 実施するとともに、同委員会において公募制が原則であることを各部局に
増加させる。 大に向けた方策を検討する。 対して指導している。

本年度の公募による選考割合は、76.74％であった。

【55－３】 【55－３】
平成15年９月現在、外国 引き続き、有能な外国人の教員の採 Ⅲ 教員公募を行うに当たっては、全世界からの応募が可能となるように、
人教員の割合は0.7％であ 用に努める。 本学のホームページ（Webページ （英文）に掲載するだけでなく、JREC-I）
るが、募集手段・媒体を工 N（研究者人材データベース：ジェイレックイン）に掲載している。また、
夫するなどの措置をとり、 外国人教員の在職状況について部局長等連絡調整会議において、報告し啓
有能な外国人の採用に務め 発している。
る。 なお、本年度の外国人教員の割合は、平成15年度と比較して0.9ポイント

上昇し、1.6％である。

【55－４】 【55－４】
平成15年９月現在、女性 引き続き、公募制を推進し、男女の Ⅲ 教員採用を行うに当たっては、能力・業績・適正に基づく審査を行うた
教員の割合は11％であり国 区別なく公正な人事を行う。 め、各部局において複数の教員による教員選考委員会を設置し、公正な人
立大学の全国平均より高い 事を行っている。また、公募を原則とし、公募要領についての評価を実施
が、今後とも能力・業績・ しているところから、男女の区別なく優秀な人材を広く求めていくことを
適性に基づく採用を進め 推進している。なお、女性教員の在職状況について部局長等連絡調整会議
る。 において、報告し啓発している。

なお、女性教員の割合は、12.04％であり、国立大学の全国平均11.12％
を上回っている。

【56】事務職員等の採用・養
成・人事交流

【56－１】 【56－１】
優秀な人材確保の観点か 平成16年度の調査結果に基づき、専 Ⅳ 平成16年度の調査に基づき、専門知識・経験を有する者が参画するのに
ら、専門性が求められる業 門性の高いポストについて、選考採用 有効な組織・職について、一般事務系職員の選考採用基準を作成した。こ
務については、選考採用を を可能とするために採用基準等を策定 の基準に基づき、選考採用を可能とする制度を導入した。
可能とする制度を導入す する。
る。

【56－２】 【56－２】
事務職員等の質の向上及 文部科学省での勤務や九州地区を中 Ⅲ 九州地区における人事交流は、職員の資質・能力の向上を図り、もって
び組織の活性化の観点か 心とした他大学等との人事交流を計画 組織の活性化に資することを目的として、他大学法人等と人事交流を行っ
ら、文部科学省での勤務や 的に行う。 ている。
九州地区を中心とした他大 人事交流機関名：九州大学、佐賀大学、宮崎大学、鹿屋体育大学、有明
学等との人事交流を行う。 工業高等専門学校、熊本電波工業高等専門学校、八代

工業高等専門学校、阿蘇青年の家、諫早少年自然の家
平成17年４月１日 転出者16名 転入者18名

文部科学省での実務経験を行うことにより、職員の人材育成を目的とし
て行政実務研修制度が設けられているが、本年度は、該当がなかった。

【56－３】 【56－３】
職員の質の向上を図るた 民間企業での研修や私立大学等への Ⅲ 今年度はまず、窓口業務職員に対し、実地に顧客に接することで接遇の
め、研修制度を充実する。 研修制度及び大学院への修学制度につ 心得を習得させることを目的に民間企業（地元百貨店）での研修を実施し､
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いて検討し 可能なものから実施する ３名を10日間派遣した。更に、国際交流業務研修を６月から２月まで毎月、 。
また、放送大学を利用した研修をさ １回計９回､外部講師による講義２回を実施し､18名が受講した。
らに充実する。 私立大学等への研修制度及び大学院への修学制度については、派遣先大

学、履修させる科目などについて検討していくこととしている。
また、放送大学を利用した研修も継続し、職員の自己啓発促進の観点か
ら、受講科目を推薦科目以外も認めることとした。
民間企業派遣研修では、地元百貨店での研修の結果、接遇の心得を学ぶ
ことができたほか、経営の一端に触れるなど成果があった。

その他、本年度は、次の研修を実施した
新採用職員研修(２回開催、受講者：26人）
新採用職員実務体験研修（受講者：9人）
管理職員（課長級）研修（受講者：22人）
パソコン研修（６回開催､受講者：99人）
英語会話研修（受講者：11人）

放送大学受講者数
第１学期 24人
第２学期 30人

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 事務の簡素・合理化を図るとともに効率的な事務組織を編成する。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

４ 事務等の効率化・合理
化に関する目標を達成す
るための措置

【57】 平成16年度に作成した「事務の効率 事務協議会事務改善等専門委員会において、各種業務の見直しを行い、
事務協議会等を活用して 化、合理化を進めるためのアクション 次のような措置を講じることとした。
各種事務の見直しを推進 ・プログラム」に基づき、次の項目を
し、次の措置を講じる。 実施する。

【57－１】 【57－１】
各種事務の合理化を行う 各種事務の業務分析を行い、旅費計 Ⅲ 各種システムデータ入力業務、消費税申告業務などについては、アウト
ため、業務内容を分析し、 算業務などのアウトソーシングを推進 ソーシングを実施した。旅費業務のアウトソーシングについては、平成18
可能なものからアウトソー する。 年９月から実施予定である。
シングを進める。

【57－２】 【57－２】
各種事務の電子化を進め 各種事務の業務分析を行い、可能な Ⅲ 事務協議会の基に設置された事務改善等専門委員会において、業務の見
る。 ものから電子化を図り、電子事務局構 直しを行い、その結果を踏まえ情報化・電子化を推進し事務の効率化・合

想を推進する。 理化を行い、もって、利用者へのサービスの向上を図ることを目的とした
電子事務局構想の実現へ向けて実施施策の立案を行った。
○本年度に実施したもの
・電子事務局構想37施策の立案
・サーバのセキュリティ対策整備
セキュリティ強化のため、プロキシー（代理）サーバを導入した。
・統合文書管理システムの導入
文書の収受・発送の管理、文書番号管理、文書起案、電子決裁、接受
文書の添付（接受した紙文書もスキャナーで取り込み）登録が可能、
ペーパーレスになるとともに文書保管スペースの減少にもつながる。
また、法人文書公開システムにも連携している。
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・事務共有ファイルサーバの導入
各人が保有する電子データを共有することにより、事務処理の効率化
及び電子データの拡散防止につながる。
・事務用パソコン資産管理システムの導入
事務系のパソコンの資産やソフトウェアの管理を行うことで、本学情
報セキュリティポリシーに基づいた資産の管理が容易に行えることに
なる。
・ポータル化に向けた既存システムのカスタマイズ
ポータルサイト構築に伴い、CAS認証のカスタマイズを行った。平成1
8年４月からポータルサイトの導入により、各システムの利用が簡便
になりやすくなると考えられる。

【57－３】 【57－３】
企画、執行・管理、サー 各種事務の業務分析を行うととも Ⅳ 各種業務の見直しを行い、ワークシェアリングの推進など、業務の効率
ビスのそれぞれの機能に対 に、事務組織の再編成のため事務協議 化・合理化を図った。また、企画、執行・管理、サービスのそれぞれの機
応した事務組織を編成す 会で検討を行い、平成18年度の事務組 能への対応並びに戦略的施策への対応及び安全管理等の業務の充実を図る
る。 織（案）を作成する。 ため、平成18年７月再編に向けて事務組織（案）を作成した。

また、定型的・季節的業務を集中的に処理するため、非常勤職員で構成
する事務支援センターの設置の検討を開始した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

の結果、学生の就職率の向上や診療報酬の査定減など、民間経験者導入の成果があ１ 運営体制の確立
本学は平成16年度の法人化に際し、施策等の策定に関して「企画会議 「研究戦略 った。」、
会議」等５会議体を、施策等の審議、調整に関して「役員会 「政策調整会議」等３ また、事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るため、新規に、新採用職員」、
会議体を、施策等の執行に関して「企画委員会 「研究推進会議」等11会議体を設置 実務体験研修、民間企業派遣研修、国際交流業務職員研修、管理職員（課長級）研」、
し、学長が強いリーダーシップと経営手腕を発揮できる体制を整備して、中長期的視 修及び英語会話研修を実施した。
点から戦略的な大学運営に取り組んでいる。
本年度は ４ 事務の効率化・合理化、全学的会議体の役割・機能及びその運営状況等について検証を行うため、
理事、部局長及び評議員に対し、アンケート調査を実施し、政策調整会議において検 年度は、大学運営を効率的・合理的に行うといった観点から、業務全般にわたっ本
証を行うとともに引き続き学長のリーダーシップの下、全学の会議体の効率的な運営 て大所・高所から見直しを行い、各種システムデータ入力業務等のアウトソーシング
に努めている。 を行うとともに情報化・電子化を推進するための電子事務局構想の37の施策を立案し

た。また、効率的な部局運営に関しても、副部局長制度及び代議員会の導入や全学的会
また 「超過勤務のない職場環境を目指して」を発出するとともに、超過勤務縮減議体に合わせた部局会議体の編成等の部局運営体制の構築を進めている。 、
に関する基本方針を学内に周知し、次のとおり超過勤務縮減のための施策に取り組ん

２ だ。教育研究組織の見直し
・職場の始業・終業時間を記録することにより、時間外勤務の状況を把握するととも本年度においては 新しい時代に即した高度な技術や学習を系統的に学べるように、 、
に、適切な勤務時間の管理に努める。薬学部の再編（薬学科（６年制）と創薬・生命薬科学科（４年制）の２学科 、工学部）
・管理職員は、避けられない超過勤務については、その内容に応じて、必要最小限のの再編(５学科を７学科)、社会文化科学研究科教授システム学専攻（修士課程）の設
人員及び適切な時間を指示するようにしている。置、自然科学研究科の改組（修士課程、博士課程の改組）及び理学部、工学部の全教
・ の見直しと合理化・効率化を目指した具体的取組みを､できることから組織的員を同研究科への移行を決定し、平成18年度に実現することとなり、教育研究組織の 業務
に鋭意実施する。充実発展を図った。
さらに、平成18年度においては、企画、執行・管理、サービスのそれぞれの機能へ
の対応及び戦略的施策への対応並びに安全管理等の新たに重要となってきた業務の充３ 人事の適正化に関する事項
実を図るとともに、見直しを行った業務を効率的・合理的に行うため、事務組織を再(1) 適切な人員管理
編することとしている。また、定型的・季節的業務を集中化して処理するため、非常本学では中長期的視点から、教員定員の一定数を全学留保定員として確保し、新
勤職員で構成する事務支援センターの設置を計画している。規事業や重点的施策に活用しており、本年度は、地域連携推進の核となる政策創造

研究センターやeラーニング教材開発の拠点となる総合情報基盤センターのインスト
ラクショナルデザイン部門の設置等に８名を配置するとともに大学運営における組
織の整備・拡充のため、附属病院などに６名を配置し、教育研究の活性化を図って
いる。
(2) 人件費の抑制
「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費」
改革の実行計画を踏まえ、本年度の常勤役員報酬（基本給、諸手当）及び常勤職員
給与（基本給、諸手当、超過勤務手当）に係る人件費予算相当額をベースとして、
平成18年度から平成21年度までに概ね４％の削減を図る計画を策定した。
(3) 人事評価システムの整備
教員個人活動評価（試行）の結果を検証し、評価システムの見直しを行う中で学
長から示された「評価結果を給与（昇給、賞与等）に反映させる」という考え方な
どを踏まえて、評価システムの根幹である個人活動評価の指針の改定を行った。
今後、この指針に基づき平成18年度に本格実施される個人活動評価の具体的展開
をにらみながら、人事評価制度における教員個人活動評価の位置付け、個人活動評
価の結果を人事評価に反映させる方法、人事評価の結果を給与等に反映させる方法
について平成18年度中に結論を出す予定としている。
また、事務系職員について、一部の課等において人事評価の模擬試行を行った。

、 、 。この結果を踏まえ 平成18年度は 事務系全体において試行を実施する予定である
(4) 事務職員等の優秀な人材の確保及び質の向上
専門性が求められる業務について、キャリア支援課長、医療事務担当者、国際戦
略室長及び広報戦略担当専門職のポストに、公募により民間経験者を雇用した。そ
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 科学研究費補助金等の外部研究資金の増加を図るとともに自己収入の増加に努め
る。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅲ 財務内容の改善に関する
目標を達成するためにとる
べき措置

１ 外部研究資金その他の
自己収入の増加に関する
目標を達成するための措
置

平成16年度に作成した「外部資金を
【58】 増加させるためのアクション・プログ

」 、 。ラム に基づき 次の項目を実施する

【58－１】 【58－１】
科学研究費補助金、受託 計画の実行状況を整理するととも Ⅳ 本年度採択分科学研究費補助金申請で不採択となった課題のうち、若手
研究、共同研究、寄附金な に、平成17年度科学研究費補助金申請 教員で審査評点がＡに該当する者８人に50万円を、若手教員以外の教員で
ど外部資金を、中期目標期 で不採択となった課題のうち、審査評 審査評点がＡ又はＢに該当する者６人に10万円を研究費として支援すると
間中に、平成15年度比で25 点がＡ（Ａ・Ｂ・Ｃの３段階評価で、 共に、平成18年度採択分科学研究費補助金申請に際して、採択に向けて熟
％増加させる。 Ａは採択課題に準ずる程度とされてい 練教員による支援を行った。

る）の評価を受けた者の平成18年度の また、教員以外の研究者に対し、科学研究費補助金の申請を積極的に奨
申請において、採択に向けて重点的に 励するため、平成18年度採択分で不採択となった課題のうち、審査評点が
支援する。 Ａに該当する者５人にも研究費を付与することにした。
また、平成16年度に作成した「産学 本学教員の研究シーズのCD-ROM及び「産学官連携のしおり」を作成し、イ
官連携のしおり を企業等に配布して ノベーション・ジャパン2005、九州ブロック産官学連携ビジネスショウ等」 、
受託研究、共同研究、寄附金の増加を で配布する（約400部）とともに、企業へ配付した（319社 。）
図るなど、アクション・プログラムの なお、外部資金の増加については、平成16年度は、平成15年度比で12．
改善を図る。 9％増加し、本年度は25％以上増加した。

【58－２】 【58－２】 Ⅳ 受託研究及び共同研究契約の件数が前年対比で微増だったこと等を勘案
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研究成果や研究活動の実 計画の実行状況を整理し、平成16年 し、リエゾンオフィス等の活用を推進すること及び研究成果や研究活動の
、 、績を積極的に公開し、大学 度に作成したWeb上の研究シーズをCD- 実績を積極的に公開するため シーズ集の登録件数を増加させることとし

のシーズと産業界のニーズ ROMで企業等に配布するとともに、パ 以下の取組を行った。
の結びつけに努め、受託研 テントマップ 特許情報を目的に応じ ・学内シーズの開拓を目指して、リエゾンオフィス（黒髪、本荘）を中心（ 、
究及び共同研究を増加させ 視覚的に理解できるように図表化した に、産学官連携コーディネーター、知的財産マネージャーを活用し、本
る。 もの）による企業の研究シーズを把握 学教員の研究室訪問等を行った。

し、マッチング（需要と供給を合わせ ・産業界のニーズ情報を幅広く入手するため、企業の技術相談等を実施す
ること）を図って共同研究を推進する るなど、リエゾンオフィス（黒髪、本荘、東京）を活用した。
など、アクション・プログラムの改善 ・研究シーズ集をWeb上で学外へ提供するとともに、CD-ROMを作成し、各
を図る。 種イベントや企業等へ配布する(319件)とともに提供するシーズ件数は1

02件増加した。
・製造技術分野、材料分野及び社会基盤分野等へのマーケティングや、本
学で開催するセミナーの案内等にパテントマップを作成し、活用した。

【58－３】 【58－３】
遺伝子改変マウスの供給 外国からの委託に対する事務手続 Ⅲ 外国からのマウス委託・供給に関しては、そのシステムに関する英語版
等について、国内外からの 等、制度面での更なる整備を行い、委 のポスター及び供給に関する案内や申込書などの関係書類を作成し、Web
委託件数を増加させる。 託から供給までの時間短縮を図る。 上で公開するとともに、世界の各関係大学、研究施設に配布することで、

生命資源研究・支援センター動物資源開発研究部門（CARD）への問合せを
最小限とし、供給までの時間の短縮を図った。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
２ 経費の抑制に関する目標

中 コスト意識の徹底を図り、管理的経費を抑制する。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 経費の抑制に関する目 一般管理費について本年度から毎年１％削減を目標とする「経費の抑制
標を達成するための措置 ・節減方策に関するアクション・プログラム」に基づき各種経費抑制・削

減策を実施し、特にエネルギー・契約関連では、本年度から電力契約及び
【59】 【59】 複写機保守契約で一般競争を実施し安価な料金で契約し、ガスについても
一般管理費について平成 ・平成16年度に作成した 経費の抑制 Ⅳ 全学で安価な契約形態への見直しを行った。また、クールビズの実施や建 Ⅳ「 、
17年度から毎年度１％程度 節減方策に関するアクションプログラ 物毎に一定時間冷房を停止する等の意識改革にも取り組んだ。
削減する。 ム」に基づき、平成17年度節減予定額 これらの経費抑制・節減策の実施により、本年度節減目標額1,400万円を

の実現に努めるとともに、平成18年度 上回る6,702万円の経費抑制・節減を達成した。
における節減項目及び節減予定額を設 なお、平成18年度における節減項目については、項目毎の年度間比較の
定する。 点からも同じ項目とした。

本年度実績額・節減額（単位：円）
経 費 項 目 本年度実績額 前年比節減額
電気料 98,333,482 △9,772,082
上下水道料 19,377,041 △3,378,053
ガス料 5,991,388 △1,309,411
機械設備管理業務等 138,245,100 △17,060,279
追録費 7,608,982 △6,477,746
雑誌・刊行物費 11,632,879 △737,317
コピー用紙 2,603,454 △2,056,256
複写機保守料 23,462,769 △862,001
タクシー雇上料 5,456,470 △283,040
樹木剪定・除草費 8,791,965 △6,955,436
印刷費 30,560,253 △17,027,532
電話料 11,897,905 △1,337,221
後納郵便料 11,050,497 234,897

計 375,012,185 △67,021,477
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中期目標期間内の各年度毎の経費抑制節減目標額、実績額及び前年比節
減額は次のとおりで、すでに目標額を大幅に上回って達成している。

年度 目 標 額 実績額 前年比節減額
１６ 442,033,662 △185,712,510―
１７ △14,000,000 375,012,185 △67,021,477
１８ △14,000,000
１９ △14,000,000
２０ △14,000,000
２１ △14,000,000
計 △70,000,000 △252,733,987

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 資産の効果的な運用・管理に努める。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 資産の運用管理の改善
に関する目標を達成する
ための措置

【60】
マスタープランを踏ま 平成16年度に作成した「土地・建物
え、施設マネジメントの一 等の資産の効率的な運用を図るための
環として、次のとおり土地 アクション・プログラム （ 外部資金」「
・建物等の資産の効率的な を増加させるためのアクションプログ
運用を行う。 ラム」に定める下記の②を除く）に基

づき、次の項目を実施する。

【60－１】 【60－１】
利用状況を定期的に点検 平成16年度に実施した全学の講義室 Ⅳ 講義室利用状況調査に基づき、大学教育センターの講義室について稼働
し、企画会議において資産 利用状況調査に基づき、稼働率の向上 率向上に向けたケーススタディを行った結果、講義室を集約化することに
の有効活用のための諸施策 に向けた検討を行う。 より、平均稼働率が９ポイント上昇する計画案を作成した。
を策定する。 また、黒髪北キャンパスについて、 また、講義室以外においても有効活用を図るため、黒髪北キャンパスに

室（研究室、実験室など）利用状況調 ついて、室（研究室、実験室等）利用状況調査を実施しデータ整理を行っ
査を実施し、データ整理を行う。 た。

加えて京町地区（附属小、中学校）についても、室利用状況調査に係る
現地調査を実施し、改修プランを策定した。

【60－２】 【60－２】
法人所有の特許権などの 平成16年度に作成した「外部資金を Ⅲ 実施状況を整理しより効率的な方策を検討した結果、企業に本学のシー
知的財産権の増大に努め、 増加させるためのアクションプログラ ズ集を配付するだけではなく、企業のニーズを調査し、そのニーズにあっ
民間企業等と共同研究を行 ム」に基づき、計画の実行状況を整理 た本学シーズを提供することとした。
い その実用化を推進する し、より効率的な方策を検討、実施し また、共同研究を推進するため、産学官連携コーディネーター、知的財、 。

ていく。 産マネージャーが頻繁に研究室訪問等を行い、研究シーズ情報を発掘し、
また、特許の実用化に向けた共同研 プロジェクト構築等（産業技術研究助成事業等）の活用を図った。
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究等の増加を図るために、知的財産マ 知的財産の創出、取得、活用を促進するため、熊本TLOと月１回協議会を
ネージャー等による学内研究情報の収 開催し連携を密にするとともに知的財産の活用については、開発型の企業
集をより充実させ、熊本TLOの技術移 を選定して、地元のみならず関東地域等への企業訪問を行った。
転活動に、一層密接に協力、連携して 以上により、本年度は、16年度比で約５億2272万円の増に貢献した。
活動を行う。 なお、知的財産管理システムを導入した結果、審査請求や優先権主張出
知的財産管理システムを導入し、知 願等の各種時期が任意に抽出でき、また、年度別統計や発明者分析等のデ
的財産の管理効率化、事務の省力化を ータ解析が容易に行うことが可能となり、知的財産管理の効率化、知的財
図る。 産管理事務の省力化が図られた。

【60－３】 【60－３】
教育研究拠点形成を目指 黒髪北キャンパスについて、平成17 Ⅳ 講義室利用状況調査に基づき、大学教育センターの講義室について稼働
し、共用スペースの確保と 年度に実施する室利用状況調査の結果 率向上に向けたケーススタディを行った。
支援を行う。 を踏まえながら、共用スペースの確保 その結果、92室の講義室を73室に集約化する計画案を作成した。

に向けた検討を行う。 また、この室利用状況調査を基に130㎡の共用スペースを確保し、平成
18年４月設置の社会文化科学研究科教授システム学専攻（ｅラーニング専

） （ ） 。門家養成大学院 の教員研究室・実習室 ３室 として有効利用を図った

【60－４】 【60－４】
土地・建物等の資産の貸 毎年の消費者物価指数等を踏まえな Ⅲ 土地・建物の年間貸付の不動産貸付料については、４月１日に改定を行
付料の改定を行う。 がら、不動産貸付料算定基準のもと改 った。

定を行う。 また、講義室及び体育館の不動産一時貸付料については８月12日に改定
を行った。
これらの改定を行うことにより、近隣施設の貸付料水準が維持できる。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

財務内容の改善に当たって、本学においては「限られた予算の効果的な活用」を念頭 これらの取組の結果、本年度の外部資金は、平成15年度比で25％増の目標を大き
に置きつつ、中期目標・中期計画を実現するための戦略的経費の充実、さらに中期目標 く上回る９億３千万円増（32％増）の38億８千万円を獲得した （平成16年度は、対。
で指示された「外部研究資金その他の自己収入の増加」及び「管理的経費の抑制」を達 前年度比３億８千万円増(12.9％増))
成するため、本年度においては以下の事を実施し、財務の効率化を図っている。

４ 管理費の抑制
１ 限られた予算の効果的な活用 一般管理費について、本年度から平成16年度配分一般管理費の１％(1,400万円)を毎
(1) 学長主導による予算原案の作成 年度削減するため 「経費の抑制・節減方策に関するアクション・プログラム」に基づ、
学内予算の編成に当たり、学長のリーダーシップが発揮できるよう「教育研究支 き各種経費抑制・削減策を実施した。特にエネルギー・契約関連では、本年度から電
援経費」等を設けるなど、学長主導による予算原案を作成した。 力契約及び複写機保守契約で一般競争を実施し、ガスについても契約形態の見直しを
(2) 効率化係数（△１％）への対応 行った。また、クールビズの実施や建物毎に一定時間冷房を停止する等の意識改革に
運営費交付金の算定に織り込まれた効率化係数（△１％）への対応については、 も取り組んだ。
教育研究への影響を最小限に抑えるとともに、競争的環境の醸成にも努めながら、 これら各種方策の実施により、本年度は、節減目標額1,400万円を大幅に上回る6,70
教員定数の一定数を留保することにより対応した。 0万円の経費抑制・節減を達成した。
(3) 附属病院予算の確保
附属病院の経営改善に向けた各種方策実施のために、教員定数の一定数の留保に
より確保された経費を、病院診療経費へ追加配分することで附属病院予算を確保し
た。
(4) 外部資金の間接経費による研究推進予算の確保
研究を戦略的に実施するため、寄附金による間接経費を研究推進費として確保し
た。

２ 中期目標・中期計画実現のための戦略的経費の充実
(1) 重点配分経費

、 （ ） 、昨年までの経費区分を改め 本年度から大型設備等経費 １億円 を新たに設け
設備の充実を図った。
(2) 学長裁量経費
学長裁量経費についても一部組替えを行い、教育研究改善経費に加えて、特別教
育研究経費及び大学戦略経費を新たに設け、内容の充実を図った。

３ 外部資金獲得に向けた積極的な取組み
外部資金を中期目標期間中に平成15年度比で25％増加させるため 「外部資金を増、

」 。加させるためのアクション・プログラム に基づき以下のような取り組みを実施した
(1) 科学研究費補助金
若手教員等を対象に、不採択となった研究課題で審査評点がＡまたはＢ以上に該
当するものの中から選出し、インセンティブとして研究費を付与するとともに、未
申請者に対しては、本年度の研究経費の10％を減額調整した。
また、教員以外の研究者についても、審査評点がＡに該当するものに研究費を付
与することとした。
(2) その他の研究資金
受託研究、共同研究等による外部資金の獲得のため、本学教員の研究シーズのCD
-ROM及び「産学官連携のしおり」を作成し、各種イベント（イノベーション・ジャ
パン2005等）や企業(300社超)へ配布するとともに研究シーズ集をWeb上で学外へ公
開した。
また、リエゾンオフィスを中心に、産学官連携コーディネーター及び知的財産マ
ネージャーによる学内シーズの開拓や産業界のニーズ情報も幅広く入手した。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
に関する目標
１ 評価の充実に関する目標

中 大学の活動全般について自己点検・評価を行い、積極的に改善を図る。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅳ 自己点検・評価及び当該
状況に係る情報の提供に関
する目標を達成するために
とるべき措置

１ 評価の充実に関する目
標を達成するための措置

【61－１】 【61－１】
、 （ ）全学的に教育研究等の活 平成16年度に実施した教員個人活動 Ⅲ 教員個人活動評価WGにおいて 前年度実施した教員個人活動評価 試行

動評価及び教員の個人活動 評価（試行）の結果に基づき、評価基 報告書を作成するとともに、試行の結果及び試行に対するアンケート結果
、 。 、評価を３年に１回実施し、 準等の見直しを行う。 を踏まえ 教員個人活動評価指針の見直しを行った この見直しにおいて

フィードバックすることに また、平成18年度に実施する教育・ 学長から、評価結果を給与等に反映させることが示され、全学の教員の理
よって改善を行う。 研究等の組織活動評価に向け、評価基 解を得ながら、組織の目標に沿った教員の活動を積極的に評価する方向で

準等を策定する。 全面的に修正を図った。今後は、実施要項・実施要領等の改正を行い、平
成18年度から本格実施することとしている。
また、本学における教育・研究等の活動状況を明らかにするため、自己
点検・評価として組織活動評価を実施することにしており、前年度に設置
した組織評価指針等検討WGにおいて組織評価指針を策定した。なお、この
指針の検討過程において、各学部の自己点検・評価が中期目標期間評価や
認証評価における基礎資料になることから、18年度に策定する実施要項・
実施要領に基づき、資料・データ等の整備を図った上で、19年度から組織
評価を実施することとしている。

【61－２】 【61－２】
組織や教員個人の活動の 平成16年度における教員個人活動評 Ⅲ 教員個人活動評価（試行）の結果を検証し、評価システムの見直しを行

「 （ 、 ） 」活性化を促すため、評価結 価の試行を踏まえ、インセンティブの う中で学長から示された 評価結果を給与 昇給 賞与等 に反映させる
果に基づくインセンティブ 付与方法等について検討する。 という考え方などを踏まえて、評価システムの根幹である個人活動評価の
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の導入を推進する。 指針の改定を行った。
今後、この指針に基づき平成18年度に本格実施される個人活動評価の具
体的展開をにらみながら、人事評価制度における教員個人活動評価の位置
付け、個人活動評価の結果を人事評価に反映させる方法、人事評価の結果
を給与等に反映させる方法について結論を出す予定である。

【61－３】 【61－３】
教育研究活動のデータを 教育研究情報データベース（EDB） Ⅲ 教育研究、地域連携、大学運営等に関する情報（データ）の統合化・一
収集・分析するシステムを の全学的対応のための開発を行う。 元化を目指し、教育研究情報データベース（EDB）の全学的対応のための
整備・充実する。 また、大学運営等に関する情報（デ 開発を行い、一部の部局で試行中である。

ータベース）との連携について検討を 平成17年１月までに収集した改良点等について、対応可能なものは平成
。 、 （ ）進める。 17年11月までに対応した さらに 個人活動評価項目 平成16年試行段階

及び特定部局の年表入力専用ページを開設し、また、EDBとのEXCELファイ
ル形式での情報交換機能の試作を行った。
大学運営を推進するためデータ蓄積用データベースの構築を推進するた
め、データ蓄積用データベースの構成について検討し、サーバーシステム
の導入を行った。

・評価のための組織データの収集シス 組織データの収集システムについては、大学評価・学位授与機構が構築
テム構築の検討を進める。 予定の大学情報データベースを踏まえて検討を進めてきた。現時点で、未

だ同機構の収集項目が確定してはいないが、今後実施される中期目標期間
評価及び認証評価に対応するために、現在稼働中の学務情報システム（SO
SEKI）や教育研究データベース（EDB）等も活用しながら、今後必要とな

、 、るデータを蓄積するシステムとして 新たなデータベースの構築を決定し
ハードの整備を図った。次年度から、データ蓄積に向けて、システムソフ
トの導入を図るとともに、各データベース間の互換性確保とデータ入力に
おける啓蒙を進めることとしている。

ウェイト小計
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
に関する目標
２ 情報公開等の推進に関する目標

中 社会に対して積極的に大学情報の公開・提供を行う。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 情報公開等の推進に関
する目標を達成するため
の措置

平成16年度に作成した「広報活動ア
クション・プログラム」に基づき、次
の項目を実施する。

【62－１】 【62－１】 Ⅳ
社会貢献・広報・情報戦 大学情報を分類し、効果的な広報手 ホームページ（Webページ 、広報誌、記者発表など効果的な広報手段を）
略会議において大学情報を 段を検討する。 検討し、実施した。
分類し、社会のニーズに対 また、持続的な広報の効果を高める 入試広報については、今年度初めて大学案内（DVD）を作成し、高校生
応した広報手段を定める。 ため、本学のアイデンティティを明確 へ本学をPRした結果、本学への理解度が深まったものと期待できる。

にし、ブランド化を進める。 ホームページ（Webページ）については、今年度全面改修した結果、利
便性やセキュリティ強化が図れた。
定例記者懇談会では、学長自ら本学の教育研究活動（採択プログラム、
センター設置等）を定期的に発信した。さらに、放送公開講座の中で本学
のイベントを紹介するなどメディアを活用した広報を行った。このように
報道機関との連携強化により広報・PR効果が上がった。
また、民間企業から広報専門職を採用し、大学のブランド化活動を開始
した。今年度は新たにコミュニケーションマークを制定し、持続的な広報

。 、 、の効果を高める基礎つくりができた さらに制作過程においては 教職員
学生、卒業生などからアンケート調査を行い、本学のアイデンティティが
伝統と先進性であることが明確になった。

【62－２】 【62－２】
ホームページ、広報誌の ホームページの改修に着手するとと Ⅳ 広報戦略WGを中心としてホームページ（Webページ）の改修に着手し、
充実を行う。 もに 全学広報誌の見直しを開始する 今年度完成した。これによりアクセスの利便性やスピードの改善及びセキ、 。

ュリティの強化を図った。
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また、全学広報誌は167誌にのぼっており、目的・配布先・部数等の調
査を終え、大学全体として広報誌のあり方の検討を開始した。

【62－３】 【62－３】
学外に情報プラザ等を開 情報発信を目指した学外コーナーを Ⅲ 昨年度からの東京リエゾンオフィスでの広報誌、パンフレット等の配布
設する。 実現するための方策を検討する。 活動に加え、本年度から、市の中心部に開設した、地域と一緒になってま

ちづくりの技術や計画を学習し、教育研究活動を紹介する拠点「まちなか
工房」を活用した情報発信を開始した。
また、今年度開設した中国での活動拠点「上海オフィス」を利用した情
報発信を始めた。

【62－４】 【62－４】
積極的に記者発表を行 定例記者懇談会を継続的に実施し、 Ⅳ 大学の方針、教育内容や方法、研究活動などについて、学長自ら報道機
う。 報道内容等を検証した上で、活用を図 関に発表し、新聞、テレビ等を通じ広く一般に周知するため、今年度は隔

る。 月ごとに計６回の定例記者懇談会を実施したほか、臨時記者発表を５回実
また、報道機関へのリリースを積極 施した。
的に行う。 また、報道機関へのリリースを積極的行い、リリースは67回と昨年度か

ら倍増し、報道機関からの取材依頼も57件にのぼった。
さらに、広報担当職員を民間のPR・広報講座に派遣し、効果的なリリー
ス方法に反映させた。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
に関する特記事項

１ 評価の充実 (2) 報道機関への情報提供
(1) 教員の個人活動評価 本学の教育研究活動を広くPRするため、学長自ら発表する定例記者懇談会を隔月
本年度、平成18年度から本格実施を予定する「教員の個人活動評価」について、 ペースで行い、社会のニーズに応じた情報を提供した。さらに報道機関に対して、
平成16年度に実施した試行の結果を踏まえて、見直しを行い 「熊本大学における ニュースリリースを行った結果、72％が記事化された。、
教員の個人活動評価指針」を改定した。改定した指針では、各組織の特性を考慮し
ながら、教員個人の目標を組織の目標と同じ方向に置き、教育、研究、地域貢献、
診療及び管理運営等に向けた個人の努力をできるだけ評価するよう工夫している。
、「 」 、 、また 教員の個人活動評価 の評価結果は インセンティブの付与だけでなく

給与にも反映させることが学長から示されており、今後、給与制度の見直しを行う
こととしている。
(2) 組織評価
「教員の個人活動評価」と合わせて、従来「自己点検・評価」として実施してき
た組織的活動の点検・評価を、新たに「組織評価」として組み直した。これは、本
学における教育・研究等の活動を教員単位と組織単位の両面からアプローチするこ
とにより、活動の全体像をより鮮明に捉えようとするものである。さらに、活動状
況の資料等をデータベース化し、全学で活用できるようにすることで、法人評価や
認証評価における作業の効率化・省力化が図れるものである。

２ 昨年の評価の指摘事項に対する改善に向けた取り組み
昨年の評価結果の指摘事項について、次のとおり改善を図った。
(1) 事務系職員の新しい人事評価制度
大学評価企画・実施会議事務体制評価ワーキンググループ及び事務協議会事務評
価検討ワーキンググループの合同ワーキンググループにおいて検討し、本年度は、
「事務系職員の人事評価に関する基本的な考え方」及び「新しい人事評価の模擬試
行について」により、一部の課等において模擬試行を行った。模擬試行の結果、評
価者間の評価基準の統一、評価者と被評価者とのコミュニケーションギャップ等の
課題が挙がった。
この課題を踏まえ、見直しを行い平成18年度には、本格実施に向けて事務系全体
における試行を実施予定である。
(2）キャンパスマスタープランの策定
「国立大学法人熊本大学におけるキャンパスマスタープランの基本方針 （平成」
16年７月27日企画会議承認）を基に、本年度は黒髪キャンパスについてより分かり
やすく、ビジュアルなキャンパスマスタープランを策定した。
今後は、このマスタープランを基に、地元の自治体や企業等各方面に対し周辺環
境や財政的支援を働きかけると共に計画的な整備を推進する。

３ 情報公開等の推進
(1) 戦略的広報の実現
広報推進会議の下の広報戦略ワーキンググループと広報戦略マネージャーとが連
動し、全学を視野に入れた効果的な広報施策の実施に取組んだ。
・コミュニケーションマークの制定とシステムマニュアルの整備により、統一した
イメージのアピールを図った。
・利用者のニーズに応じた情報発信及びセキュリティ強化を図ったホームページ(W
ebページ)の全面改修を行った。
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 １）長期的な視点に基づき、世界水準の教育研究拠点としての施設設備を計画的に
整備し、豊かなキャンパスづくりを推進する。

期 ２）施設マネジメント体制を確立し、施設設備の計画的な維持保全とスペースの有
効活用を図る。

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅴ その他業務運営に関する
重要目標を達成するために
とるべき措置

１ 施設設備の整備等に関
する目標を達成するため
の措置

【63】施設設備の整備

【63－１】 【63－１】
施設整備の長期構想（マ 平成16年度に策定した年次計画に基 Ⅳ 昨年の評価で指摘されたキャンパスマスタープランの策定については、
スタープラン）を策定し、 づき、黒髪キャンパスマスタープラン 「国立大学法人熊本大学におけるキャンパスマスタープランの基本方針」
計画的な整備を行う。 を策定する。 （平成16年７月27日企画会議承認）を基に、本年度は黒髪キャンパスにつ

また、情報ネットワーク館（図書館 いてより分かりやすく、ビジュアルなキャンパスマスタープランを策定し
の増築）の整備を行う。 た。また、本マスタープランは文部科学省、同窓会等へ配布した。

今後は、このマスタープランを基に、地元の自治体や企業等各方面に対
し周辺環境の整備や財政的支援を働きかけるとともに計画的な整備を推進
する。

（ ） 、 、情報ネットワーク館 図書館の増築 は 平成18年３月に整備が完了し
閲覧室や書庫の狭隘化を解消するとともに学生サービスの向上を図った。
さらに、放送大学熊本学習センターと合築整備を行ったことにより、相
互利用が可能となり教育の質の充実・向上及び地域社会への貢献が図られ
ている。

【63－２】 【63－２】
ユニバーサルデザインや 中央診療棟 情報ネットワーク館 図 Ⅳ 中央診療棟、情報ネットワーク館の整備において、ユニバーサルデザイ、 （
環境保全等の社会的要請に 書館の増築）の建設において、ユニバ ンや地球環境に配慮した整備を行った。具体的には、ユニバーサルデザイ
配慮した施設整備を行う。 ーサルデザインや環境保全等を配慮し ンでは段差のない玄関アプローチ、点字、誘導ブロックの敷設、誘導サイ

た整備を行う。 ン、ピクトサイン、多目的トイレ等の整備を行い、また、地球環境への配
慮では屋上緑化の整備、再生材料、エコケーブル、インバータエアコン等
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を使用した。
さらに、営繕工事において段差解消、スロープや自動ドア等の設置を行
い、ユニバーサルデザインに配慮した整備を実施し、安全性や利便性の向
上を図った。
また、今後も継続して社会的要請に配慮した施設整備を推進するため、
本年度策定した「黒髪キャンパスマスタープラン」の基本コンセプトに“
地球環境への配慮 “快適で豊かなキャンパス“を掲げている。”、

【63－３】 【63－３】
PFI方式や寄附金等の民 PFI方式や寄附金等の民間資金導入 Ⅳ PFI方式による施設整備においては 「熊本大学（本荘）発生医学研究セ、
間資金導入による施設整備 による施設整備を図るため、学内や学 ンター施設整備事業」及び「熊本大学（黒髪南）工学部他校舎改修施設整
を推進する。 外から広く情報及び資料の収集を行 備事業」の２件を実施しているが、今後の施設整備を実施していくうえで

う。 の参考とするため 「国立大学附属病院等におけるPFI推進のための調査の、
有識者会議」の傍聴や、他国立大学法人で実施しているPFI方式による施
設整備の情報及び資料の収集を行った。
寄附金等の民間資金導入による施設整備においては、卒業生の寄附金に
より「熊本大学医学部弓道場 （金額4,500千円）の整備を行った。また、」
今後の施設整備の参考とするため、附属病院立体駐車場計画等の情報及び
資料の収集を行った。
競争的資金等においては、文部科学省の特別教育研究費の採択を受けて
「 」 「 」ものづくり創造融合工学教育事業 の出張研究室として まちなか工房
を学外の民間スペースに開設した。同工房には研究スペースや展示・ゼミ
スペース（約120㎡）があり、地域との共同事業の企画や公開セミナーの
開催等、積極的な活動により地域との連携が活性化されている。
新たな整備手法のひとつとして、不足している連携研究スペースを確保
するため （独）中小企業基盤整備機構による「くまもと大学連携インキ、

」 、 （ ） 。 、ュベータ 事業に参画し 学外の民間スペース 56㎡ を確保した 今後
本学の革新的な技術シーズ、アイディアを活用した大学発ベンチャーの創
出活動の促進を図ることとしている。
このように、PFI方式や寄附金等の民間資金導入による施設整備を図る
ため、情報及び資料の収集を行いつつ、寄附金や競争的資金等による新た
な整備手法を取り入れた施設整備を積極的に実施している。

【63－４】 【63－４】
PFI方式による事業契約 「熊本大学（本荘）発生医学研究セ Ⅲ 「熊本大学（本荘）発生医学研究センター施設整備事業」については建
を行った 熊本大学 本荘 ンター施設整備事業」は事業計画に基 設工事が完成し、平成17年８月に建物の引渡を受け、運用を開始した。今「 （ ）
発生医学研究センター施設 づく施設の整備を完了し、その目的に 後、維持管理期間中（平成30年３月まで）は適切な維持管理業務とそのモ
整備事業」を確実に推進す 沿った運用を行う。 ニタリングを実施する。
る。

【63－５】 【63－５】
「熊本大学（黒髪南）工 「熊本大学（黒髪南）工学部他校舎 Ⅲ 「熊本大学（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備等事業」は、事業計画
学部他校舎改修施設整備事 改修施設整備事業」は事業計画に沿っ に沿って平成17年４月に基本契約を締結、６月から第１期改修工事に着手
業」をPFI事業として確実 て整備を行う。 し、平成18年２月末に工事を完了した。
に推進する。 また、工事が完了した部分から維持管理業務とそのモニタリングを実施

している。
このことにより、本工事を終えた工学部２号館において学生支援室や学
、 。生相談室 リフレッシュスペースを設ける等教育研究環境の改善を図った

引き続き、第２期改修工事に着手している。
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【64】施設設備の有効活用・
維持保全

【64－１】 【64－１】
施設マネジメントを行う 建物維持保全のための調査（保全に Ⅳ 施設マネジメント推進検討部会を中心に、主要団地の利活用状況や維持
ための組織とシステムを構 関する点検・調査シートにより）を実 保全状況の調査を実施し、その結果を基に中期計画期間中の改修計画を策
築し、施設設備の維持保全 施し、今後の改修計画の立案に活用す 定した。本年度は、施設の有効活用を図るため、改修計画による整備及び
と利用に関する点検・評価 る。 計画以外の改修整備等を実施した （主な整備内容については下表のとお。
を行う。 また、施設マネジメントを効率的に り）

進めるための支援ソフトの導入を図
る。 整備内容 面積(㎡) 効果

保健学科改修 ４６０ 学年進行に伴う整備

創薬研究センター整備 １５０ 新組織に対応した整備
（計画外改修）

沿岸域研究センター改修 ３０ 宿泊研究棟の機能改善

五高記念館事務室整備 ３０ 五高記念館利活用の推進拠点
整備

旧図書館工学部分室外壁 一式 安全確保
補修（計画外改修）

合宿研修棟、器具庫外外 一式 安全確保
壁補修（計画外改修）

福利施設・体育館・食堂 一式 老朽化解消整備
屋根改修

室調査・保全調査・建物基本情報・設備機器台帳等のデータを活用し、
施設マネジメントを効率的に進めるため、施設管理システムを導入した。
調査の過程で、GHP（ガス焚き空調機）を使用している建物とその他建
物において、異なるガス供給契約がなされていることが判明した。本学と
ガス会社双方による確認作業の結果、GHPを使用する建物を包含する黒髪
団地を一体とした割引契約ができることが確認できたため７月より契約変
更を行った。これによりガス使用量料金が平成16年度に比べて約330万円
の節減（８月以降の実績）となった。
また、エレベーターの保守契約についても検討を行った。現在、製造所
毎に単年度契約としているが、複数年契約とすることで年間約450万円(11
％）の経費節減が見込まれるため、18年度より複数年契約（３年）を実施
することとした。
さらに、支援ソフトの導入に際して、本学の研究室（工学部）と連携し
て、要望調査システム（大学の施設環境に対する要望や提案をアップロー
ドするシステム）の構築を行った。今後は本システムを稼働させ学生、教
職員の意見をより早く、より多く収集し、施設整備の充実に向けて活用す
る。
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【64－２】 【64－２】
点検・評価に基づき、施 黒髪北キャンパスについて、室利用 Ⅳ 室利用状況調査及び講義室利用状況調査を基に、利用状況や稼働率等の
設設備を計画的・効率的に 調査を実施し利用実態の把握を行い、 点検・評価を行った。その結果、大学教育センターの講義室を平成18年４
維持保全するとともに、ス その結果を踏まえながら室の効率的な 月設置の社会文化科学研究科教授システム学専攻（ｅラーニング専門家養
ペースを有効に活用する。 運用を進める。 成大学院）の教員研究室や実習室（３室、130㎡）として有効利用を図っ

また、平成16年度に引き続き、全学 た。
の講義室利用状況調査を実施し、稼働 講義室利用状況調査に基づき、大学教育センターの講義室について稼働
率の向上に向けた必要な改善を図る。 率向上に向けたケーススタディを行った。その結果、92室の講義室を73室

に集約化し、稼働率を９ポイント上昇させるとともに、共用スペースを設
ける計画案を作成し、講義室の稼働率を向上させるため関係部局と協議を
行った。
室の効率的な運用を進めるため、電子事務局構想の一環として講義室を
含めた共通施設の施設予約システムの構築を進めており、18年10月から運
用開始予定である。このシステムの導入により全学的に業務の効率化・合
理化を行い、利用者へのサービスの向上とともに更なるスペースの有効活
用を図ることとした。
講義室利用状況調査に基づき、工学部講義室の稼働率向上に向けた計画
を策定し 「熊本大学（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備等事業」にお、
いて整備した。
その結果、大講義室を学生支援室や学生相談室、リフレッシュスペース
に転用する等、学生アメニティーが向上し、有効活用が図られた。
既存の全学共用スペースを部局横断的かつ流動的に活用するため 「国、
立大学法人熊本大学施設の有効利用に関する要項」の見直しを行い全学的
に周知を図った。

【64－３】 【64－３】
「 」点検・評価の結果は、マ 平成16年度に策定したキャンパスマ Ⅲ 国立大学法人熊本大学におけるキャンパスマスタープランの基本方針

スタープランに反映させ スタープラン（暫定版）の見直しを行 （平成16年７月27日 企画会議承認）を基に、広く施設整備について理解
る。 い、黒髪地区のキャンパスマスタープ を得るため、今年度は黒髪キャンパスについてより分かりやすく、ビジュ

ランを策定する。 アルなキャンパスマスタープランを策定した。また、本マスタープランは
文部科学省、同窓会等へ配布した。
今後は、このマスタープランを基に、地元の自治体や企業等各方面に対
し周辺環境の整備や財政的支援を働きかけるとともに計画的な整備を推進
する。

【64－４】 【64－４】
長期間にわたって施設設 学生、教職員の意識改革を高めるた Ⅳ 安全・安心で快適な施設・設備を維持するために“熊本大学 建物保全
備を良好で安全な状態に保 め、ホームページを利用して、施設の マニュアル”を作成し、ホームページ（Webページ）で公表した。この保
ち活用するために 教職員 利用状況や施設を有効に活用する情報 全マニュアルにより学生、教職員に日頃から施設・設備の点検ポイントを、 、
学生の意識の向上を図る。 を発信する。 認識してもらえるよう意識改革の向上に努めた。

また、国（文部科学省）の施策（知の拠点、省エネ対策、バリアフリー
対策、施設マネジメント関連等）をホームページ（Webページ）で積極的
に発信し、学生、教職員の意識の向上に努めた。
省エネ対策の一つとして、待機電力削減のための実態調査を実施した。
その結果、夜間における待機電力を約16％削減することが出来たため、ホ
ームページ（Webページ）でこの情報を発信し、教職員、学生に省エネに
対する啓発を促した。

【64－５】 【64－５】
伝統的施設の保存と有効 ・平成17年度以降保存する伝統的施設 Ⅳ 本年度策定した黒髪キャンパスマスタープランにおいて、今後保存する
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（ 、 、 ） 。活用を推進する具体的な計 を選定し、保存方法の検討、運用、保 伝統的施設 五高記念館 化学実験場 工学部研究資料館等 を選定した
画を策定し 順次実施する 存のための計画を立て、施設の保存と この伝統的建造物周辺を歴史ゾーンと位置づけ、地域住民にも開放してい、 。

有効活用に努める。 る。
五高記念館の保存と利活用を推進するためプロジェクトチームを発足さ
せ 「地域資源としての五高記念館の活用整備研究」を課題とし 「熊本大、 、
学ユニバーシティ・ミュージアム構想 第１次五か年計画（案 」を策定）
した。今年度は、その計画に基づき館内の一部を事務室に改修しプロジェ
クトの拠点を設けた。
また、特に痛みの激しい外部木製建具と樋の改修を実施し伝統的施設の
保存に努めた。

・中央診療棟整備に伴い、非常勤講師 本荘北キャンパスの非常勤講師宿泊施設(山崎記念館)は、登録有形文化
（ ） 、 、宿泊施設 本荘地区：登録有形文化財 財の指定を受けており 中央診療棟の整備に伴い曳き家を実施すると共に

の曳き家を実施し保存建物として有効 有効活用のための改修計画を策定した。
活用を図る。 また、登録有形文化財の曳き家ということで、全国立大学の施設関係部

署に見学会の照会を行い、文化財の整備に関する知識の向上を図った。

ウェイト小計
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
２ 安全衛生管理に関する目標

中 １）労働安全衛生法等を踏まえた安全衛生管理体制を整備し、職員の安全及び健康
の確保に努める。

期 ２）修学環境を整備し、学生等の安全及び健康の確保に努める。

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 安全衛生管理に関する
目標を達成するための措
置

【65】教職員の安全確保等

【65－１】 【65－１】
中央安全衛生委員会、事 平成16年度の各種測定・検査結果を Ⅲ 平成16年度の各種測定・検査結果を分析・検討し、本年度の産業医及び
業場毎の安全衛生委員会、 分析・検討し、安全な職場環境の維持 衛生管理者の巡視並びに作業環境測定に活用し、薬品の管理及び使用状況
安全管理室等を設置し、労 ・改善に努める。 の不備、ガスボンベの使用状況の不備、法令等に基づく実験室や廊下等の
働安全衛生法を踏まえた安 通路幅の確保、倒れやすいロッカー・キャビネット等の転倒防止等、安全
全な職場環境を確保する。 衛生上問題があると思われるものについて改善計画等を部局等に求め、安

全な職場環境の維持・改善に努めている。

【65－２】 【65－２】
RI及び有害物質等のデー 有害物質等の管理を充実する方策の Ⅲ 有害物質等の管理を充実する方策の一環として化学薬品の管理システム
タベースシステムを構築 一環として、化学薬品の管理システム の構築に関し、薬品管理システム構築専門委員会において、導入済みの他
し、管理を充実させる。 の構築に関し、本学に適したシステム 大学の調査及び既存システムのデモンストレーション等を実施するなどし

の構築のための具体的な検討を行う。 て、本学に適した薬品管理システムについての検討を行った結果、システ
また、平成16年度に構築した放射線 ムの仕様を平成18年３月に確定した。
作業従事者に係る個人管理（健康診断 また、平成18年度は、システムを導入し、運用を開始する予定である。
・被曝測定・教育訓練）に関するデー 放射線障害防止専門委員会にWGを設置して、運用・管理上の問題点の洗
ターベースの運用・管理について検討 い出しを行った。
を行う。 その結果、データ更新時等の各部局との連絡体制に問題があることが判

明したため、今後各部局でのデータ入力を各キャンパスのRI施設で一元的
に行い、データ更新の都度、関係部署へ通知するように運用方法の変更に
ついて検討した。
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【65－３】 【65－３】
教職員等に対して安全衛 採用者等に対する安全衛生教育を実 Ⅲ ４月及び10月に新規採用職員を対象に安全衛生教育を実施したほか、以
生管理に関する教育及び研 施するほか、それ以外の職員について 下の安全衛生に関する講演会等を実施した。
修を実施する。 も安全衛生に関する教育及び研修を計 （延べ開催数：15回、延べ参加数：870名）

画的に実施する。 ・大学における一般的な安全管理に関する講演会
・受動喫煙に関する講演会
・メンタルヘルスに関する講演会

【66】学生等の安全確保等

【66－１】 【66－１】
施設の定期点検を実施 引き続き、キャンパス及び施設を点 Ⅲ 学生寮の居室の壁及びクロス張り替え、補食室、洗面室、浴室タイルな
し、必要に応じ改修等を行 検し 計画的に整備と対策を実施する ど不具合のあった箇所の修理を行った。運動施設等については、ラグビー、 。
う。 また、構内の防犯体制の充実を図る 場の改修整備を行い、学生会館及び旧体育館屋根塗装補修も行った。

ために、門扉の閉門と夜間の巡視員の 学生の福利厚生施設（食堂）の環境整備の一環として、外壁等の改修工
増員を図るなどの措置を実施する。 事を行った。

なお、今後も年次計画的に危険箇所、不具合箇所の点検・整備を行うと
ともに、本学のキャンパスマスタープランに併せて施設改善を図ることと
している。
また、学生委員会の発案でキャンパスにおける安全管理対策の一環とし
て、平成17年４月から、学生の退庁時間を原則23時（部局によっては23時
以前）とし、一部の門を除き23時から翌朝７時まで閉門することとした。
また、常駐の警備員を配置し、２名体制による巡回を行っている。

【66－２】 【66－２】
学生等に対して、実験・ 引き続き、実験・実習等における安 Ⅲ 安全衛生教育の充実を図る目的で、中央安全委員会で作成した「2005健
実習等における危険物取扱 全教育、衛生教育を実施する。 康・安全の手引き」により学生に安全衛生に対する周知を行った。
い・放射線安全管理・バイ また、部局等においては、実験・実習を行う前に独自に作成した手引き
オハザード対策等について や口頭注意等により、安全衛生教育の徹底を行った。
の安全衛生教育を徹底す 今後、口頭注意等を文章化して手引書とするなどの方策を図る。
る。

【66－３】 【66－３】
附属学校園の幼児・児童 安全に関する社会の状況や学校の現 Ⅲ 各附属学校園ごとに、全校集会、ホームルーム等で交通安全、不審者対
・生徒に対する安全を確保 状を踏まえ、幼児・児童・生徒への適 応及び火災対応などの安全教育を行った。なお、幼稚園においては、保護
するため、施設の点検・整 切な安全教育及び安全管理を行う。 者も参加し、同様の安全教育を行った。
備、避難訓練、安全管理マ 各学校においては、附属小学校で教頭が、独立行政法人教員研修センタ
ニュアルの見直し・改善を ーが主催する学校安全管理研修会に参加し、その内容を復講して職員の意
行う。 識を高めるとともに児童への指導を行った。附属中学校では、PTAによる

通学路点検、職員、PTAによる登下校指導(定期)を行った。附属養護学校
では、夏季・冬季などの長期休業あけに安全な登下校指導（校門前・公園
入口）及び日常の登校指導（校門前）を実施した。附属幼稚園では、近く
の交番と連携を密にし、侵入者等があった場合には、即座に対応できるよ
うになっており、また、宿泊保育の場合などには、夜間の特別パトロール
の実施などの協力体制をとり、それぞれ安全確保に努めている。

・平成16年度の訓練結果等を考慮し、 平成16年度の訓練結果を踏まえ、不審者への対処方法（附属小学校にさ
不審者侵入や災害等を想定した新たな すまた10本の配置増、附属幼稚園に催涙スプレーの配置増など）の改善を
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訓練方法を検討して、実施する。 図り、不審者侵入や災害を想定した避難訓練を実施し、防災についての意
識の向上を図った。

、 。・平成16年度の実施状況を参考に、安 平成16年度の実施状況を参考に 安全管理マニュアルの見直しを行った
全管理マニュアルの見直しを行う。 例えば、附属幼稚園では、幼児がケガをした場合の病院での処置後の様子

について、担任教員だけでなく、管理職員も直接確認することとし、今後
の事故時の対応に活かすこととした。

・平成16年度の実施状況を分析し、定 平成16年度の点検状況を分析し、窓ガラスの破損の補修、施錠不備の整
期的に安全点検を実施するとともに、 備、整理整頓の徹底などを行うとともに、毎月１回定期的に職員による安
不備な箇所の整備を行う。 全点検を実施し、安全の確保に努めた。

また、附属養護学校では、臨時の職員作業日を設定して校内の整備を行
ない、安全な環境づくりに努めた。

ウェイト小計
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項

１ 学内の施設に関するマネジメント ３ 安全衛生管理
(1) スペースマネジメント 中央安全衛生委員会及び各事業場毎の安全衛生委員会において、16年度の各種測定
黒髪北地区の室使用実態調査（1,036室）を実施し、調査データのデータベース化 ・検査結果を分析・検討し、安全な職場・修学環境の維持・改善に努めた。
を図った。これにより室情報の検索や面積の再配分等の基礎資料の作成が容易とな また、化学薬品を一括管理するシステムの構築について検討を行い、システムの仕
りスペース管理の効率化が図られた。 様を確定し、平成18年度中の導入・運用を計画している。
また、全学の講義室利用状況調査を実施し、稼働率の低い部局に対しては、稼働
率上に向けた提言を行うとともに稼働率の低い一部の講義室、自習室を教員研究室 ４ 危機管理
・実習室に転用し、有効利用を図った。 (1）個人情報保護制度の浸透
(2) コストマネジメント 全学的に「保有個人情報等管理状況調査」を実施し、各部局における問題点と改
施設調査を基に、ガス供給契約に係る契約種別を見直し、７月より契約変更を行 善すべきポイントを明らかにした。
った。これによりガス使用量料金が平成16年度に比べて約330万円の節減（８月以降 また、個人情報保護に関する教育研修を14回開催し、延べ 2,100人(職員の70％
の実績）となった。 強) が参加した。
また、エレベーターの保守契約についても検討を行った結果、単年度契約から複 さらに、教職員が常時研修を受けるためのWebctを用いた研修システムの導入や
数年契約（３年）に変更することとした。これによって年間約450万円の経費削減が 小冊子（ブックレット）の配付により、全職員に対する制度の浸透に努めた。
見込まれている。 （2）情報管理の強化
(3) クォリティマネジメント 本学ネットワークからインターネットへの接続部に情報漏洩防止サーバを設け、
予防保全の一環として主要団地の既設建物の保全調査を実施し、危険性の高い箇 情報漏洩防止の強化を図った。
所を優先的に補修を行うとともに中期目標期間中の改修年次計画を策定した。 また、ホームページサーバや各種データベースサーバ等への不正アクセスを防止
(4) マスタープランの作成 するため、プロキシー（代理）サーバを導入し、セキュリティーを強化した。
「国立大学法人熊本大学におけるキャンパスマスタープランの基本方針 （平成16 さらに、統合認証システムを導入し、業務システムごとに設定されていたＩＤと」
年７月企画会議承認）を基に、黒髪キャンパスについてより分かりやすく、ビジュ パスワードの統一を図った。
アルなキャンパスマスタープランを策定した。
今後は、このマスタープランを基に、地元の自治体や企業等各方面に対し、周辺
整備や財政的支援を働きかけ、計画的な整備を推進することとしている。

２ 新たな整備手法の導入
(1) PFI事業
発生医学研究センターの整備（平成17年８月供用開始）に引き続き、黒髪南地区
の 校舎改修工事（約10,700㎡）をPFI事業により実施した。
これにより初期経費とトータルコストの低減だけでなく短期間での整備が可能と
なり、教育・研究活動を円滑に進める上で多大な貢献となった。
(2) 寄附による整備
本学の医学部弓道場は、昭和39年に建設され老朽化がかなり進んでいたため、弓
道部後援会による寄附金により、本年度改築整備を実施した。これにより弓道部の
部活動に積極的に利用され、学生アメニティの向上が図られた。
(3) 学外スペースの確保
文部科学省の特別教育研究費の採択を受け「ものづくり創造融合工学教育事業」
の出張研究室として「まちなか工房」を学外の民間スペースに開設した。同工房に
は研究スペースや展示・ゼミスペース（約120㎡）があり、地域との共同事業の企画
や公開セミナーの開催等、積極的な活動により地域との連携が活性化された。
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
４１億円 ４１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 該当なし
生等により緊急に必要となる対策費として 等により緊急に必要となる対策費として借り
借り入れることも想定される。 入れることも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

中央診療棟建設、基幹・整備及び病院特別医 中央診療棟建設、基幹・整備及び病院特別医療 中央診療棟建設、基幹・整備及び病院特別医療機
療機械設備に必要となる経費の長期借入れに伴 機械設備に必要となる経費の長期借入に伴い、本 械設備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学
い、本学病院の敷地及び建物について、担保に 学病院の敷地及び建物について、担保に供する。 病院の敷地について、担保に供した。
供す。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育 決算において、剰余金が発生した場合は、教育 教育研究の環境改善を図った。
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

熊本大学



- -104

Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 決定額 百万円 財 源（ ） （ ） （ ）

・ 医病）中央診 総額 施設整備費補助金 ・ 医病）中央診 総額 施設整備費補助金 ・ 医病）中央診 総額 施設整備費補助金（ （ （
（ ， ） （ ， ） （ ， ）療棟 １１，３７９ １ ７６９ 療棟 ６，７８４ １ ０５１ 療棟 ６，７５７ １ ０８３

・ 医病）基幹・ 船舶建造費補助金 ・ 医病）基幹・ 船舶建造費補助金 ・ 医病）基幹・ 船舶建造費補助金（ （ （
（ ） （ ） （ ）環境設備 ０ 環境設備 ０ 環境設備 ０

・小規模改修 長期借入金 ・小規模改修 長期借入金 ・(黒髪)情報ﾈｯﾄﾜ 長期借入金
（ ， ） （ ， ） （ ， ）・災害復旧工事 ９ ６１０ ・災害復旧工事 ５ ６７５ ーク館 ５ ６１６

・病院特別医療機 国立大学財務・経 ・病院特別医療機 国立大学財務・経 ・(本荘)発生医学 国立大学財務・経
械 再開発設備 営センター施設費 械 再開発設備 営センター施設費 研究センター施 営センター施設費（ ） （ ）
・ 本荘）発生医 交付金 交付金 設整備事業 交付金（

（ ） （ ） （ ）学研究センター ０ ５８ ・(黒髪)工学部他 ５８
施設整備事業 校舎改修施設整
（PFI） 備等事業

・アスベスト対策
事業
・小規模改修
・病院特別医療機
（ ）械 再開発設備

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成す 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況
するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設 等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘
・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の 案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得
改修等が追加されることもある。 る。

（注２）小規模改修について17年度以降は、16年度同額と
して試算していンター施設費交付金、長期借入金に
ついては、事業の進展等により所る。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造
費補助金、国立大学財務・経営セ要額の変動が予想
されるため、具体的な額については、各事業年度の
予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
・中央診療棟：軸Ⅱ事業は、不用額発生のため計画額より減額。仕上事業は、不用額(入 ・校舎改修(保健学科)：本年度補正予算事業として追加。本年度実績なし。全額を18年度
札残等)発生のため、計画より減額。実施済。 に繰越。
・基幹・環境整備：不用額（入札残等）発生のため、計画額より減額。実施済。 ・小規模改修：計画額と同額で実施済。
・情報ネットワーク館：計画額より減額で実施済。 ・災害復旧工事：本年度実績なし。
・発生医学研究センター施設整備事業( )：計画額と同額で実施済。 ・病院特別医療機器（再開発設備 ：不用額（入札残）発生のため、計画額より減額。実PFI ）
・工学部他校舎改修施設整備等事業( )：計画額と同額で実施済。 施済。PFI
・アスベスト対策事業：本年度補正予算事業として追加。本年度一部実施済。残額は、1
8年度に繰越。

熊本大学
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○人事に関する方針
１）中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行う １ 中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行うと 『｢Ⅱ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する目標｣
とともに、新規事業等の実施に対応した教職員の計画 ともに、新規事業等の実施に対応した教職員の計画的 75、参照』P
的・効率的な配置を行う。 ・効率的な配置を行う。
２）教員の流動性を向上させるため、各教育研究組織に ２ 教員の流動性を向上させるため、各教育研究組織にお 『｢Ⅱ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する目標｣
おいて任期制を検討し、任期制が有効なものについて いて任期制を検討し 任期制が有効なものについては 76、77、参照』、 、 P
は導入する。 導入する。
３ 事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るため ３ 事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るため、 『｢Ⅱ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する目標｣） 、
他機関との人事交流を行うとともに、研修制度を充実 他機関との人事交流を行うとともに研修制度を充実す 77、78、参照』P
する。 る。

熊本大学



- -106

（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

文学部 総合人間学科 ５５ ５９ １０７．２７
歴史学科 １５５ １７９ １１５．４８
文学科 ２４５ ２９８ １２１．６３
コミュニケーション情報学科 ３０ ３１ １０３．３３
人間科学科 ７５ １０３ １３７．３３
地域科学科 １２０ １４４ １２０．００
学部共通（３年次編入） ２０ ※(２４)

教育学部 小学校教員養成課程 ４４０ ５０５ １１４．７７
中学校教員養成課程 ２８０ ３３４ １１９．２９
養護学校教員養成課程 ８０ ９２ １１５．００
特別教科(看護)教員養成課程 ４０ ４７ １１７．５０
養護教諭養成課程 １２０ １３０ １０８．３３
地域共生社会課程 ８０ ９１ １１３．７５
生涯スポーツ福祉課程 １６０ １７７ １１０．６３

法学部 法学科 ７１０ ７７９ １０９．７２
公共政策学科 １７０ ２２１ １３０．００
学部共通（３年次編入） ２０ ※(１９)

理学部 理学科 ３８０ ３８９ １０２．３７
数理科学科 ７０ ９４ １３４．２９
物理科学科 ６０ ７７ １２８．３３
物質化学科 ６０ ７０ １１６．６７
地球科学科 ６０ ６２ １０３．３３
生物科学科 ７０ ８７ １２４．２９
環境理学科 ６０ ７２ １２０．００
化学科 １

医学部 医学科 ６００ ６２８ １０４．６７
保健学科 ２８８ ２８９ １００．３５

薬学部 薬科学科 ３６０ ３９４ １０９．４４
工学部 環境システム工学科 ５４４ ６３８ １１７．２８

知能生産システム工学科 ６１６ ７４８ １２１．４３
電気システム工学科 ３４４ ４３０ １２５．００
数理情報システム工学科 ３１２ ３９７ １２７．２４
物質生命化学科 ３４４ ３９１ １１３．６６
学部共通（３年次編入） ６０ ※(１２８)
合 計 ７，０２８ ７，９５６ １１３．２０

収容定員のない学生を含む ７，９５７
文学研究科（修士課程）

人間科学専攻 １４ ２８ ２００．００
地域科学専攻 ２０ ２１ １０５．００
歴史学専攻 ２０ ２３ １１５．００
言語文学専攻 ３０ ３７ １２３．３３

教育学研究科（修士課程）
学校教育専攻 １０ １７ １７０．００

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

障害児教育専攻 １０ １１ １１０．００
教科教育専攻 ６８ ７４ １０８．８２
養護教育専攻 ６ ４ ６６．６７

法学研究科（修士課程）
法学公共政策学専攻 ４８ ５０ １０４．１７
法学専攻 １２
公共政策専攻 ７

医学教育部（修士課程）
医科学専攻 ４０ ４２ １０５．００

薬学教育部（博士前期課程）
分子機能薬学専攻 ８４ ７２ ８５．７１
生命薬科学専攻 ５４ ７８ １４４．４４

自然科学研究科（博士前期課程）
物質科学専攻 １４２ ２０５ １４４．３７
材料システム専攻 ３０ ６６ ２２０．００
機械システム専攻 ８４ １３１ １５５．９５
数理科学・情報システム専攻 １０２ ９９ ９７．０６
電気システム専攻 ５４ １１９ ２２０．３７
自然システム専攻 １００ ８６ ８６．００
環境土木工学専攻 ５４ ８２ １５１．８５
建築学専攻 ５４ ７２ １３３．３３
合 計 １，０３６ １，３１７ １２７．１２

収容定員のない学生を含む １，３３６
医学教育部（博士課程）

生体医科学専攻 ７８ ３０ ３８．４６
病態制御学専攻 ６６ ３１ ４６．９７
臨床医科学専攻 ９３ １３４ １４４．０９
環境社会医学専攻 ２７ １１ ４０．７４

医学研究科（博士課程）
生理系専攻 １４ ８ ５７．１４
病理系専攻 ８ １ １２．５０
社会医学系専攻 ６ ２ ３３．３３
内科系専攻 １３ １９ １４６．１５
外科系専攻 １８ ３１ １７２．２２
脳・免疫統合科学系専攻 ２２ １６ ７２．７２

薬学教育部（博士後期課程）
分子機能薬学専攻 ５４ ４１ ７５．９３
生命薬科学専攻 ３９ ３１ ７９．４９

薬学研究科（博士課程）
薬科学専攻 ２
臨床薬学専攻 ２
（ ）社会文化科学研究科 後期３年博士課程

文化学専攻 １２ ２５ ２０８．８３
公共社会政策学専攻 １２ ２６ ２１６．６７

自然科学研究科（博士後期課程）
生産システム科学専攻 ６６ ６４ ９６．９７
システム情報科学専攻 ４８ ６５ １３５．４２
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

環境共生科学専攻 ６０ ８０ １３３．３３
物質・生命科学専攻 ３３ ６１ １８４．８５
合 計 ６６９ ６７６ １０１．０５

収容定員のない学生を含む ６８０
法曹養成研究科 (法科大学院の課程)

法曹養成専攻 ６０ ６７ １１１．６７

特殊教育特別専攻科 知的障害教育専攻 ３０ １４ ４６．６７

養護教諭特別別科 ４０ ３１ ７７．５０

附属小学校 ７２０ ７１８ ９９．７２
学級数 １８

附属中学校 ４８０ ４７４ ９８．７５
学級数 １２

附属養護学校 小学部 １８ １８ １００．００
学級数 ３

中学部 １８ １８ １００．００
学級数 ３

高等部 ２４ ２８ １１６．６７
学級数 ３

附属幼稚園 １６０ １５３ ９５．６３
学級数 ５

医療技術短期大学部 看護学科 ８０ ８３ １０３．７５
診療放射線技術学科 ４０ ３８ ９５．００
衛生技術学科 ４０ ３８ ９５．００
助産学特別専攻 ２０ ２１ １０５．００

注）※印で示してある、文学部、法学部、及び工学部の３年次編入の収容数欄のカッ
コ書内の数は、内数であり、各学部各学科の収容数に含まれているものである。

○ 計画の実施状況等

○学部
文学部
歴史学科
入学定員に対し、入学者の割合が多く、３年次編入者を受け入れていることと全体
の５％にあたる留年学生がいるため超過となっている。
文学科
定員（245名）を超過して入学者があり（267名 、これに３年次編入学の15名が加）
わって、総計282名となった。また、留年者が16名いるため超過となっている。
人間科学科・地域科学科
入学定員に対し、入学者の割合が多かったことと卒業者が入学定員を大きく下回っ
ているため超過となっている。
教育学部
中学校教員養成課程
入学定員が70名となっているが毎年度80名程度入学している。それと併せて４年次

になると留年生が20名程度となるため超過となっている。
特別教科（看護）教員養成課程
特別教科（看護）教員養成課程は平成16年度から募集停止している。現在在学中の
学生は３年・４年であり、留年生がいるため超過となっている。
法学部
公共政策学科
留年者が多いためである。

理学部
数理科学科、物理科学科、物質化学科、生物科学科及び環境理学科
卒業時留年者が多いためである。

工学部
環境システム工学科
留年者が多かったためである。
知能生産システム工学科
入学辞退者を想定し、定員より多めの合格者を発表したが、入学辞退が想定より少
なかったためである。
電気システム工学科・数理情報工学科
入学辞退なども勘案し、入学者をやや多めに設定したことと留年者が多かったため
である。

○修士課程（博士前期課程）
文学研究科
人間科学専攻
入学定員に対し、入学者の割合が多かったことと修了者が入学定員を大きく下回っ
ているため超過となっている。
言語文学専攻
入学定員に対する入学者数の超過はなかったが、留年者が多いため超過となってい
る。
教育学研究科
学校教育専攻
定員が各学年５名となっているが、２年生が11名となっており入学者が多かったこ
とによる超過である。
養護教育専攻
定員が各学年３名となっているが、昨年度の入学者がいなかったためである。

薬学教育部（博士前期課程）
生命薬科学専攻
入学者が多かったためである。

自然科学研究科（博士前期課程）
物質科学専攻・材料システム専攻・機械システム専攻・電気システム専攻・環境土木
工学専攻・建築学専攻
社会がより高度な専門知識を有している技術者を必要としているため、大学院への
進学者が高く、入学者を多く受け入れているため、在籍者が多くなっている。

○博士課程（博士後期課程）
社会文化科学研究科（後期３年博士課程）
文化学専攻・公共社会政策学専攻
優秀な人材が多く、入学定員を上回る入学者となったためである。

医学教育部（博士課程）
全専攻
募集は、専攻単位ではなく、医学教育部として募集するため、結果的に臨床系専攻
に希望が偏り在籍者が多くなり、基礎系の在籍者が少なくなっている。
医学研究科（博士課程）
全専攻
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平成15年度に医学教育部（博士課程）を設置したため、同年度から募集を止めた。
、 、 （ ） 。在学者は ４年次生のみであり 理由は､医学教育部 博士課程 と同じである

薬学教育部（博士後期課程）
分子機能学専攻・生命薬科学専攻
入学者が少なかったためである。

自然科学研究科（博士後期課程）
システム情報科学専攻
例年入学者の約半数が社会人であり、３年を超えて在籍している学生が多いため、
在籍者が多くなっている。
環境共生科学専攻
社会人や留学生の入学者希望者が多く、これらの要請に応えているため在籍者が多
くなっている。
物質・生命科学専攻
留年者が多いため、在籍者が多くなっている。

○特殊教育特別専攻科 知的障害教育専攻
入学者が少なかったためである。

○養護教諭特別別科
入学者が少なかったためである。

○附属養護学校
より多くの障害のある生徒に高校教育を受けられるような配慮したことと各年度にお
ける、受験生の障害の状況と教師及び学習環境を総合的に判断し、入学者を決定したた
めである




